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第1章. 序論 

1.1 研究背景 

1.1.1 はじめに 

近年は地球温暖化の影響もあり，降雨量の増大により大規模な洪水による災害が発生す

るとともに，次第に降雨の増減の振幅が大きくなり，これまでにない渇水が発生するリス

クも増えている．また，令和 4 年 8 月の新潟県村上町における洪水，土石流では，直轄河

川荒川の洪水氾濫ではなく，支川などの小河川からの洪水流出や土石流により，土砂と流

木が住家を襲い，大きな土砂災害を引き起こしている． 

著者は現地に土木学会水害調査小委員会活動の一環で災害調査を行った．地元では羽越

豪雨以来の 55 年ぶりの豪雨災害であったが，55 年前の災害とは全く違う土砂災害であっ

たと何人もの地元の方々から聞かされた．つまり，55 年前の災害では径が 50ｃｍ以上の大

きな岩石が流れ落ちて来て，いわゆる典型的な土石流の形態であったが，今回は長く大き

な流木と細かな土砂，泥流が押し寄せて来た災害であった．細かな成分を含む土砂と，流

木が橋梁に引っ掛かり流れを塞いだために，水位が高く上がり迂回流が発生し，これらに

より住家などが土砂混じりの水流に埋め尽くされ破壊されたと言う．特に，山の形態が昔

と変わっていて，今は経済林である杉・檜等が多く植林され，これらが成長したが，維持管

理が十分でなかったために，成長した多くの流木がそのまま流れ落ちて洪水とともに流下

し，これら流木が人家近くの橋梁等に引っ掛かり，橋梁の下の河川を塞いで洪水も土砂流

もせき止められ，3 階の屋根まで届くくらいに高く水位が上がり迂回流により新たな水み

ちを作って，土砂流が下流の人家等に大きな被害をもたらしたとのことである．これは 55

年前の土石流の被害とは全く違った形態の災害であり，洪水が土砂や流木を巻き込み大き

な被害をもたらしたのが原因であることを示した．すなわち，洪水による浸水被害だけで

はなく，近年は土砂の流下により流木も含めて大きなエネルギーとなって下流地域に被害

を及ぼすことが発生するようになっている．これは，洪水被害を防ぎ軽減するためには，

増大する洪水に対する管理だけではなく，土砂の管理がより重要になってきていることを

示している． 

平成 9 年に，河川審議会に「総合土砂管理小委員会」（高橋保委員長）が設立され，総合

土砂管理の必要性に関する国としての取り組みが始まった．しかし，その後 20 年以上経っ

た今でも，現状は大きく進展していない．その理由としては，河川上流の土砂生産領域と

砂防領域においては砂防事業者が，その下流のダム領域に関してはダム事業者及びダム管

理者が，さらにその下流の河川領域においては，河川管理者である国（国土交通省）や自治

体（都道府県，市町村）が管理しており，所掌が分断され，さらに，海岸領域においては国

（国土交通省水管理・国土保全局，港湾局と，経済産業省，農林省）及び自治体が管理し，

これらの縦割り行政が解消されずに，それぞれの所管の部局の利害や都合が優先されてい

るために，本来目指した水系一環としての便益の創出や課題事項の解消のための真の協力

が実施されてきたかどうか疑わしいということが考えられる．水系一貫での土砂管理と水

管理及び流域管理が，治水，利水，環境を含めて連携して実施されて来たのであれば，もっ
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と多くの河川で総合土砂管理計画が策定されて実践されて来たものと考えられるが，未だ

全国で 8 河川しか策定されず，今後の進捗が望まれる状況にある． 

 

 

図 1-1 総合土砂管理計画策定河川の位置図 1) 

 

1.1.2 河川の治水機能とダムの治水機能への影響 

流砂系河川においては，土砂生産領域や砂防領域などの上流からの土砂の流下により河

床に土砂が堆積し，河道断面を小さくして流下能力を小さくして治水機能を減じる可能性

がある．よって，流砂は河道の一定カ所にとどまるのではなく，連続して流下していくこ

とが望ましい． 

また，後述するように，河川環境面においても，土砂の流下で河床がクレンジング効果で

新たに刷新され，アユ等の魚類の餌である藻類等が新鮮になり，河川生態系の新陳代謝が

起こる．また，粗粒分の補給という効果もあり，土砂が適度に補給され流下することは，河

川環境，生態系の保全の面でも大きな効果がある． 

ダムへの土砂の流入によりダム貯水池に土砂が堆砂し，ダム貯水容量を減少させる．特

に，治水容量への影響は大きく，有効治水容量の減少分は確実に下流の洪水調節効果を低

下させる．このため，計画堆砂量に対し想定以上のペースで土砂が堆積している場合など

は，貯水池上流に貯砂ダムを作って，貯水池への土砂の流入を減じる方策が取られて来た．

しかしながら，実際には，貯砂ダム建設後の維持掘削を完全に実施出来ないことや，土砂

の細粒分は貯砂ダムを越えて貯水池に流入してしまうことから依然として堆砂は進行して
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いるのが現状である．さらに，ある程度，掘削が実施されている場合も，継続的に貯水池へ

の土砂の流入があり，治水機能を維持するためには常に維持管理掘削等が必要となってお

り，堆砂問題はダムの治水機能の維持の大きな課題となっている． 

 

1.1.3 河川環境，景観，レクレーションと土砂管理の重要性 

平成 9 年に河川法が改正・施行され，治水，利水に加え環境が河川管理における第３の

目的となった．ここでも，従来よりも，河川区域内にある土砂が環境面において大きな役

割を担っていることが認識されている． 

例えば，魚の産卵場はそれぞれの魚類により好む河床粒径が異なるし，水深，流速などの

箇所ごとの河川特性や，土砂と水流が作る平常時の瀬，淵構造により産卵場や生活の場等

が決まっている．魚類などの生態系にとって土砂は大きな役割を担う要素である．このた

めに，土砂をせき止めてきたダムや砂防堰堤の下流では，土砂を還元するために置き土を

実施して，土砂，特に粗粒分の補給を行うことや，覆砂実験を実施して粗粒分を持つ土砂

が生態系に与える効果の計測実験や，箇所ごとに土砂の定着状況の把握などを行ってきた．

筆者も，矢作川水系矢作ダムの下流，小丸川水系小丸川，及び相模川水系宮ケ瀬ダムの下

流での置土実験に参画して，土砂補給による生態系へのインパクト・レスポンスに関して，

現地観測を行って効果を計測する経験をしてきた．土砂補給は河川の生態環境には必要不

可欠なものであり，生態環境を変える重要な要素の一つである． 

一方，細粒分は濁度を増し，河川水の濁水の原因にもなる．濁度があまり多くなると魚類

の生息環境にも影響し，場合によっては魚の鰓に土砂が詰まって死んだり，アユなどは栄

養源となる藻類が食めなくなって，瘦せ衰えることもある．もちろん，河川水の濁りが多

くなると景観的にも望ましいものではない． 

さらに土砂は河川の景観や河川におけるレクリエーションの場の創造にも重要な役割を

果たす．例えば，河川内の砂州の形成や，植生にも土砂との関係は大きい．砂礫河原という

言葉があるが，自然河川における砂州は適度な粒径の砂礫河原である．細かな土砂，シル

ト交じりの土砂もあれば，急流河川に見られる玉石レベルの河原もある．これらは，周辺

の山地景観や植生などと相まってその箇所の自然にふさわしい景観を形成してきた．土砂

の性状に応じて景観と生態系が作られており，適切な河川環境とは，それら土砂との関係

から決まる部分が大きい． 

 

1.1.4 エネルギーの供給場としてのダムと土砂による影響 

近年は CO2 対策が叫ばれ SDGs が進められており，化石燃料から自然の力を活用した再

生可能エネルギーの活用が叫ばれている．太陽光発電，風力発電や地熱発電が挙げられる

が，水の落差を利用した水力発電は古くからの再生可能エネルギーの主役である．我が国

の電力構成は，将来は火力発電を極力小さくする方針であり，原子力発電については，か

つてはクリーンで発電効率の良いものとして扱われて来たが，原発事故を契機に安全性の

観点から，多くの原子力発電所で運営に影響が出ている現状である．今後は，再生可能エ
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ネルギー，地産地消のエネルギーへと転換が進められると考えられ，河川水を用いる水力

発電のシェアは現在 8％程度であるが，ダム再開発の推進や小水力発電などによりさらに

発電量の増大が求められている． 

水力発電ダムは，一度設備投資を行えば，その後の燃料費用などは不要であり，構造物も

その耐用年数が長く，長期的には非常に安価なエネルギーを供給し続けることが期待でき

る一方で，長期的な維持管理の課題として，流砂系の河川においては，土砂が上流から流

入し，ダム貯水池での堆砂が進行し，利水容量，特に，水力発電による発電容量の減少や，

取水口の閉塞などが懸念される．よって，流砂系河川では，平常時からの堆砂の監視と，貯

水池掘削などにより貯水池の堆砂進行の管理を行い発電容量の確保をすることが重要であ

る． 

 

1.1.5 ダム堆砂問題（治水，利水，環境） 

ダムは，河川総合開発事業により，また，特定多目的ダム法（1957 年施行），水資源開発

促進法（1961 年施行）などにより，戦後，1930 年代から 1950 年代にかけて多くのダムが

計画され建設されて来た．当初は工業化のために発電事業が主体，その後は水道水，工業

用水等の確保の利水事業として，そして，治水も含めた多目的ダム事業として利水だけで

なく治水，そして，環境も考慮したダム建設が行われてきた．ダムでは細かなシルト混じ

りの土砂や浮遊砂の多くはダムを乗り越えて放流水と一緒に下流に流されることが多いが，

粗い土砂や玉石の多くはダムを通過することが出来ずにダム貯水地に堆砂する．ダム計画

では一般に 100 年間の堆砂容量を持つよう計画され建設されているが，流域で大きな洪水

が発生した場合には，一度に大量の土砂がダムに流入し堆砂が進行する．例えば，平成 12

年の東海豪雨では，約 320 万 m3 の土砂が矢作ダムに流入し堆砂した．このような土砂がダ

ムの有効容量を減じて，治水，利水機能が小さくなったダムが現在も増え続けている．さ

らに，貯水池での土砂堆積により，取水口への堆砂による閉塞や，発電容量の減少により

発電機能にも影響して減電につながる可能性もある． 

2014 年 10 月に，国土交通省が所管するダムのうち全国の約 210 カ所を会計検査院が調

べたところ，約 5 割に当たる 106 カ所で堆砂の進行により治水容量が計画を超えて減少し

ており，適切な対応がなされないまま放置され，洪水を防ぐ機能が弱まっていることが指

摘された．また，ダム湖の上流部においては，河床上昇によって洪水時に浸水する危険性

が高まるため，会計検査院は堆砂の解消または軽減を行うことを勧告し，土砂がたまらな

いよう国土交通省に対策を求めた．具体的には，国土交通省直轄のダムと，国の補助を受

け都道府県が建設したダムは全国で計約 550 カ所あるが，このうち，約 2 兆 4 千億円の国

費を投じて建設された計約 210 カ所のダムを検査院が抽出して洪水調節機能などを調査し

た結果，106 カ所で洪水を貯留するために空けておくべき容量に土砂が堆積し，洪水を防ぐ

機能が減じていた．また，ダム稼働開始後 100 年程度の堆砂量を予測した計画堆砂量に対

して，約 20 カ所で実績の堆砂量がこれを上回り，3 倍以上にもなっているダムもあった．

多目的ダムでは，それぞれの目的に応じて流水を貯留することが生命線であり，特に，治
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水容量の 5％を超えて堆砂が進んでいるにもかかわらず放置しているダムが数多くあるこ

とを指摘した． 

これについて，国土交通省は各ダムの実態を考慮して対策を実施しているものの，予算

上の制約もあり，すべてが計画通りには対策できていないとしている．また，土砂の運搬

先（処分先），利活用方法も課題となり，なかなか堆砂対策が進まないのが現状である．置

き土などにより下流河川に土砂を流すことや，ダム建設の当初から排砂設備をもつダム（黒

部川の出し平ダムや宇奈月ダム等）の建設や，再開発によりバイパス形式の排砂設備を設

けるダム（小渋ダム，美和ダム，旭ダム等）など，個別ダムごとに対策が進められているの

が現状であり，継続的で抜本的なダム堆砂対策が必要である． 

また，多くのダムで土砂が諌止されることにより，下流への土砂供給が止まり，生態系や

環境への影響も発生している 2)，3)． 

さらに，近年は，地球温暖化の影響などにより，洪水頻度や大規模な洪水の発生が毎年の

ように繰り返されている．今後は，これまで以上にダム貯水池への土砂の流入が増大する

ことも懸念され，これらを監視するとともに，土砂生産の抑制策を実施し，一方では，ダム

湖に堆砂した土砂は貯水池掘削などにより計画治水容量の維持・確保を進めることが防災

上も重要である． 

 

1.1.6 渇水への課題 

1980 年頃迄に建設されたダムにはダム下流の維持流量の設定がなかった．このために

1987 年に発電利水のダムについて，当時の通産省，建設省においてガイドラインが定めら

れ，少なくとも 100 km2 あたり 0.1～0.3m3/s を維持流量として流すことが定められた．ここ

でも，ダムの堆砂が進み維持流量に係る容量が減じているダムがあり，ダム堆砂により維

持流量の確保が難しくなることがある．また，地球温暖化により渇水の発生確率が上がっ

てきていると言われている．このためにも，土砂の侵入や堆積を軽減して利水安全度や維

持流量を維持する容量を確保することがますます課題になっており，土砂管理の目標にも

維持流量のための容量の設定が考えられ，これらを総合化した「土砂管理目標」の設定が

求められる． 

 

1.1.7 まとめ 

これまでに述べたように，土砂の流下の諌止は，単にダムにより下流河川の河床材料の

粗粒化や河床のアーマー化による環境，生態系への影響を与えるだけでなく，利水容量や

維持流量のためのダム貯水容量の減少や，下流の河床低下，治水容量の減少から来る治水

安全度の低下等といった複合的な河川の治水，利水，環境機能に影響を与えている． 

現状ではこれらの課題に対応出来ていない．それには，水系一貫で総合土砂管理を行う

必要があるが，現状では土砂のモニタリング（観測）を行い，現状を把握し，水系として必

要な対策，施策を打ち立てるなどの対応が実施されていないのではないかと思われる．そ

れには土砂の動きや性状を正確に観測する「高度な観測技術」，すなわち，一定期間におけ
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る土砂収支から計算される移動土砂量だけでなく，掃流砂と浮遊砂の構成比率や粒径分布

に至るまで，特に，近年ニーズが高まっている防災への活用には，移動土砂の状況や粒径

がリアルタイムにわかる観測技術が開発整備され必要な箇所に設置されネットでつながり，

拠点事務所に情報がリアルタイムで集まって監視と情報を整理分析して，防災対策を検討

して現場に指示する管理システムが必要であるが，その「土砂管理システム」が整備され

ていないのが現状である．そして，それをどう管理するのか，「水系一貫の土砂管理システ

ム」がないというのが課題である．また，その必要性さえも関係者に認知され理解されて

いないのが現状ではないだろうか． 

つまり，毎年のように各地で発生している土砂災害，洪水氾濫被害に対し，上流側での土

砂の発生を事前に把握して，下流へ伝えること，さらには，次の洪水に備え対策する必要

があるのであるが，これも十分に行なわれていないのではないだろうか．また，土砂の観

測においても，近年普及が進んだ危機管理型水位計のような，3L（ローコスト，ロングラ

イフ，ローカライズ）を考えた土砂観測システムが必要かつ重要であるが，十分に実施さ

れていない． 

現在の流砂系総合土砂管理では，計画論や管理上，土砂基準点を定めているが，土砂に関

しては「各基準点で何を目的として，どうモニタリングするのか，そして，どう管理するの

か．」という計画，管理思想が曖昧で，先に述べた「水系一貫の土砂管理システム」がない

のが現状と言えるのではないだろうか． 

さらには，土砂を資源としてとらえ，有効活用する考え方も今後ますます重要となって

くる．有限な資源は水だけではない．土砂，特に砂は貴重かつ有限な資源である． 

近年の社会経済状況の変化や世論，温暖化等の気象状況の変化を踏まえ，流砂系河川の

総合土砂管理の必要性がさらに高まり，それを支える流砂観測技術の高度化は，ますます

重要なものとなって来ている． 

 

1.2 土砂のモニタリングの体系 

1.2.1 土砂の現地観測と評価 

流砂系河川における土砂観測として以前から実施されて来たのは，河床に土砂ピットを

設置して土砂をトラップして，そこに流れてきた土砂の粒径分布や土砂量を調査すること

や，防災面ではワイヤ―センサーで土石流の発生を感知し下流に知らせること，また，2008

年頃からは土砂粒径がメタル管に当たる時の音響から土砂量や粒径を知る「ハイドロフォ

ン」の開発と設置が行われてきた．ヨーロッパではハイドロフォンによる音響データから

ではなく，河床に設置された鉄板に土砂が当たる時の振動から流下土砂を把握する「ジオ

フォン」が開発，活用されている（スイスの Erlenbach 川，Solis ダム等）．その他，土砂の

観測技術としては，画像処理による土石流の感知，観測や，H 鋼に土砂埋設高を感知する

センサーを付けて流下してきた土石流や土砂の堆積高さを知るセンサーなどがあり，様々

な機器，方法が考案されて来た． 

河川とその上流の渓流（土砂発生領域）における移動土砂量を知ることは，土砂対策を目
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的とする砂防堰堤の計画やダム計画，そして河道計画やそれらの維持管理，環境対策等に

おいてニーズが高く，これまで様々な観測手法が現地で行われてきた．しかし，観測地点

が河川上流の険しいところで，設置観測には地形的な困難があり，観測したい豪雨時には

危険で近づけない箇所であることが多い． 

筆者らは，ハイドロフォンの設置と観測，データ整理等を現地で実施，経験し，その特性

や精度向上を試みてきた．ハイドロフォンをはじめとする流砂観測技術は精度的には未だ

十分なものではないが，大規模な土砂流出の有無や，それがいつ頃発生したかも察知する

ことが可能な便利な観測手法であり，その箇所に光ファイバーや無線施設があれば，それ

らに繋いで現地の観測データを送信し離れた事務所等でリアルタイムに送り知ることが出

来る．また，リアルタイムでなくても，洪水や土石流後に観測データを回収すれば土砂流

出状況や，土砂量，粒径な等の情報が把握出来て，さらに今後の改善策に向けて検討する

ことが出来る． 

流砂系河川での地理空間的，経時的な移動土砂量の状況は，地域の形態，河川勾配等から

以下に別けられる． 

①土砂生産領域，②砂防領域，③ダム領域，④河川領域，⑤下流河川，海岸（沿岸）領域 

これらのそれぞれの領域（区間）には，いろいろなハードな防災，利水施設等があり，土

砂の移動状況を見て管理運用されている． 

ここで，土砂の動きがある程度精度よく観測され，そのデータが河川，砂防等の管理所や

防災部局にリアルタイムで送られるシステムが整備されていたら，施設の運用方法を最適

にして被害を抑え，避難を的確に行うことが出来る．また，ダムや堰のゲート操作などに

より，土砂を下流に流す施策が行われており，土砂を制御できれば，高度な管理運用が出

来る． 

これまでの土砂管理は静的な情報をもとにダム，堰のゲートなどで管理されて来た．先

に述べたように動的な土砂管理を行って，上流から移動する土砂を量，質ともに管理する

には，動的な土砂移動のデータがリアルタイムで必要となり，高度な流砂観測技術が必要

になる． 

総合土砂管理を行うには，高度な流砂観測技術により土砂移動を量，質ともに観測し，そ

れらをもとに土砂を制御することが重要である．リアルタイムで動的な土砂管理を行なう

と，より高度な防災や利水運用が可能となる．そのためには高度な流砂観測技術が必要で

ある． 

また，近年は地球温暖化等により洪水規模や頻度が大きくなっている．将来訪れる洪水

規模を考慮した対策が必要であるが，洪水と同時に出て来る土砂の流出が大きな被害をも

たらしている．よって，移動土砂量をリアルタイムで観測し予測することは，防災上も重

要である． 

さらに，災害後の復旧においても，治水機能を向上させることは勿論のことであるが，環

境との調和が求められる．筆者が土木学会で水害調査を行った 2019 年 10 月の荒川水系入

間川，都幾川の調査においても，樹木の影響を考慮して少なくすることや，土砂掘削によ
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り流下能力を上げることが求められた．その一方では，樹木環境による生態，景観の維持

増進が求められ，河道掘削や樹木伐採の位置，規模や掘削後の景観，環境配慮が求められ

た．ここでも流砂観測技術の高度化により，復旧前後の土砂移動をモニタリングして復旧

計画や維持管理への活用が可能である． 

ハイドロフォンは，計器の長さが 2m ほどで，河川横断においては，河川幅に比べてわず

かな長さでしかない．流下土砂がハイドロフォンに重複して衝突したり，全部が当たって

いなかったりすること（検出率，衝突率等）などから，ハイドロフォンの観測値と理論計算

値との間には乖離がある．実際に，真の流砂量を観測することは出来ず，一部区間の流砂

量から全量を推定するという意味で精度的な課題がある． 

これまで，様々な観測技術が開発されてきたが，それらをある時点の堆積土砂から土砂

収支を求めた「静的な観測機器」と，リアルタイムでの流砂量を観測する「動的な観測機

器」に大別すると，以下のように分類される．これらを目的に応じて適材適所に選択し，土

砂防災や，土砂関係の施設計画に役立てることが重要である． 

(1) 静的な観測機器 

① ⼟砂ピット 
② ⼟⽯流ワイヤーセンサー 
③ ⼟砂厚計（U 字鋼に⼟砂感知センサーを付けたもの） 

(2)動的な観測機器（リアルタイムで観測） 

① ハイドロフォン（管型，プレート型） 
② ジオフォン 
③ 画像解析 
④ ３D レーザ測量 
⑤ ＴＤＲ（浮遊砂） 
⑥ 濁度計 
 

1.2.2 流砂系における土砂管理の評価 

前述のように，わが国では動的な移動土砂量は，例えばハイドロフォン，そして，静的な

移動土砂量はダム等における堆砂土砂量から土砂収支マップを作成し，水系での土砂の動

きを捉える試みが行われて来た．しかし，現在は，砂防基準点等における土砂の量，質（粒

径等）の「管理目標」が明確でなく，観測データを踏まえた水系一貫としての管理運用がな

されていないのが現状である． 

例えば，粗い土砂は上流の砂防領域で止めて，ダム領域では下流に粗粒分を流し，河川領

域では治水，利水機能面で土砂の堆積は洪水氾濫をもたらすし，大きな深掘れは河川護岸

等の破壊や堤防の水衝部，危険な深掘れ箇所となるので，上流からは適切な土砂の流下と，

下流への土砂供給が必要である．また，河床への土砂堆積により河床面での土砂粒径は魚

類やその餌となる底生動物，藻類の生育に重要な影響を与え，特に産卵場の条件が土砂粒

径や水深，流速等で魚類毎に適用範囲値があることから，河川環境や生態系にとっても，
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土砂の量，質における適切な管理が重要である．生態環境的な知見も多くの実績と経験が

蓄積され明らかになって来ており，水系一貫の土砂管理の計画論と管理方法について合理

的な検討がなされ，それを支える高度な流砂観測技術の整備が必要であると考えられる． 

一方，静的な土砂収支はダム貯水池や河川における堆砂量から土砂収支図が作成され，

流砂系河川の上流から下流，海岸に至るまでの区間で土砂収支が把握される．ここでは静

的な土砂量の整理であり，海まで至った主に細粒分の移動土砂がカウントされていないと

いう問題があるが，重要な箇所については粗粒砂で解決されるので，概ねマクロな状況は

把握される．そうした状況の中で，上流の土砂生産領域から砂防領域，ダム領域，河道領

域，海岸領域に至るまで水系一貫して土砂の動きについて情報を得て必要なコントロール

する等，土砂管理の総合化が未だ十分に行われてはいないのではないかと考える． 

このような土砂管理の現地における実践を支える流砂観測技術の高度化は，流砂系河川

を多く抱えるわが国では重要な課題であり，さらに，流砂観測技術の高度化が進むと上下

流において最適な土砂制御が行えるようになり，河川水の制御と併せて地域に根差した快

適な河川づくりに資する． 

土砂を制御できる施設としては，①土砂生産領域での管理，②砂防堰堤での監視，ゲート

等による管理と制御，③ダムでの監視，管理とゲート等による制御，④河川領域での堰堤

や河道整備，親水機能における川づくりの工夫など，治水，利水，環境機能の維持向上，⑤

海岸域での土砂の監視，管理により海岸線の管理，漂砂の管理が可能となる．出来ること

や技術に濃淡はあるが，これらは防災面，利水面，エネルギー確保や環境面において非常

に重要なことである． 

 

1.3 研究の目的 

本研究は，これまで述べてきたような現状の社会状況を踏まえ，著者らが取り組んで来

た流砂観測技術の高度化の取り組みと，それらを活用した流砂系総合土砂管理手法の新た

な展開について研究を行ったものである． 

特に，ハイドロフォン等の観測技術の高度化を踏まえ，流砂系河川の土砂管理方法への

反映が可能となる．これまでの「静的な管理手法」から「動的な管理手法」への転換された

場合に可能となる防災対策等について検討を行ったものである． 
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1.4 研究の構成 

 本稿は，以下の構成よりなる． 

 

第 1 章 序論 
  1.1 研究背景 
    1.1.1 はじめに 

 1.1.2 河川の治⽔機能とダムの治⽔機能への影響 
      1.1.3 河川環境，景観，レクレーションと⼟砂管理の重要性 
    1.1.4 エネルギーの供給場としてのダムと⼟砂による影響 
      1.1.5 ダム堆砂問題（治⽔，利⽔，環境） 
      1.1.6 渇⽔への課題 
      1.1.7 まとめ 
    1.2 ⼟砂のモニタリングの体系 
   1.2.1 ⼟砂の現地観測と評価 
   1.2.2 流砂系における⼟砂管理の評価 
    1.3 研究の⽬的 
  1.4 研究の構成 
 
第 2 章 流砂量観測技術 

2.1 序説 
2.2 流砂量観測技術 
  2.2.1 ⼟砂動態の観測⼿法のレビュー 
2.3 各⼟砂移動観測⼿法の適⽤位置等 
2.4 まとめ 

 
第 3 章 ハイドロフォンの観測技術 

3.1 序説 
3.2 基礎理論 
  3.2.1 ハイドロフォンの概要 
 3.2.2 精度 
3.3 ハイドロフォンの形態による特性⽐較 

  3.3.1 パイプ型ハイドロフォンの⻑さの影響 
    3.3.2 パルス式と合成⾳圧式の特性 
  3.3.3 新型（プレート型，⾁厚パイプ型）ハイドロフォンの特性 

3.4 ハイドロフォンの適⽤範囲 
3.5 まとめ 
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第 4 章 ハイドロフォンの⼟砂管理への利活⽤ 
4.1 序論 
4.2 砂防域 

4.2.1 富⼠川流域等 
4.2.2 利根川流域 
4.2.3 渡良瀬川流域 

4.3 ダム域 
  4.3.1 はじめに 
 4.3.2 観測概要 
 4.3.3 結果と考察 
 4.3.4 まとめと今後の課題 
4.4 まとめ 
 

第 5 章 ハイドロフォン以外の流砂量観測技術の⼟砂管理への利活⽤ 
5.1 序説 
5.2 ⿊部川の事例 

5.2.1 はじめに 
5.2.2 監視⼿法 
5.2.3 監視⽅法 
5.2.4 まとめ 

5.3 松本砂防事務所管内(姫川，⾼瀬川，梓川)の事例 
5.3.1 はじめに 

  5.3.2 対象地区 
  5.3.3 検討結果 
  5.3.4 まとめと今後の課題 

5.4 富⼠川流域の事例 
5.4.1 はじめに 
5.4.2 検討⼿法 
5.4.3 流砂量観測結果と SAR 画像解析結果による⼟砂収⽀の⽐較 
5.4.4 まとめ 

5.5 まとめ 
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第 6 章 ⼟砂管理の観点から事業評価⼿法の提案 
6.1 序説 
6.2 ⼟砂管理の観点からの事業評価の提案 
 6.2.1 はじめに 
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 6.2.3 ⼟砂マネジメントの必要性 
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第 7 章 流砂観測技術の高度化を踏まえた総合土砂管理の新しい展開 

7.1 序説 

7.1.1 総合土砂管理の現状と実情 

7.1.2 砂防事業者との相互理解と協調 
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本研究は，図 1-2 研究の進め方のフローにより実施する． 

 

図 1-2 研究の進め方のフロー 

参考⽂献 
1) 総合⼟砂管理計画策定の⼿引き 第 1.0 版 平成 31 年 3 ⽉ ⼀般財団法⼈国⼟技術研究
センター，2019 
2)池淵周⼀編著：ダム下流⽣態系，京都⼤学学術出版会，2009 
3)Gregory L.Morris・Jiahua Fan 著/⾓哲也，岡野眞久監修：貯⽔池⼟砂管理ハンドブック，
技法堂出版，2010 
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第2章. 流砂量観測技術 

2.1 序説 

 本章においては，既往の流砂量観測技術を土砂の時間的フラックス変化，空間的フラッ

クス変化に分類し，整理した上で，複数の流砂量観測技術の特徴，メリット，デメリットに

ついてレビューする． 

 
2.2 流砂量観測技術 

2.2.1 土砂動態の観測手法のレビュー1） 

(1)土砂の時間的フラックス変化の計測と空間的存在量変化の計測 

流砂系内における土砂の時間的・空間的移動実態を把握する手法として，現時点では，濁

度計，ハイドロフォン等の間接的観測機器によるフラックス計測と，河床縦横断測量，航

空レーザ（LP），ALB（航空レーザ測深），UAV，InSAR，Google Earth 等の地形測量による

手法がある．各手法の主な特徴を示し，それぞれの概要を以降に示す． 

 
 

  



15 
 

表 2-1 土砂移動観測手法の比較表 1） 

観測手法 観測方向 計測項目 精 度 メリット（〇），デメリット（△） 
バケツ採⽔ 時間的 SS，粒径 ウォッシュロ

ード，浮遊砂 
〇特殊な技術，準備が不要 
〇ウォッシュロード，浮遊砂を直接補⾜ 
△不連続なデータとなる 
△多くの⼈⼿が必要となる 

掃 流 砂 採 取
器 

時間的 粒径 掃流砂 〇掃流砂を直接補⾜ 
△不連続なデータとなる 
△多くの⼈⼿が必要となる 

可 搬 式 流 砂
量補⾜装置 

時間的 SS，粒径 ウォッシュロ
ード，浮遊
砂，掃流砂 

〇ウォッシュ，浮遊砂，掃流砂を直接補⾜ 
△不連続なデータとなる 
△重機等の準備が必要である 
△観測機器が⾼価で少ない 

濁度計 時間的 濁度 最⼤粒径
30 μm，最
⼤⼟砂濃度
10,000 mg/L 

〇継続的なデータ取得が可能，簡易 
△細粒分のみ適⽤，計測上限あり 

掃 流 砂 間 接
観測 
（ ハ イ ド ロ
フォン，ジオ
フォン） 

時間的 掃流砂量 
粒径 

概ね 2 mm ‒ 
100 mm 

〇連続的なデータを⾃動取得可能． 
〇流砂量と粒径が推定できる 
△換算流砂量の精度に課題あり 
△検知限界粒径あり 

TDR 時間的 濁度 浮遊砂 〇連続的なデータが⾃動取得可能 
△細粒分のみ適⽤ 
△研究段階であり，利⽤実績が少ない 

ロ ー ド セ ル
付 き 堆 砂 ピ
ット 
 

時間的 流砂量 
粒径 

浮遊砂〜掃流
砂 

〇ある期間の流下⼟砂量を直接捕捉 
〇ロードセルにより⼟砂流下の時系列変化を把

握可能 
△ピット満杯までの短期間のみ適⽤ 
△維持管理，運⽤に⼯夫が必要 
△粒径については精度が良くない 

河 床 横 断 測
量 

空間的 地形変化
量 

⾼ さ 2 cm 〜
10 cm 

〇観測横断⾯における⼟砂量の変化を直接に計
測 

〇複数断⾯の測量により区間内の⼟砂収⽀を把
握 

△結果としての⼟砂収⽀のみ把握，通過量の把握
は不可． 
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観測手法 観測方向 計測項目 精 度 メリット（〇），デメリット（△） 
航 空 レ ー ザ
測量（LP） 

空間的 地形変化
量 

⾼ さ ± 15 cm
程度， 
 

〇対象範囲内における陸地の地形変化を⾯的に
把握可能．⽐較的安価 

△⽔域の計測は不可 
△粒径は計測不可 

ALB（航空レ
ーザ測深） 

空間的 地形変化
量 

⾼ さ ± 30 cm
程度 

〇⽔域を含む⾯的地形変化の把握が可能 
△測深は⽔質に⼤きく依存する 
△やや⾼価 
△粒径は観測不可 

UAV 空間的 地形変化
量 

⾼さ数 cm〜
10 cm 

〇対象範囲内における陸地の地形変化を⾯的に
把握可能 

△浅い⽔域で条件により計測可． 
〇河床表⾯の粒径を画像解析により判別可 

3D スキャナ
ー 

空間的 地形変化
量 

2mm 程度 
※距離が遠く
なると精度が
低下 

〇対象範囲内における陸地の地形変化を⾯的に
把握可能 

△粒径は観測不可 
△測量範囲が限定的 

InSAR 空間的 地形変化
量 

数 cm 単位の
地表変位 

〇地上に観測機器が不要．昼夜・天候に関係なく
全天候で観測可能 

△解析に専⾨的知識が必要 
△観測時期が限定される 
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(2)土砂の時間的フラックス変化の計測 

ここでは流砂のうち，フローに該当する時間的フラックス変化を計測できる技術の概要

を示す． 

1）バケツ採水 

 バケツ採水は，従来から水質調査等で採用されており，橋梁からバケツを投下し，試料を

採水し，分析する手法である．採水した試料を SS 分析やレーザ分析することで，ウォッシ

ュロードや浮遊砂の土砂濃度，粒度分布を把握することができる． 

 バケツ採水は特殊な技術が不要であり，簡便に実施できるため，流砂を把握する直接手法

としてはメジャーである． 

 ただし，バケツは軽く表面のみの採水となるため，深度方向の濁度は観測できない．また，

ダム湖等の水質調査では，バンドーン式採水器が活用され，深度別の水質調査が実施されて

いるため，出水時の河川の流況次第では，バンドーン式採水器を活用することも有効である． 

 

 

図 2-1 バンドーン式採水器 2） 
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2）掃流砂採取器 

掃流砂採取器を用いた流砂観測は，橋梁から掃流砂採取器を投下し，試料を採取し，分析

する手法である．採取した試料をふるい分析や重量計測することで，掃流砂の粒度分布，量

を把握することができる． 

ただし，掃流砂計は重量が大きいため，掃流砂採取器を河川に投下するにあたっては巻上

機や搭載型トラッククレーンの機材が必要となる．これらの機材を使用するためには，橋梁

の使用許可，占有許可等が必要になる場合があり，制約が大きい． 

また，出水時に掃流砂採取器を投下するため，掃流砂計は流れにより安定せずに，掃流砂

の捕捉が断続的になると推定される．そのため，採取時の掃流砂採取器の状況をモニタリン

グし，掃流砂量の評価に適用してよいか判断する必要がある． 

 

 

図 2-2 土研式掃流砂採取器Ⅱ型 3）  
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3）可搬式流砂量補足装置 

可搬式流砂捕捉装置は，掃流砂採取器と浮遊砂採取管が組み合わされたものである．浮遊

砂採取管は水深別に設置されているため，水深方向の土砂濃度を把握することが可能であ

る． 

可搬式流砂量補足装置を用いた流砂観測は，高水敷等から低水路に向けて可搬式流砂捕

捉装置を水面下に押し込み，試料を採取し，分析する手法である．採取した試料をレーザー

分析，ふるい分析，SS 分析や重量計測することで，ウォッシュロード，浮遊砂，掃流砂の

粒度分布，量を把握することができる． 

 ただし，可搬式流砂捕捉装置は，規格，重量が大きいため，水面下に押し込むにあたって

はバックホウ等の重機が必要となる．そのため，可搬式流砂捕捉装置を重機に装着させるに

は時間を要するため，事前に重機を準備することが制約となる． 

 

 

図 2-3 可搬式流砂捕捉装置 4） 
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4）濁度計 

濁度計は，広く使われている浮遊砂・土砂濃度計測装置である．濁度計は，河川に設置し

ておくことで，連続計測が可能であり，土砂移動のタイミング把握，年間及び出水時の浮遊

砂量把握，また流域管理に対して有用である．計測に用いられる代表的な原理として，透過

型と散乱型がある．前者は，機器から発した光の水中での透過率を測定し，その透過率と濁

度の相関に基づいて算出する．また，後者は，液面に光を当て，その散乱の程度や性質から

計測する方法である． 

濁度計は，簡便性から広く使用されているが，およそ 30 μm を超える粒径による濁りが

観測できない点や，浮遊砂を構成する物質の透過・散乱に対する性質差が誤差を生む点に注

意を払う必要がある． 

また，濁度計の観測結果は濁度や電圧のアウトプットとなることが多く，直接土砂濃度が

求まるものではない．そのため，濁度計と観測値と現地の土砂を用いた濁水の土砂濃度の関

係を整理し，濁度計から土砂濃度を算定するためのキャリブレーション式を算定する必要

がある． 

 

図 2-4 濁度計の設置事例 5） 

 

図 2-5 濁度と SS 相関図（キャリブレーション式の推定）5） 
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5）間接的掃流砂観測（ハイドロフォン，ジオフォン） 

間接的掃流砂計測は，直接計測や連続時間的な流砂観測が難しい河川における有用な計

測装置として数多くの研究事例が報告されている．これらの研究では，マイクロフォンや振

動センサーなどが格納された鋼製パイプやプレートを河床に埋設し，掃流砂の衝突による

音響エネルギーや振動を記録する．そして，得られた信号を解析し流砂量や粒径を推定する

という過程が一般的にとられる． 

実務での使用歴もある代表的な間接的掃流砂計測装置として，日本で開発されたパイプ

式ハイドロフォン（Japanese Pipe Microphone, JPM）とスイスで開発されたプレート式ジオフ

ォン（Swiss Plate Geophone, SPG）がある．前者は，河床に設置されたスチールパイプの中

にマイクロフォンを導入したもので，高感度（最小で粒径 2 mm 程度の礫まで計測可能）で

あることが特長で，国内を中心に 300 地点以上で導入されている．しかし，強い衝撃に対す

る耐性が小さく容易にパイプが変形し，音響特性が変わることによる精度の低下が課題で

ある．一方，SPG は頑丈なスチールプレートの内部に加速度計が格納されており，大きな礫

の衝突にも耐えうる強度を持っている．しかしながら，ジオフォンは本来地震動など超低周

波振動の計測を対象としていることから，高周波を含む礫の衝突インパクトの計測に関し

ては精度が低く，数 cm オーダー以上の礫が計測対象である． 

 

 

図 2-6 ハイドロフォンの設置事例 6） 
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6）TDR7） 

TDR とは，物質の電気的特性である比誘電率を計測し，浮遊砂濃度を観測できる装置で

ある． 

TDR 計測システムは，ケーブルテスタとセンサープローブを結ぶ同軸ケーブルで最小単

位が構成される．ケーブルテスタから発射された電磁波パルスが同軸ケーブルとセンサー

を通過して戻ってくる反射強度の時間変化を計測するものであり，計測結果は横軸が見か

けの長さ（＝時間×光速），縦軸が反射強度の波形で得られる（図 2-8）．この波形を解析し

てプローブの見かけの長さを求めることでセンサー周辺の物質の比誘電率を計測すること

ができる． 

TDR は１台の計測器にて多数のセンサーでの計測が可能であることから，河川での浮遊

砂の鉛直分布計測が期待できる． 

 

図 2-7 TDR 計測システムの概念図 7) 

 

図 2-8 TDR 計測波形の例 7)  
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7）ロードセル付き堆砂ピット 8） 

河道内にロードセルを装備した堆砂ピット（開口部に開閉装置あり）を設置して，出水時

に流下する土砂がピット内へ流入・堆積することによって出水中に流下土砂の量・粒径を直

接に計測把握する． 

また，ロードセルは経時的に観測可能であるため，経時的な通過土砂量を把握可能である． 

加えて，出水後の堆砂ピットの捕捉された土砂の段階的に除去し，除去した土砂の粒度分

布を計測することで，流砂の粒度分布を観測することが可能である． 

加えて，その上流側にハイドロフォン等を設置すれば，ハイドロフォンによる計測流砂量

と堆砂ピットによる捕捉土砂量の比較検討により，間接的観測装置による流砂量観測結果

の精度検証及び補正にも利用できる． 

 

 
図 2-9 ロードセルとハイドロの時系列図 8） 

 
図 2-10 ロードセル付きピット 8） 
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(3)空間的存在量変化の計測 

ここでは流砂のうち，ストックに該当する空間的存在量変化を計測できる技術の概要を

示す． 

1） 河床横断測量 

対象の河道区間において，河川流下方向に複数の横断測量断面を設定し，出水期の前後で

河床横断の地形測量を行う．そして，各断面内における土砂量の変化を求めることにより，

出水に伴う対象河川区間における土砂量の収支を算出する手法である．継続的に定期河床

横断測量を実施すれば，対象区間における河床変動や土砂移動の特徴が把握できる． 

 

 
 

図 2-11 河床変動の経年変化（阿武隈川事例）9） 
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2）航空レーザ（LP） 

航空機に搭載したレーザスキャナーから地上にレーザ光（遠赤外波長）を照射し，地上か

ら反射するレーザ光との時間差より得られる地上までの距離と GPS 測量機，IMU（慣性計

測装置）から航空機の位置情報より地上の標高や地形の形状を計測する測量技術である．出

水期前後の 2 時期の航空測量を実施すれば，この間に流域内で発生した地形変化，土砂移動

の状況（斜面崩壊，河道内の土砂堆積，河床洗堀等）が把握できるが，移動量などの連続デ

ータは取得できない． 

 
3）ALB（航空レーザ測深） 

2）に示す航空レーザ測量では，遠赤外レーザ光を用いるため，レーザ光が水面で反射さ

れ，水中の河床面に届かず，水域の地形測量が不可である．航空レーザ測深機（ALB）は，

従来の航空レーザ測量と原理的には同じであるが，航空機から遠赤外波長のレーザ光と水

中を透過する緑波長のレーザ光を同時に照射することで，陸部と水域部の河床地形データ

を同時に取得する測量技術である．但し，ALB の測深性能は，水域の透明度や水質に大き

く影響されるため，使用に当たっては，河川の特性，特に水質に配慮して調査時期を設定す

ることが重要である． 

 
 

 

図 2-12 河床高差分コンター図 10） 
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図 2-13 航空レーザ測深システムの概念図 11） 
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4）UAV 

UAV 搭載のカメラにより空中写真測量が行える．一定の高度（30 - 150 m など）で飛行す

る UAV から，カメラを下に向け，撮影範囲を少しずつずらしながら対象範囲全体を撮影す

る．このとき，縦横の隣り合う画像同士で撮影範囲が十分に重なることが重要である．

Metashape や Pix4D など市販ソフトによりステレオ写真測量の解析を行うことで，多数の画

像から半自動的に立体地形をおこし，3 次元メッシュモデル，DEM（digital elevation model），

オルソ化画像などが得られる． 

また，対象範囲内において，複数点で測量を実施し，精度よい座標を取得し，DEM に反

映させることで，数センチレベルの誤差の標高値が期待できる．加えて，UAV に LP もしく

はグリーンレーザーを搭載した機種もあり，こちらの機種を活用すれば，精度よく標高値を

計測できる． 

さらに，写真測量とは別に，UAV で撮影した画像から河床表面の粒径の評価を行うこと

も可能である． 

 

 
図 2-14 UAV 撮影風景 
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5）3D スキャナー 

 3D スキャナーとは対象物にレーザー光を照射し，反射光から戻ってくる時間と照射角度

から対象物の空間座標を取得するものである． 

 そのため，3D スキャナーを活用して，地形を測量することで密な空間座標を取得するこ

とができ，微地形まで表現することが可能となる．3D スキャナーで取得された複数時期の

空間座標の差分から，土砂の堆積量，洗堀量を評価することができる． 

 ただし，3D スキャナーは人力で移動させるため，広い範囲で活用するには多くの労苦が

かかる． 

 また，3D スキャナーは水面下の測量はできず，陸域のみが対象となる． 

 近年では設置型の 3D スキャナーが開発されており，定期的に地形測量を実施することが

できるため，地形変動が顕著であり，監視が必要な地点への適用が推奨される． 

 

 

図 2-15 設置型 3D スキャナー12） 
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6）InSAR 解析 

人工衛星に搭載した合成開口レーダー（Synthetic Aperture Radar）より，マイクロ波を地表

面に斜めに照射し，地表面からの後方散波を受信することで取得した画像データを用いて，

隣り合った 2 回の観測画像の干渉解析によりその間に生じた地表面変動量が求められる．

地上での観測装置が不要で，天候や昼夜に影響されることがなく全天候の観測が可能であ

る．地表の変位を数 cm 単位で解析，確認できる． 

 図 2-16 に 2017 年に富士川水系・大武川下流の例を示す．約 8.0 km 区間において，2014

～2017 年の間に撮影した 8 期の衛星画像を用いて，SAR 画像解析により隣り合った期間内

で発生した河道土砂移動量を求めた．これにより，河道内の土砂量の変動を経年的かつ広域

的に把握することが可能である． 

 
 

 
図 2-16 InSAR 解析 13） 

（上:河道状況航空写真，下：2 期間の間に生じた比高差のコンター図） 

 
 
2.3 各土砂移動観測手法の適用位置等 

 2.2 流砂観測技術の表 2-1 で示した各土砂移動観測技術が，河川のどの位置，範囲で適

用が可能か示す．各観測手法を観測目的や得られる精度，現地条件などを考慮し，表 2-1 に

示すメリット，デメリットも勘案しながら，観測手法を決めることになる． 

 また，複数の観測手法を併せて実施することにより，単一の方法では精度が良くなかった

ことも，精度向上した観測が可能となる．ここでは，一般的に考えられる観測手法の適用範

囲を河川のセグメントとの関連で図 2-17 に示す． 

 



30 
 

 
図 2-17 各土砂移動観測手法の河川における適用範囲 

 
2.4 まとめ 

 本章では，既往の流砂量観測技術を土砂の時間的フラックス変化，空間的フラックス変化

に分類し，整理した上で，複数の流砂量観測技術の特徴，メリット，デメリットについてレ

ビューした． 

 土砂の時間的フラックス変化に関する流砂量観測技術では，出水時に流下する土砂を把

握することが可能であり，土砂のフローの把握に適用できる．また，こちらの技術は砂防区

間で適応されていることが多い傾向にある． 

 土砂の空間的フラックス変化に関する流砂量観測技術では，出水前後に観測データの差

分から河道等の土砂量の変化（堆積，洗堀）を把握することが可能であり，土砂のストック

の把握に適用できる．また，こちらの技術は流域一貫で適用されているが，定期的に実施さ

れているのは，ダム，河川区間であることが多い． 

 上記に示すとおり，土砂の時間的フラックス変化，空間的フラックス変化に関する流量観

測技術により観測されるデータの精度や適用範囲等が異なるため，総合土砂管理に関する

セグメントM
セグメント1

セグメント2

セグメント3

ハイドロフォンハイドロフォン

濁度計・TDR

可搬式流砂捕捉装置
ロードセル付き堆砂ピット

掃流砂採取器

バケツ採⽔
河床横断測量河床横断測量

航空レーザ測量・ALB

UAV

3Dスキャナー

InSAR
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運用データを評価にするにあたっては，評価対象を明確にした上で，モニタリングに適用す

る流砂量観測技術を選定する必要がある． 

 なお，第 3 章，第 4 章で，ハイドロフォンを主とした流量観測技術の特徴，利活用方法の

検討を行い，第 5 章ではハイドロフォン以外の流砂量観測技術の利活用方法の検討を行う． 
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第3章. ハイドロフォンの観測技術 

3.1 序説 

 本章においては，流砂観測技術のうち，ハイドロフォンの観測技術に着目して記載する． 

既往の流砂量調観測において，バケツ採水や濁度計による浮遊砂，ウォッシュロードの

観測事例は多い． 

しかし，ハイドロフォンによる掃流砂の観測事例は少なく，今後より多くの地点に拡大

することが望まれる． 

本章では，ハイドロフォンの基礎理論，ハイドロフォンの形態による特性比較，ハイドロ

フォンの適用範囲について記載する． 

 

3.2 基礎理論 

3.2.1 ハイドロフォンの概要 1），2），3） 

ハイドロフォンとは，内部にマイクロフォンを装備した金属製パイプ等を河床に設置し，

河床上を流れる土砂粒子がこのパイプ等に衝突した際に発生する音を検知することで，掃

流砂量を推定する装置である．その計測方法を概念図として示す．ハイドロフォンは，堰

堤の水通し部やコンクリート製の水路河床に，水流に直行する角度で設置されることが一

般的である．ただし，欧米諸国では潜水艦ソナーのように水中で発生する音を検知する装

置全般を Hydrophone と呼んでおり，必ずしも掃流砂量を計測する装置に限定して使われ

る用語ではない．そのため，広義の Hydrophone と区別するため，最近では，パイプハイド

ロフォン，パイプマイクロフォン，または日本で開発されたことを明示するために Japanese 

pipe microphone と呼ぶこともある（対して，同じく掃流砂量を計測するためにスイスで開

発された観測機器は Swiss plate geophone と呼ぶ）． 

澤井ら 4)により，河床に設置したパイプに掃流砂が衝突した際の音響から流砂の観測が

始まった．ハイドロフォンを用いた流下土砂の観測の始まりである．宮本ら 5)は，水理模型

実験を行ってハイドロフォンを使用した混合砂の粒度分布の推定に関する研究を行った．

また，堤ら 6)は，パイプハイドロフォンの観測値から掃流砂量，粒度分布が推定される方法

についてパルス法を活用して直接法による掃流砂量の計測を必要としない方法について研

究を行っている．小柴 7)は，パルス法による流砂量，粒度分布の推定にガウス分布による統

計分析手法を適用する研究を行った． 

 

 

図 3-1 ハイドロフォンによる掃流砂検知の概念図 1) 
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また，パイプ型とプレート型ハイドロフォン（以降，パイプ型，プレート型と呼ぶ）の特

徴として，パイプ型は細粒土砂を計測でき，土砂は衝突しやすく衝突音が大きいことが特

徴である．しかし，土砂流出が激しい場合は砂礫によってパイプが変形するため，正常な

データが取れないことが多発し，維持管理が必要である．一方，プレート型は中～大粒径

土砂を対象としている．パイプ型より感度が鈍く，面的に重複して衝突する傾向があるが，

パイプ型よりも強度が大きく変形しにくいため，耐久性に優れる．強度が高い例として，

長野県小渋ダム SBT で 2016 年の初回の運用からパイプ型およびプレート型を用いたサン

ドバイパストンネル内流砂観測を行ってきた．10 m/sを超える流速と高い土砂濃度により，

パイプ型は初回で完全に破損してしまった一方，プレート型は 8 回の運用を終えるまで計

測を続けることができたことから，プレート型の強度の高さが高いことがわかる． 

続いて，ハイドロフォンを用いた流砂量計測は，図 3-2 に示す流砂がハイドロフォンに

衝突する際に生じる音響信号を得るセンサー部，音響信号の波形を整形する一次処理，デ

ジタル信号に変換後，流砂量を推定するための二次処理から構成される．二次処理には流

砂の衝突回数（パルス数）を記録する方法，振幅の時間積分値を記録する方法がある．谷

口・板倉 8)は連続衝突や残響が長引く大礫の衝突に対して検出率（パルス数/流砂量，積分

値/流砂量）の低下を確認して，流砂量が多くなると積分値の検出率の落込みがより大きく

なることを示した． 

また，鈴木ら 9)は砂礫の衝突によって発生する音響波形から求められる音圧値と掃流砂

量と検出率の積の間に比例関係があることを実験的に確認し，数値シミュレーションによ

って土砂粒子衝突頻度の増加に伴う検出率の低下を定量化し，音圧値から掃流砂量を求め

る方法を提案した．つまり，掃流砂量と音圧値は比例関係にあることに着目し，掃流砂量

を算出する．ただし，ハイドロフォンへの衝突個数が多い場合では衝突個数が少ない条件

と比較し，比例関係が小さくなるので，この小さくなる割合を検出率と定義し，計測デー

タの元データと変換データのそれぞれの音圧値の比から検出率を求め，衝突個数を算出し

て，掃流砂量と平均粒径を算出する方法を提案した． 

本研究では，主に鈴木らの手法（音圧値）により推定される流砂量の値を用いている． 

 

図 3-2 ハイドロフォンシステムの構成 3) 
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3.2.2 精度 

（1）ハイドロフォン観測の精度評価 10） 

ハイドロフォンの観測精度を評価するため，ハイドロフォンとロードセル付きの流砂捕

捉装置の観測を比較した． 

1）はじめに 

 富士川砂防管内では，平成 22 年から計 7 箇所でハイドロフォン，濁度計，水位計による

流砂量観測が実施されている．しかし，その一方，山地流域の流砂観測手法は発展途上の面

もあり，流砂量観測値の検証が十分とは言い難い．そこで，平成 24 年に大武川において，

ハイドロフォンの観測値の検証や，掃流砂量，粒径の時間的な変化を捉えるため，ハイドロ

フォンとロードセル付きの流砂補足ピットを縦列に並べ，また流速計や水位計，濁度計など

流砂量に係わる諸数値を観測できる計器を一同に設置して，各観測値を比較，検証できる観

測機器を整えた(図 3-3)． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-3 観測機器の設置状況 11) 

 

2）流砂量観測結果とその解析評価 

①観測結果の概要 

 大武川第 50 床固におけるハイドロフォン，堆砂ピット等の集約的観測システムによる流

砂量観測は平成 25 年度から開始され，これまで 4 回の出水時観測が実施された．出水時の

ハイドロフォンとピット堆砂の時系列データの一例を図 3-4 に示す．また，出水ごとのピ

ット堆砂の粒径分布を図 3-5 に示す．なお，ハイドロフォン観測値の流砂量への換算は，鈴

木 9)らの音圧による振幅の時間積分値を記録する方法で行った． 
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図 3-4 ハイドロフォントとピット堆砂時系列図 10) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-5 出水ごとのピット堆砂の粒径分布図 10) 
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これらの観測データより整理した各出水時の土砂移動状況を表 3-1 に示す．また，各出

水時の最大水深と堆砂の最大粒径，ハイドロフォン観測流砂量（Whd）とピット捕捉流砂量

（Wpt）比の関係を図 3-6 に示す． 

ハイドロフォン観測値とピット実測値の比は，出水規模により差はあるが，ハイドロフォ

ン観測値がピット実測値の 2.4%～45%程度であり，最大水深が大きくなると，ハイドロフ

ォン観測値がピット実測値に近づくことがわかる．つまり，水深(掃流力)が大きくなれば移

動粒径も大きくなり，ハイドロフォンで検知可能な粒径の割合も多くなると伺える． 

 

表 3-1 ハイドロフォン観測値とピット堆砂量 10) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-6 最大水深と最大粒径，流砂量重量比(Whd/Wpt) 10) 
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②ハイドロフォン観測値と理論値との比較 

 近傍の河床材料調査（容積法）による粒度分布曲線から代表粒径（D60）とハイドロフォ

ン観測結果からの換算粒径を用いて算出した無次元掃流力と無次元掃流砂量の関係と一般

的な掃流砂理論式との関係を図 3-7 に示す．理論式の値に比べて実測値が 1/50～1/100 と小

さい値を示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-7 観測流砂量と理論曲線の比較 10) 

 

③ハイドロフォン観測値とピット実測値の乖離の原因分析 

既往の研究成果及び観測条件から，ハイドロフォン観測値と実測値(ピット)及び理論値の

大きな乖離について，以下の原因が考えられる． 

ア．衝突率が小さいことによるハイドロフォン観測値の過小評価 12） 

イ．検出率が大きいことによるハイドロフォン観測値の過小評価 

ウ．ハイドロフォンが検出可能な下限粒径の影響 

エ．ピット横からの土砂流入による実測値の過大評価． 

このうち，ア，イは，現地観測や水路実験により検討が進められ，現在の解析手法により

検出率（イ）の影響はある程度取り除かれること，衝突率(ア)は最小で 0.1 程度であること
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が報告されている．また，エについて不明ではあるが，出水時の流向を考えればそれほど大

きくないと想定される．ここでは，大武川第 50 床固における集約的流砂量観測の結果に基

づき，ウについて検討する． 

 平成 25 年，平成 26 年の 4 出水においてピット堆砂の重量を下限粒径 1mm 刻みで設定し

てハイドロフォンとピット捕捉流砂量の関係を表 3-2 と図 3-8 に示す． 

これによれば，水深の大きい場合（①出水）ではピット捕捉土砂量とハイドロフォン観測値

は近いが，水深の小さい場合（②，③，④出水）では，下限粒径 1mm とした場合はピット

実測値がハイドロフォン観測値より大きく，下限粒径 2mm 以上とした場合は，逆にハイド

ロフォン観測値が大きくなることを示す．つまり，小規模の出水ではハイドロフォンの検知

可能な下限粒径はおよそ 2mm 程度と推測される． 

 

表 3-2 下限粒径ごとの捕捉土砂量 10) 

 

ピット捕捉土砂量（kg） 
ハイドロフォン 

観測値(kg) 
最大水深(m) Wp1 

(p1≧1mm) 

Wp2 

(p2≧2mm) 

Wp3 

(p3≧3mm) 

Wp4 

(p4≧4mm) 

①H25 台風 18 号 2688 2298 2124 2037 1961.0 0.62 

②H25 台風 26 号 301.0 79.2 12.7 6.33 159.0 0.38 

③H26 台風 18 号 697.8 99.7 66.5 49.8 344.5 0.40 

④H26 台風 19 号 354.9 70.3 30.5 3.0 79.5 0.13 

※一部改変 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-8 下限粒径とハイドロフォン観測値とピット堆砂量の比 10) 
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3）まとめ 

大武川第 50 床固におけるハイドロフォン，堆砂ピット，水位計等による集中的な流砂量

観測より，以下のことが確認できた． 

・ハイドロフォンにより，流下土砂量の変化がリアルタイムで把握できることがわかった． 

・ハイドロフォン観測値は，理論値に比べてかなり小さい値を示してる． 

・ハイドロフォン観測値とピット実測値の乖離は，従来指摘されている衝突率，検出率のほ

か，流下土砂の中でハイドロフォンが検知不能な細粒分が含まれることもその要因と考

えられる． 

・ハイドロフォンの検知可能な粒径は，出水規模の影響を受けるが，中小規模の出水では，

2mm 程度がその下限値になる可能性が高いと推測される． 
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（2）衝突率に関する研究 

掃流砂の一部は跳躍しており，河床から一時的に離れることが知られている．そのため，

ハイドロフォンにおける観測においても掃流砂一部はハイドロフォンに衝突せずに，下流

に流出している． 

 吉村らによる衝突率の研究 13）では，下記の報告がなされており，無次元掃流力によって，

衝突率が変化することが示唆された． 

 実験結果から図 3-9 の横軸に供給土砂の粒子数 n，縦軸に計測した音響データの時間積分

値 Sp と衝突音の干渉の影響が無いと仮定した場合の音圧積分値(α・Qsc)との比を整理した．

また，図中には衝突率 r=10％，40％，100％のラインも示した．また整理には計測値のバラ

ツキが大きかったτ*＝０.1 未満のケースを除いた． 

整理した図 3-9 によると，実験の計測値から計算した衝突率 r は，およそ 10％から 100%

の範囲となり，極端に衝突率 r が小さくなることはなかった． 

また，無次元掃流力 τ*との関係を調べると図 3-10 に示すとおりで無次元掃流力τ*が大

きくなると衝突率 r が低下する傾向となった．値としては，無次元掃流力 τ*=0.2 で衝突率

r=20％～60％，τ*＝0.4 で衝突率 r=10%～40%となった． 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-9 粒子数 n の衝突率 r13) 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-10 無次元掃流力τ*と衝突率 r13) 
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3.3 ハイドロフォンの形態による特性比較 

パイプ型ハイドロフォンは長さが長さ 0.5m，2.0m と異なる 2 種類がある． 

 また，解析方法もパルス式，音圧式の 2 種類がある． 

 続いて，当初のパイプ型ハイドロフォンでは粒径の大きい土砂が衝突する変形し，適切に

流砂を観測できない問題が発生した．そのため，プレート型ハイドロフォン，肉厚なパイプ

型ハイドロフォンが導入されている． 

上記に示すようにハイドロフォンにいろいろな形態があるため，それぞれの特性につい

て，整理し，示す． 

3.3.1 パイプ型ハイドロフォンの長さの影響 

岡本らの研究 14）により，同一観測所に設置された長さが異なる 0.5m，2.0m のパイプ型

ハイドロフォンの観測値の相関図を整理した結果，ほぼ同じ値を示すことが報告されてい

る．そのため，長さ 0.5m，2.0m のパイパ型ハイドロフォンの観測精度はほぼ同等であると

評価されている．そのため，掃流砂観測を目的としてパイプ型ハイドロフォンを新規設置す

るにあたっては，施工が容易な長さ 0.5m のハイドロフォンを採用してよいことが示唆され

ている． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-11 0.5m，2.0m ハイドロフォン観測結果の比較 14) 
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3.3.2 パルス式と合成音圧式の特性 15） 

掃流砂量の推定においては，計測した砂礫の衝撃による音を増幅させ，その振幅（音圧値）

が閾値を超えた回数（パルス数）に基づき，別で実測した掃流砂量と正の相関が高いパルス

数を用いるパルス法 16)，17)と，音圧値そのもの，または音圧の積分値をあらかじめ算出した

関係式に適用して推測する合成音圧法 18)がある． 

パルス式は別で実測した掃流砂量のデータが必要であり，ある期間の流砂量をセットで

計測する必要があるが，精度高く掃流砂量を観測することができる．ただし，流砂量が多い

ときにパルス数が減少する場合があり，その場合はパルス数と掃流砂が正の相関関係がな

くなってしまうことから，一定の閾値のパルス数から掃流砂量を定量的に評価することが

困難であることが報告されている 19)．  

また，合成音圧式はハイドロフォンから得られる音響データのみを用いて掃流砂量を解

析する手法であり，ハイドロフォン単体で掃流砂量の観測が可能である．ただし，粒子数と

検出率の関係式には一定の式を用いること，音圧値と流砂量の比例係数については一定値

を与えること，ハイドロフォンへの衝突率を考慮していないことなどの実験等で求められ

た仮定条件が含まれている．15) 

よって，ハイドロフォンの観測値から掃流砂量に変換するパルス式，合成音圧式には一長

一短があり，現在でも両方が採用されている．採用されている傾向として，大学等の研究機

関ではパルス式，国土交通省等の行政機関では合成音圧式が見受けられる． 
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3.3.3 新型（プレート型，肉厚パイプ型）ハイドロフォンの特性 

 パイプ型ハイドロフォンは，大規模な出水や大粒径の礫が衝突することにより，ハイドロ

フォンのパイプが変形し，計測値が不安定に，または装置自体が破損して，パイプ内に水が

入り，計測が不可能となってしまう問題が生じている．これらの問題を解決するため，肉厚

パイプ型ハイドロフォンやプレート型ハイドロフォンが開発されている． 

（1）プレート型ハイドロフォン 

 富田ら 20）により，プレート型ハイドロフォンの現地実験が実施されており，それらの研

究事例を示す． 

1）現場実験の概要 

ア）水路実験 

栃原砂防堰堤において，パイプ型(L=0.5m，φ=0.0486m)とプレート型(L=0.5m×B=0.2m)が

堤体天端に隣接して設置されており，平常時は流水のない状態であるため，実験時は，春木

川の澪筋より人工導水路を設置し，必要な流量・水深を確保した． 

試験は，整備した人工水路において，プレート型とパイプ型が設置された実験水路にコン

パネを用いて半分に区分し，ハイドロフォンの直上流より砂礫を 1 個体ずつ直接投入し，デ

ータロガーにより砂礫の衝突時の音圧データを時系列に記録した．また，試験中の水理条件

等を把握するため，ハイドロフォン設置位置での水深・流速を計測した． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-12 水路諸元 20) 

 

 

イ）実験内容 

ハイドロフォン(パイプ型，プレート型)のそれぞれに対して，異なる粒径の砂礫を用いて，

水中でハイドロフォンに 1 個体が衝突した場合の音圧を記録した．また，粒径別に音響変換

機の倍率を変更し，ハイドロフォンの音圧を記録し，各粒径に対して音圧が頭打ちしない倍

率について確認した(表 3-4 参照)． 

 



45 
 

表 3-3 実験時の水理条件 20) 

 

 

 

表 3-4 実験時の対象粒径と音響変換機の倍率 20) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3）実験結果とその考察 

実験で用いた 1 個体の体積と衝突時の音圧積分値の相関関係を整理し，図 3-13 に示した．

なお，音圧積分値は音響変換機の倍率を 4 倍に設定した場合の値である．また，対象粒径が

小さい 1 個体は，ハイドロフォンへの衝突を視認できないため，実験結果の整理の対象外と

した． 

図 3-13 より，本実験のパイプ型の体積と音圧積分値の近似式とパイプ型の一般式の比例

係数を比較すると小さい．長谷川ら 17)によると，パイプ型では運動量 1,000g・cm/s 以上に

なると体積と音圧積分値の比例係数が小さくなることが報告されている．本実験では流速

が 1.56m/s のため，体積 2.4cm3 の礫が運動量 1,000 g・cm/s 程度に該当し，図 3-13 から本実

験で整理可能であったプロットは体積 2.5cm3 以上の範囲であり，パイプ型の一般式より小

さくなる範囲となっており，長谷川らの報告と一致する結果である． 

次に，プレート型の体積と音圧積分値の比例係数は，パイプ型の一般式の 2/5 程度となっ

ているが，近似式と実験プロットの関係より，比例係数が変化する傾向が見られないため，

プレート型では粒径 100 ㎜までは，体積と音圧積分値の比例係数は一つで対応可能と推定

される． 

また，プレート型の体積と音圧積分値の比例係数がパイプ型の一般式より小さいことか

ら，パイプ型の換算手法を用いて，プレート型の掃流砂量を算定すると過小評価になると推

定される．実際に台風 16 号の結果(図 3-14 参照)をみると，9 月 21 日 1 時～6 時ではパイプ

型よりプレート型の掃流砂量が小さい．ただし，水位の大きい 9 月 20 日 15 時～20 時では

プレート型とパイプ型の掃流砂量は同程度となっている．プレート型とパイプ型の掃流砂

量が同程度になる要因として，プレート型では 1 個体が複数回衝突することが想定され，出

流速(m/s) 水深(m) 流量(m3/s)
プレート型 1.7 0.1 0.14
パイプ型 1.56 0.1 0.13

プレート型 パイプ型
3以下 4 4

3 4 4
5 4 4

10 4 4
20 4 4
30 4 2
40 4 2
50 2 1

100 2 1

対象粒径
(ｍｍ)

音響変換機の倍率
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水規模が大きくなると流下土砂量が増加し，面で掃流砂量を観測するプレート型は，複数回

衝突する砂礫が増加し，データ収集期間内の音圧積分値が増加したためと推定される． 

次に，本実験でプレート型に 1 個体が複数回衝突した音圧波形を確認すると，連続して 2

回の波形が発生することが確認され，音圧波形から衝突回数を把握できる可能性が示され

た(図 3-15 参照)． 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-13 体積と音圧積分値の相関関係 20) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-14 H28 台風 16 号の観測結果 20) 

 

 

 

 

 

図 3-15 プレート型ハイドロフォンの音圧波形 20) 
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4）まとめと課題 

本実験結果より，以下のことが確認された． 

・流下土砂の粒径が大きくなると音響変換機の倍率を下げる(4 倍→2倍 or1 倍)必要がある． 

・パイプ型の音圧積分値と体積の関係の勾配は，プレート型の一般的な勾比例係数より小さ

くなることが確認された． 

・パイプ型は従来通り運動量 1,000g・cm/s（本実験の水理条件では粒径 17mm に該当）まで

は一般的な比例係数の適用範囲となり，プレート型は粒径 100 ㎜(本実験の最大粒径)まで

はパイプ型の一般的な比例係数と異なるが，一つの比例係数で適用可能な範囲と推定さ

れる． 

・プレート型では，礫が複数回衝突すると，複数回の音圧波形が発生し，データ収集期間の

音圧積分値が大きくなることと推定される． 

・ 今後は，プレート型の体積と音圧積分値の比例係数と音圧波形から 1 個体が何回衝突し

たかを推定し，プレート型から掃流砂量の換算方法を検討する必要があることが確認さ

れた． 
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（2）肉厚パイプ型ハイドロフォン 

 野中ら 22)により，厚さが異なるパイプ型ハイドロフォンの現地比較観測が実施されてお

り，それらの研究事例を示す． 

 通常のパイプ型の肉厚が 3 ㎜，肉厚パイプ型の肉厚が 7.5 ㎜で観測が実施されている． 

1）室内実験 

直径 1.5mm，2mm，3mm，4mm，5mm，6mm，7mm，8mm，10mm の鉄球を直上約 45mm 

の高さから落下させ，その時のハイドロフォンセンサーの出力波形を 100kHz で取得した．

記録時間は 5 秒間となり，記録時間内に落下することが可能な鉄球は 3 個とした． 

図 3-16 に，パイプ型（肉厚 3mm）とパイプ型（肉厚 7.5mm）の各鉄球による，波形の最

大振幅（V）を示す．この結果，パイプ型（肉厚 3mm）とパイプ型（肉厚 7.5mm）の感度特

性は良く似ており，出力電圧の差は最大約 2 倍である． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-16 パイプ型（肉厚 3 ㎜，7.5 ㎜）の各鉄球のサイズに反応したセンサー出力電圧

22) 

2）現地観測結果 

2016 年 10 月 1 日に現地に設置後，10 月 9 日と 10 月 28 日に水深が 2〜3ｃｍ程度増

える規模ではあったが，小さな出水を 2 回観測することができたので，この 2 回の観測デ

ータで比較を行った． 

比較に用いたパイプ型ハイドロフォンの仕様は，水路右岸のパイプ型（肉厚 3mm）は，

直径 48.6mm，露出している検出部分の長さが，350mm，パイプ型（肉厚 7.5mm）は，直径

57.0mm，露出している検出部分の長さが，350mm である． 

データの収録は 1 分毎のパルス数を記録しているが，10 分毎の積算値に変換し，センサ

ーの横断方向の検出長さを 50cm に換算している．図 3-17 にパイプ型（肉厚 3mm）とパイ

プ型（肉厚 7.5mm）の ch5（アンプ倍率 32 倍）と ch7（128 倍）のパルスカウント数の時系

列を示す． 

32 倍と 128 倍の違いは，32 倍の方が比較的粒径の大きな礫のカウント数を，128 倍は，

粒径の小さな礫のカウント数を意味している． 
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図 3-17 より，粒径の大きな礫（倍率 32）では，パイプ型（肉厚 7.5mm）よりパイプ型

（肉厚 3mm）のカウント数が多いが，粒径の小さな礫（倍率 128）は，パイプ型（肉厚 3mm）

とパイプ型（肉厚 7.5mm）のカウント数が，粒径の大きな礫に比べて差が小さい． 

 

図 3-17 パイプ型（肉厚 3 ㎜，7.5 ㎜）の 32 倍と 128 倍のパルスカウント数の時系列図

22) 

3）まとめ 

現地観測では，パイプ型（肉厚 3mm）の方がパイプ型（肉厚 7.5mm）より感度が良く，

特に，比較的大きな礫の検出感度が高い傾向があることが分かった． 

ただ，パルスカウント数の波形の形状はパイプ型（肉厚 3mm）とパイプ型（肉厚 7.5mm）

とも同じであり，大きな礫が衝突し，パイプが凹み交換が必要になることを考慮すると， 

パイプ型（肉厚 7.5mm）も十分観測に使用可能であると思われる． 

表 3-5 にこれまでに開発した各ハイドロフォンの特徴を整理した．実際の観測に際して

は，設置する河川の特性を考慮し，ハイドロフォンのタイプを選定し，設置することにより，

各々のハイドロフォンの短所を補ったハイブリット観測が可能になる． 

今回比較解析に用いた観測データは，出水の規模が非常に小さく，今後も継続し，比較デ

ータを蓄積し，各ハイドロフォンの特性の把握を行って行く． 

表 3-5 各ハイドロフォンの特徴の整理 22) 
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3.4 ハイドロフォンの適用範囲 23） 

上述したとおり，ハイドロフォンでは観測できる粒径の限界や衝突率等があり，掃流砂の

観測値を評価にするにあたって，留意することが必要である． 

そのため，ここではハイドロフォンを用いた流砂量観測の適用範囲に着目した留意点を

示す． 

1）これまでの観測研究における問題点 

ハイドロフォンを用いた流砂量観測にはまだ多くの技術的課題が残されているが，本研

究では観測可能な粒径の下限値と水理条件について，ハイドロフォンとピットを用いた観

測データに基づいて検討した．最初に観測可能な粒径範囲に関しては，ハイドロフォンで流

砂量を計測するにあたっては，粒径が小さいとノイズのレベル程度の音圧反応が出力され，

流砂量が適切に観測できず，観測可能な粒径範囲の下限値があるものと考えられる．そこで，

ハイドロフォンの直下流でピットに捕捉された粒度分布から計測できる粒径の下限値を調

べようとした．1）しかし，最近の研究で，近年では粒径が小さくても団塊であたると音圧が

大きくなりハイドロフォンで流砂量の観測が可能であるのではないかとの知見 20）も示され，

ハイドロフォンで流砂量を観測することのできる粒径の下限値を単一粒子の衝突のみでは

決めることはできないと考えられる．（図 3-18①に該当）次に，水理条件については，流量

が大きくなると砂礫が浮遊運動やサルテーション運動するため，ハイドロフォンを跳び越

すものが多くなり，計測精度が低下する．したがって，流量が大きくなると衝突率を考慮し

た補正が必要になる．（図 3-18②に該当） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-18 ハイドロフォンの観測イメージ図 
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2）観測データ 

ピットの改良以降の平成 28 年台風 18 号，平成 29 年台風 5 号，台風 21 号，平成 30 年台

風 24 号の 4 出水を対象に，ピットで捕捉された粒度分布とピット近傍で計測された水深を

用いて，水深と捕捉された土砂の平均粒径・粒径範囲の関係を整理した（図 3-19）．また，

各水深に対する河床材料の移動可能な粒径範囲を Egiazaroff 式および芦田・道上の修正式 21)

より算定し，図 3-19 に赤の点線で示す．ただし，計算には河床材料の最大粒径，最小粒径，

平均粒径が必要である．図 3-20 に観測地点近隣の平成 25 年度河床材料調査の結果を示す．

この図から最大粒径は 100 ㎜，最小粒径は 0.075 ㎜とした．また，この河床材料の平均粒径

は 42.5 ㎜であるが，洪水時の平均粒径はよくわからないので，図 3-20 に示すように平均粒

径 20 ㎜の場合の仮定の河床材料を設定した．図 3-19 には最小粒径，最大粒径，平均粒径の

値も示している．各水深に対する移動可能な粒径は最小粒径の線と赤の点線で挟まれる領

域である．ハイドロフォンによる流砂量とピットによる流砂量の一致度を表 3-6 のように

分類した． 

分類 1，2 はハイドロフォンによる流砂量がピットによるものよりかなり小さい場合，分

類 3 は両者がよく一致している場合，分類 4 はハイドロフォンの方が大きい場合を表す． 

 

 

表 3-6 ハイドロフォンとピットの流砂量の一致度 23) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

分類 関係 

1 ハイドロフォンの観測値<ピットの観測値×0.3 

2 ピットの観測値×0.3≦ハイドロフォンの観測値<ピットの観測値×0.8 

3 ピットの観測値×0.8≦ハイドロフォンの観測値<ピットの観測値×1.2 

4 ピットの観測値×1.2≦ハイドロフォンの観測値 



52 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-19 粒径と水深の相関図（上:河床材料 H25，下:仮定）23) 
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図 3-20 粒度分布曲線 23)  
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3）考察 

 図 3-19 において，理論的な移動可能な粒径と実際に洪水時に移動している粒径を比べる

と，平均粒径を 20 ㎜にした方が両者の隔たりが小さいことがわかる．河床材料調査による

粒度分布はタルボット型であり，洪水後に河床がアーマーリングしたときのものであると

推察される．洪水中は細粒成分がもう少し多いものと考えられる．そこで，図 3-19 の下図

について詳しく見ると下記のようなことが考察される． 

①ピットに捕捉された粒径範囲と理論的な移動可能な粒径範囲から見て，図 3-20 の河床

材料の一部がピットの上流の河床を構成しており，それが移動したものと考えられる．

河床材料が平面的に一様でないことを意味するが，それが砂州や地形によるものかは今

後の詳細な調査が必要である． 

②ピットに捕捉された砂礫群は，細砂群（粒径 0.1～0.8mm）と粗砂群（粒径 5～20mm）

に分けられることは興味深い．同じ水理条件でも流砂の粒度分布は大きく異なることを

意味する．したがって，河床材料の粒度分布調査で得られるような平均的な河床材料の

粒度分布に基づく流砂と局所的な流砂は，大きく異なることが推察される． 

③細砂群に対して，ピットによる流砂量とハイドロフォンによる流砂量がよく一致するの

は，水深 0.22m 以上，0.65m 以下である．0.2m 付近で分類 1 から 3 に急に変化してい

る．水深が 0.2m 以下ではハイドロフォンに一度にあたる砂の量は少なく，ノイズに埋

もれてうまく観測できないと考えられる．また， 水深 0.65m 以上になるとピットとハ

イドロフォンの関係が悪くなるのは，粒径が小さく，浮遊砂形式で運ばれるものが多く

なったためと考えられる． 

④粗砂群では水深 0.55m 以上でピットとハイドロフォンの関係はよいが，水深 0.5m まで

はハイドロフォンによる流砂量のほうがピットによるものよりかなり小さい．これにつ

いては，機械的な原因か水理学的な要因があるかについては今後検討する必要がある． 

⑤河床材料調査による粒度分布を用いて流砂量を計算しても，移動土砂の粒径範囲が相違

しており，計算と実現象と合わないことがわかる．そのため，モニタリングによる実現象

把握の意義が理解される． 

4）まとめ 

ハイドロフォンとピットによる流砂量観測によって，混合砂礫の洪水時の流砂特性が考

察されたが，河床形態などの局所的な流砂現象に影響を及ぼす要因の検討やハイドロフォ

ンへの砂礫の衝突率などを明確にする必要があることなどが示された．今後，さらに観測を

継続し，これらの問題の解決を図る必要がある． 
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3.5 まとめ 

本章では，ハイドロフォンの基礎理論，ハイドロフォンの形態による特性比較，ハイドロ

フォンの適用範囲についての研究成果及び既往事例を記載した． 

 ハイドロフォンの基礎理論では，ハイドロフォンの概要と精度について示した．精度では，

ハイドロフォンとは別の観測機器で掃流砂量を観測し，お互いの観測結果より，粒径 2mm

以下の土砂がハイドロフォンでは観測が困難であることを示した．また，ハイドロフォンに

対する土砂の衝突率については，無次元掃流力により異なることを示した． 

 続いて，ハイドロフォンの形態による特性比較では，パイプ型ハイドロフォンの長さの影

響，パルス式と合成音圧式の特性（データ処理方法の相違），新型ハイドロフォンの特性に

ついて示した．パイプ型ハイドロフォンの長さと影響では，長さが 0.5m と 2.0m と異なる

ハイドロフォンでもほぼ同等の観測結果となることを示した．また，パルス式と合成音圧式

の特性では，観測結果を算出するための一長一短の内容を示した．続いて，新型ハイドロフ

ォンの特性では，プレート型ハイドロフォンはパイプ型ハイドロフォンと比較して音圧積

分値と体積の関係の勾配比例係数が小さいことが確認されたが，パイプ型ハイドロフォン

と同様に一つの比例係数で適用可能な範囲があることが示唆された．さらに肉厚パイプ型

ハイドロフォンは従来のパイプ型ハイドロフォンよりパイプが肉厚となるため，比較的大

きな礫の検出感度が低い傾向にあることが分かったが，パルスカウント数の波形はパイプ

の肉厚に影響せず同じであるため，パイプの凹みが確認される観測地点では肉厚パイプ型

ハイドロフォンの適用も可であることを示した． 

 ハイドロフォンの適用範囲では，混合砂礫の洪水時の流砂特性の考察について示したが，

明確な適用範囲については今後の検討が必要である結果となった．そのため，今後も観測を

継続し，これらの適用範囲を確認する必要がある． 
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第4章. ハイドロフォンの土砂管理への利活用 

4.1 序説 

 本章においては，砂防域 3 事例，ダム域 1 事例のハイドロフォンの土砂管理に利用した

研究事例を示す． 

  

4.2 砂防域 

砂防域における，ハイドロフォンの土砂管理への利活用をした事例を 3 つ示す． 

4.2.1 富士川流域等 1） 

（1）はじめに 

ハイドロフォンを用いた掃流砂量観測については，検知可能な粒径範囲の問題や検知率，

衝突率等の検討がなされており，一定精度の観測が可能となっている．一方，近年は土砂

災害が頻発しており，ハードな砂防施設だけでは被害を抑えることができず，流域監視や

リアルタイムでの流出土砂情報の早期取得と関係機関等への伝達により，警戒避難システ

ムを整備して被害軽減を図る必要性が高まっている．このため，警戒・避難情報への利用

も考えてリアルタイムで掃流砂の状況が観測できるハイドロフォンデータの活用や，中長

期的な土砂流出の状態把握と，その評価にハイドロフォンデータの履歴を整理・分析して

実施する方法等が考えられる．近年，富士川砂防，利根川水系砂防管内で実施された流砂

量観測結果より得られた知見をもとに，ハイドロフォンデータにより上流域の土砂流出状

況を評価する方法について検討した． 
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平成 24 年度には，大武川第 50 床固工において，ハイドロフォン，濁度計，水位計に加

えて，ロードセル付き土砂捕捉ピット，流速計等を増設し，様々な観測方法やデータから

流砂量について検討出来る体制が整備された．また，平成 26 年度には，ヨーロッパ等で使

われている振動センサーを活用したプレート型のジオフォンの観測を参考に，春木川の栃

原堰堤でもプレート型のハイドロフォンが設置され，平成 27 年度から観測を開始している

（図 4-3）． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4-2 大武川計測器設置状況 1) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4-3 栃原堰堤プレート型ハイドロフォン 1) 
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(3)ハイドロフォンによる掃流砂量観測データの現状について 

ハイドロフォン観測データ（水深，単位幅掃流砂量 qb）を用いて，一般的な掃流砂量式

より求めた無次元掃流力（τ*）と無次元掃流砂量（qb*）の関係を理論曲線と比較すると，図 

4-4 に示すとおり，観測値の解析に用いた代表粒径（d）の大きさによって両者の関係が大

きく違うことがわかる．ここに，d60 および d90 は通常時の河床材料の粒度分布調査結果に

よるものである．出水中の河床材料の粒度分布を正確に把握することは困難であるが，両

粒度分布に大きな隔たりがあることが図 4-4 に反映されていると考えられる．つまり，流

砂量式と観測流砂量との乖離は，現地で流下している土砂の粒径は河床材料調査で求まっ

た粒径と異なり，もっと大きな粒径である可能性を示唆している． 

そこで，この問題を逆手にとって，出水中の河床材料の粒度分布を推定し，それと２つの

両極端な粒度分布，すなわち生産土砂の細粒分を多く含むものと，アーマーコートが十分

に発達した粒度分布と比較することで，流域の土砂流出の状況を把握することが可能であ

ると考えた．これを以下のＰ－Ａ曲線による土砂流出状況の評価方法として提案する． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4-4 観測値と理論式の比較 1) 

 

(4)流域の土砂流出状況の推定方法の提案 
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測値と理論値から推定し，その粒度から土砂流出の状況をモニタリングする方法を提案し

た． 

つまり，河床材料の粒度分布は，一般には生産土砂の粒度分布（P：Production）と発達し

たアーマーコートの粒度分布（A: Armaring）の間にある．生産土砂の粒度分布を流域で一

つに決めることはできないが，ここでは平均的な粒度分布とする．出水中の河床材料が P

線に近ければ土砂生産・流出量が多く荒廃した条件，一方，A 線に近ければ土砂流出が少

ない状態を表す．A線と P線のどちらに近いかで流域の状況を知ることができると考えた． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

図 4-5 流砂量観測結果による土砂流出状況判定概念図 1) 

 

2)観測データによる検証事例 

提案する手法について適応性の検討を行うため，流砂量データが比較的継続的に取れて

おり，かつ上流域の土砂生産状況が明確な箇所として富士川砂防管内の大武川と利根水系

砂防管内の鎌田地点について整理した（図 4-6，図 4-7）． 

ここで，仮に土砂生産が活発な曲線（P 線）は，流出土砂が少ない時においてもハイドロ

フォンの検知可能と言われている粒径 5mm とし，土砂生産が少ない曲線は，観測地点周辺

の河床材料調査で得られた粒径分布曲線の d90 相当粒径を用いた． 

富士川砂防管内の釜無川支川である大武川は，近年，上流域で砂防施設の整備が進めら

れ，また近年大きな出水による土砂生産のイベントも発生していないため，土砂生産が少

なく，全体的に沈静化していると伺える．一方，利根水系砂防の片品川に位置する鎌田観

測地点は，上流側に平成 23 年の台風出水で土砂生産があり，土砂流出が活発（P 線に近い）

になり，その以降は大きな出水もないため，土砂流出がだんだん安静化に向かっているこ

と（P 線→A 線へシフト）が確認される．つまり，Ｐ－Ａ曲線は，流域の土砂流出の実現象

と概ね符合しており，土砂流出の状況が概ね説明できることを示している． 

  

土砂生産量が活発 

土砂生産量がほとんどない 

観測値をプロットし，土
砂生産が活発かどうか
判断． 
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図 4-6 富士川砂防_大武川第 50 床固地点 1) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4-7 利根水系砂防_鎌田地点 1) 

 

(5)まとめと今後の課題 

本研究では，①ハイドロフォンの観測レベルの現状を把握するため，現地データ等によ

り，定性的には土砂流出状況を表現出来ることを確認した．しかし，②定量的には一般的

な理論式による計算結果やピットでの観測結果等と比較し，未だ精度は不十分であり，そ

の原因は出水中の代表粒径に多くよるものと考えた．さらには，その考え方を用いて，③

ハイドロフォンデータの Q~Qs 曲線の履歴線から，土砂流出状況とその変化が表現出来る可

能性を確認した． 

今後，さらに観測データが蓄積され，分析，活用方法が考案され，土砂防災，流域監視技

術に活用されることが期待される． 
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4.2.2 利根川流域 2） 

(1)はじめに 

近年，豪雨の発生頻度が増加し，土砂災害が発生している．中でも，平成 25 年台風 28 号

による伊豆大島，平成 26 年 8 月局所豪雨による広島及び令和元年度東日本台風で発生した

福島で発生した大規模土砂害は記憶に新しい．一方，近年，施設の老朽化など施設の適切

な維持管理が求められている．そこで，流域に応じた施設配置計画立案等の観点で平常時

からの土砂流出に係わる流域の状態把握（流域監視）の重要性が高まっている． 

これまで，流域の土砂生産状況の把握や施設管理を目的として，河床変動量調査や砂防

堰堤等の堆砂量の調査が実施されてきた．また，近年では全国の直轄砂防事務所において，

ハイドロフォンや濁度計を用いた流砂量の連続観測も実施されてきている． 

そのため，本研究では，複数の観測手法を組み合わせて，流域の土砂生産や流出土砂の状

況を把握することによる流域監視の評価手法について検討した． 

(2)対象地点 

利根川水系砂防事務所管内の鎌田，三原，横川，向屋の 4 地点で観測された流砂水文観

測データのうち，水位計，ハイドロフォンの観測値について検討した(図 4-8 参照)．このう

ち，土砂生産が活発とされる三原地点を代表例として研究を行った． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4-8 観測地点の位置図 2) 
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(3)検討結果 

1)ハイドロフォンの観測値を用いた土砂流出状況の評価 

平成 23 年～平成 26 年の 4 年間のハイドロフォンで観測された掃流砂量を用いて，土砂

生産の状況を評価した．土砂生産の状況の評価は，観測値を無次元化し，芦田・道上の式等

の一般的な掃流砂理論式と比較し，実施した．観測された掃流砂量を無次元化するにあた

っては，観測地点周辺で河床材料調査の結果の粒度分布から d60，d90 を判読した粒径を適

用した． 

三原地点において掃流砂量の発生が多い出水を対象に，無次元掃流力と無次元掃流砂量

の関係を整理し，図 4-9 に示す．図 4-9 より，d60 で無次元化した無次元掃流力と無次元

掃流砂量の関係が d90 より，一般的な掃流砂理論式と近い関係にあることが確認された．

これより，掃流砂として流下している代表粒径は，観測地点周辺の d60 に近い土砂が流下

しているものと推定される． 

また，図 4-9 より，観測値のプロットが平成 23 年から平成 26 年にかけて右から左にシ

フトしている傾向が確認された．これは，掃流砂力が小さい状態でも，同レベルの掃流砂

量が発生する状態へ移行していることを示しており，流出土砂量は増加する可能性が高い

と考えられる． 

これより，三原地点では同じ掃流力に対しての掃流砂量が経年的に増加する傾向あり，

現地での掃流砂の粒径は観測地点周辺の d60 粒径に近いと推定されるため，河道に安定し

て土砂が供給されて流下していると推定できる． 

 

図 4-9 三原地点の無次元掃流力と無次元掃流砂量の関係 2) 
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2)土砂生産域の河床変動量等を用いた土砂生産状況の評価 

観測地点を含む流域の河床変動量調査結果を経年的に比較し，流域内の土砂の増加，減

少傾向を確認することから，土砂生産の変化状況について推定した．なお，河床変動量調

査等は，調査年によって前回調査から経過年数が異なるため，前回から今回までの経過年

数当たりに換算した． 

三原地点での河床変動量の経年変化を図 4-10 に示す．図 4-10 より，平成 18 年～平成 25

年の河床変動量は，平成 15 年～平成 18 年と比較すると，洗掘から堆積に変化している．

これにより上流域からの土砂供給量が増加したと考えられ，この間に，上流域の土砂生産

イベントが発生したと推定される．よって，三原地点は，近年は土砂生産が活発であると

推定される． 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4-10 三原地点の河床変動量 2) 

3)まとめ 

 1)と 2)の整理結果より，三原地点では土砂生産が活発になり，その影響により流出土砂

量が増加したことがハイドロフォンデータの履歴から推定された．事実，河床変動量調査

からも流入土砂量は増加し，堆積傾向にあるため，今後も流出土砂量が活発な状態が継続

するものと考えられる．なお，平成 23 年は全国的に土砂災害の多い年であり，群馬県にお

いても土砂災害が確認されており，研究成果は妥当なものであると判断される． 

 

(4)まとめと今後の課題 

 本研究で得られた成果のまとめと課題を以下に示す． 

・無次元掃流力と無次元掃流砂量の関係から，土砂流出量の増加傾向，減少傾向を知るこ

とが可能である． 

・上記に観測地点を含む流域の河床変動量や砂防堰堤等の堆砂状況を組み合わせて評価す

ることで，今後の土砂流出状況を定性的に推定できる． 

・近年，利根川水系砂防事務所管内の 4 観測地点上流では，大規模な土砂生産イベントが

発生しておらず，大規模な土砂生産が発生したときのデータがないため，その時に，無次

元掃流力と無次元掃流砂量の関係がどのように変化するかが不明である．そのため，今

後もデータを取得，蓄積して検討を継続する必要がある． 
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4.2.3 渡良瀬川流域 3) 

(1)はじめに 

 渡良瀬川河川事務所では，平成 23 年度からハイドロフォン，濁度計等の観測機器を用い

た流砂量観測を実施している． 

 しかし，平成 23 年度大規模出水の影響等により観測機器が破損・損傷し，復旧までに期

間を要したため，観測データの取得状況は断続的である． 

 平成 29 年では，足尾砂防堰堤，中居砂防堰堤，赤岩橋，川口川下流砂防堰堤の 4 地点で

流砂量観測を実施している（表 4-1，図 4-11 参照）． 

 

表 4-1 各施設の観測機器の設置状況 3) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-11 観測位置図 3) 

施設名 観測機器 

足尾砂防堰堤 ハイドロフォン，濁度計，水位計，浮遊砂サンプラー 

中居砂防堰堤 ハイドロフォン，濁度計，水位計，浮遊砂サンプラー 

赤岩橋 濁度計，水位計，浮遊砂サンプラー 

川口川下流砂防堰堤 ハイドロフォン，濁度計，水位計，浮遊砂サンプラー 

草木ダム

足尾砂防堰堤

中居砂防堰堤

川口川下流砂防堰堤

赤岩橋

0 5 10 km
N

　流砂量観測地点
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(2)流砂量観測結果の整理 

4 観測地点のうち，草木ダムの上流に位置する足尾砂防堰堤，中居砂防堰堤の出水時の水

位と単位幅掃流砂量の関係(対象：平成 23 年度，平成 28 年度，平成 29 年度)について整理

した結果，2 地点の水位と単位幅掃流砂量の経年的な変化が異なることが確認された（図 

4-12 参照）． 

  

  

図 4-12 水位と単位幅掃流砂量の相関図(左：足尾砂防堰堤，右：中居砂防堰堤) 3) 

 

足尾砂防堰堤では，平成 23 年度と比較して，平成 28 年度，平成 29 年度は同じ水位に対

して，掃流砂量が減少する傾向が確認される． 

 一方，中居砂防堰堤では，平成 23 年，平成 28 年，平成 29 年の水位と掃流砂量の反応は

同様の反応であり，流下土砂量の減少や増加は確認されない．なお，平成 28 年度の補修の

際に水位計を水通し部より約 70cm 高い位置に再設置したため，平成 28 年以降の低い水位

データが取得出来ていない． 

 この結果より，足尾砂防堰堤では近年流下土砂量は減少しており，中居砂防堰堤では流

下土砂量に変化はないと推定される． 

 ちなみに，足尾砂防堰堤と中居砂防堰堤における Q～Qs 曲線を図 4-13 に示す（渡良瀬

川河川事務所データ提供）．ここでも，流砂量の減少による河床の安定と，流下土砂量に変

化のないことが読み取れる． 

  

図 4-13 Q～Qs 曲線（左：足尾砂防堰堤，右：中居砂防堰堤） 
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(3)観測地点上流の整備事業 

 (2)で示した流下土砂量の変化の要因を考察するため，足尾砂防堰堤，中居砂防堰堤の各

流域の砂防の整備事業について整理した． 

1)足尾砂防堰堤 

 足尾砂防堰堤の流域は，渡良瀬川流域における砂防の最重点箇所として，荒廃した斜面

からの土砂流出を防ぎ，失われた緑を復元する松木山腹工の整備や NPO を通じた植樹が継

続されている． 

 それらの効果により足尾砂防堰堤の流域では，土砂生産が年々と減少すると推定される．

また，多くの砂防堰堤も整備されており，生産され，流下する土砂の多くは砂防堰堤によ

り捕捉されていると推定される． 

 なお，足尾砂防堰堤の流域において，砂防堰堤の除石を実施した実績はないため，除石

により流下土砂量が減少した影響はないと推定される． 

表 4-2 足尾砂防堰堤の砂防整備状況 3) 

 

 

 

 

 

2)中居砂防堰堤 

 中居砂防堰堤の残流域では，神子内川流路工を始め，複数の流路工が整備されており，

支流からの流出土砂が渡良瀬川本川まで流下しやすい環境に整備されている．また，床固

群も整備されており，河床勾配は安定しており，土砂流出の環境は安定している． 

そのため，中居砂防堰堤の残流域では，足尾砂防堰堤の流域と比較して，生産された土砂

は支流を経由し，本川に供給され，土砂が下流に安定して流下しやすい環境にあると推定

される． 

表 4-3 中居砂防堰堤の砂防整備状況 3) 

 

 

 

 

 

  

施設 整備状況 

山腹工 松木山腹，松木山腹工 

砂防堰堤 足尾砂防堰堤，松木 1 号砂防堰堤等の 33 基 

床固群 オオガキ沢床固群 

施設 整備状況 

砂防堰堤 中居砂防堰堤，神子内砂防堰堤等の 40 基 

流路工 神内子川流路工，下平沢流路工等の 3 基 

床固群 足尾ダム床固群，神内子川上流床固群等の 6 基 
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(4)土砂流出に関するまとめと課題 

 上記の(2)と(3)の結果より，以下のことが確認され，水位計とハイドロフォンの観測結果

に基づき，上流域の砂防事業の効果を評価できると考えられる． 

①足尾砂防堰堤の流域では，平成 24 年度以降も松木山腹工の整備や植樹が進められてお

り，また流砂量観測機器が設置される以前からも整備されている効果が寄与し始め，平

成 23 年度と比較して，平成 28 年度，平成 29 年度は土砂生産が抑制されていると推定

される．そのため，水位と掃流砂量の相関関係より，平成 28 年度，平成 29 年度は平成

23 年度と比較して，水位が上昇しても掃流砂量が増加しない環境であると推定される． 

②中居砂防堰堤の流域では，流路工，床固群の整備により，土砂流出が安定していると推

定される．そのため，水位と掃流砂量の関係より，平成 23 年度，平成 28 年度，平成 29

年度ともに水位の上昇に伴い，掃流砂量が増加しており，安定して土砂が流出する環境

であると推定される． 

③以上より，水位と掃流砂量の関係に基づき，上流域での砂防事業の効果を確認でき，経

年的にデータを蓄積すれば，砂防事業の事業評価にも活用できることがわかった． 

 

今後の課題を以下に示す． 

・足尾砂防堰堤，中居砂防堰堤の観測データは平成 23 年度，平成 28 年度，平成 29 年度

の 3 か年のみであり，データが少ないため，今後もデータを蓄積する必要がある． 

・本論文では，ハイドロフォンに着目してデータ整理を実施したが，濁度計で観測された

土砂容積濃度を用いた整理も含めた研究も必要である． 

 

（5）警戒避難情報提供システムの検討 

 ハイドロフォンのリアルタイム流砂観測情報を警戒避難情報として活用できないか検討

した．ハイドロフォンで観測される掃流砂量のデータ値の精度には未だ課題があるが，掃

流砂量の変化は確実にとらえている．よって，観測された掃流砂量の絶対値ではなく，観

測された掃流砂量の経時的な変化に着目して，上流域での土砂イベントの発生の有無，発

生時刻などを知ることが出来る．また，渡良瀬川上流域では光ファイバーによる通信シス

テム網が配備されており，ハイドロフォンによる流砂量や水位計，濁度計の観測値がリア

ルタイムで演算されグラフ化されて事務所の PC 画面で見ることが出来る．図 4-14 に渡良

瀬川上流域でのハイドロフォンによる流砂量情報等の情報システムの全体構成のイメージ

を示す．また，事務所 PC の表示画面構成（イメージ）を図 4-15 に示す． 

渡良瀬川上流域では，このようなシステムが整備されており，また，富士川砂防管内でも

整備検討が実施されている．土砂災害は土砂の到達時間が短いことから，このような土砂

災害避難情報システム（案）を整備していくことは有効かつ必要と考える． 
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図 4-14 全体構成のイメージ 

 

図 4-15 流砂情報表示画面構成（イメージ） 
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4.3 ダム域 4） 

4.3.1 はじめに 

日本のダムでは，計画堆砂容量を設けているものの，中部地方を中心に急速に堆砂速度

が増加し，堆砂率が 100％に近付いている．ダムの堆砂は，発電取水口の土砂埋没や貯水池

の利水・治水容量の減少，下流河川への土砂供給の減少などを引き起こし対策が喫緊の課

題である．ダムの堆砂対策には，貯砂ダムと組み合わせた掘削や浚渫，スルーシングやゲ

ート排砂等がある．その一つである排砂バイパストンネル(Sediment Bypass Tunnel 以後

SBT)は，旭ダム，美和ダムなどで実用化され，流入土砂の迂回により堆砂量の抑制に貢献

しており，天竜川の小渋ダムでも 2016 年から運用が開始されている．5)，6)，7)，8) 

SBT の運用上の課題は，洪水ハイドロの中で，洪水調節や利水容量の回復に伴う貯水池

の水位操作と，ダムへの土砂流入を防止するバイパス運用操作の，いわば相反する切り替

え操作を，いかに効率的に行うかであり，久保田ら 9）は，SBT 入口（分派湖）の土砂堆積

量が分派効率に影響することを指摘した． 

一方，ダム上流からの土砂流入は一定ではなく，より一層のダムの土砂管理の高度化の

ためには，ダム上流河道での流砂観測との連携が重要であるが，具体的事例は美和ダム 10)

などに限られ，特に掃流砂を観測している事例はほとんど見られない．天竜川の支川に位

置する長野県の小渋ダム上流部では，砂防の土砂動態の把握のために，流入する小渋川と

支川の鹿塩川にプレート型とパイプ型のハイドロフォンや濁度計などが設置され，連続的

な流砂観測が行われている．ハイドロフォンに関する研究は砂防分野を中心に進められて

きている 11)が，ダム運用には活用されていない． 

そこで本研究では，これら観測システムのデータを分析することで，より精度を高めた

複数の洪水波形に伴う流入土砂の動態を明らかにし，下流に位置する SBT の効率的な運用

操作に活用するための知見を整理することを目的としている． 

 

4.3.2 観測概要 

(1) 観測地点の概要（小渋ダム） 

小渋ダムは長野県天竜川水系小渋川に建設された多目的ダムである．本ダムは SBT を導

入しており，流量が 100 m3/s 以上の時にバイパスゲートを開けることとしている．小渋ダ

ムの上流（流域面積 288 km2）は本川の小渋川と支川の鹿塩川に分かれており，この 2 か所

で観測している（図 4-16）．小渋川大河原地点（大河原床固工 1・2 号）は，流域面積 134.8 

km2， 川幅 60 m， 河床勾配約 1/70（図 4-17），また，鹿塩川鹿塩地点は，流域面積 52.3 

km2， 川幅 31.7 m， 河床勾配約 1/31 である（図 4-18）． 
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図 4-16 観測地点の概要 4) 

 
 

 
 
 

図 4-17 小渋川大河原床固 1 号地点の観測機器の設置状況（国交省提供）4) 

 
 

 
 

図 4-18 鹿塩川鹿塩（大河原床固 2 号）地点の観測機器の設置状況（国交省提供）4) 
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(2) 観測施設の概要 

小渋ダム上流部では，流入する小渋川（大河原）と支川の鹿塩川それぞれにおいて，2016

年から 2019 年まで 1 分間隔で水文及び流砂観測が行われている．大河原床固工 1 号では掃

流砂観測のために，左岸・中央・右岸側の 3 か所にハイドロフォン（ハイドロフォン）が設

置されており，右岸がプレート型（L=幅 50cm×長 20cm， 板厚 12mm）で，中央・左岸はパ

イプ型（L=幅 50mm，径 48.6mm，肉厚 3-4mm）である．大河原床固工 2 号はパイプ型 1 基

のみであるが 2019 年から故障している．鹿塩川はパイプ型を 1 基用いた計測が行われた． 

パルス数が記録されている年もあるが，観測機器設置時に現地水路実験を行って作成し

たキャリブレーション式を用いて掃流砂量へ変換済みのデータを入手している．計測項目

は，掃流砂量，水位，流速，濁度である． 

4.3.3 結果と考察 

(1) 出水イベントの抽出 

2016 年から 2019 年まで計測しているが，2019 年は観測機器の故障による欠測値やエラ

ー値が多いため，2016 年 1 月から 2018 年 10 月に発生した出水を対象とする．その中でも

大小様々な流入量がある 2018 年の出水を中心に示した． 

(2) パイプ型とプレート型による掃流砂観測値の比較 

図 4-19，図 4-20，図 4-21 に， それぞれ 2018 年融雪期中から最初の 1 出水を抜き出し

たもの，7 月の梅雨期，9 月前半に発生した台風 21 号による出水の台風期 1 における大河

原地点の流量と全幅掃流砂量の関係を示す．▼印は洪水ピーク流量を観測した時点を示し，

それ以前を増水期，以後を減水期とする．融雪期における出水（図 4-19）では，流量の低

減に伴い掃流砂量も低減することが確認できる．一方，梅雨期（図 4-20），台風期 1（図 4-21）

の掃流砂量のピークは，流量ピークよりやや遅れるとともに，流量低減期も長時間流砂が

継続する傾向がある． 

プレート型（右岸）とパイプ型（左岸）それぞれの計測データについて詳細に示す．図 

4-22 にピーク流量が約 25 m3/s，約 100 m3/s の出水のパイプ型（左岸）による掃流砂観測値

を示す．ピーク流量が約 25 m3/s の出水規模では，流量と掃流砂量の波形は一致しており，

出水後の減水に従って掃流砂量も減っている．一方ピーク流量が約 100 m3/s の時は，流量

と掃流砂量の立ち上がりは一致しているが，流量のピークや減水期は反映されておらず，

計測値が頭打ちとなり，掃流砂量の過小評価を招いた可能性が考えられる． 

図 4-23 にピーク流量が約 25 m3/s，約 100 m3/s におけるプレート型（右岸）による掃流

砂観測値を示す．プレート型においても，ピーク流量約 25m3/s では，流量と掃流砂量の波

形は一致しており，良好に計測できている．ピーク流量が約 100m3/s の時は，パイプ型同様

に流量ピーク時の掃流砂量はやや頭打ちとなっているものの，立ち上がりは良好に反映で

きており，パイプ型よりも良好に計測できている． 

 これらのことから，小・中規模出水時はパイプ型もプレート型も良好に計測できている

が，大規模出水時にはパイプ型は観測値の頭打ち（飽和）が発生していることから，プレー

ト型の観測値の方が流砂量評価には適していると考えられる． 
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図 4-19 大河原地点における流量と掃流砂量（2018 年 3 月：融雪期）4) 

 

 

図 4-20 大河原地点における流量と掃流砂量（2018 年 7 月：梅雨期）4) 

 

 

図 4-21 大河原地点における流量と掃流砂量（2018 年 9 月：台風期 1）4) 

 

  

図 4-22 パイプ型による掃流砂計測（左：ピーク流量 25 m3/s，右：ピーク流量 100 m3/s）4) 

 
 

図 4-23 プレート型による掃流砂計測（左:ピーク流量 25 m3/s，右:ピーク流量 100 m3/s）4) 
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(3) 流砂の履歴と Q-Qs 式の提示  

図 4-24 に大河原における 2018 年の 3 出水（融雪期，梅雨期，台風期）を抜き出した流

量と掃流砂量の関係（Q-Qs 関係式）を時系列（青側（増水期）→赤側（減水期））で示す．

▼印はそれぞれの出水におけるピーク流量を記録したデータを示し，図 4-19，図 4-20，図 

4-21 中のピーク流量時点と対応している．Q-Qs 関係式から，洪水履歴が把握でき，ヒステ

リシスループは反時計回りとなり，減水期のほうが多くの土砂が流れていることが確認で

きる．一般に，ウォッシュロードは，増水期に土砂濃度が高く，減水期に低くなる時計回り

のヒステリシスループが見られることが多い 12)．これに対し掃流砂は，すでに河道内に土

砂があるか，あるいは，河岸などから削れてくるかといったように，どこに土砂供給源が

あるかによってループは変わってくる 13)，14)．小渋ダム上流では，掃流砂はどの出水期でも

反時計回りのループを示した．このことから，大河原では遅れて土砂が流れてくることが

わかる．特に年間を通して前半の出水ほど反時計回りのループが顕著であることが確認で

きた． 

2018 年の融雪期，梅雨期，台風期における Q-Qs 関係式から，それぞれを合体させ，2018

年全体としての Q-Qs 関係式を大河原地点，鹿塩地点をそれぞれ図 4-25，図 4-26 に示す．

左は出水全体で，中央・右は増水期と減水期で分けた．流量の増減とともに掃流砂量も増

減する関係が得られた．しかし，増水期と減水期で示す挙動は異なっており，図 4-24 で示

したとおり，同じ流量でも増水期より減水期のほうが掃流砂量が大きくなっている． 
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図 4-24 2018 年大河原における洪水履歴と掃流砂量（左：融雪期，中央：梅雨期，

右：台風期）4) 一部改変 

 

  

図 4-25 大河原地点における掃流砂の流入特性（左：全体，中央：増水期，右：減水

期）4) 

 

図 4-26 鹿塩地点における掃流砂の流入特性（左：全体，中央：増水期，右：減水期）

4)  

0

0.02

0.04

0.06

0.08

0.1

0.12

0 50 100 150

掃
流

砂
量

[m
3 /

s]

流量[m3/s]
0 50 100 150

流量[m3/s]

0 50 100 150
流量[m3/s]

0
0.005

0.01
0.015

0.02
0.025

0.03
0.035

0 10 20 30 40

掃
流

砂
量

(m
3 /

s)

流量(m3/s)
0 10 20 30 40

流量(m3/s)
0 10 20 30 40

流量(m3/s)

洪
水

時
系

列
 

増水期 

減水期 



76 
 

(4) 年間の季節変化による流入土砂特性 

2018 年大河原と鹿塩川の掃流砂量と流量の時系列の関係を図 4-27， 図 4-28 に示す．

SBT は梅雨期と台風期のみ運用されている．鹿塩川は，7 月の出水時以降は観測機器の故

障により欠測している．大河原のデータについて，一年間を融雪期，梅雨期，台風期に分け

ることができ，流入土砂量の比率は，梅雨期や台風期の大規模出水時が過半数を占めてい

る．一方，融雪期の出水は非洪水期であり，小さいピークの連続であるものの，総流入土砂

量は年間の約 1/4 を占めており，洪水期と同程度の無視できない土砂量であることが分か

る． 

 

 

図 4-27 流量と掃流砂量の関係（2018 年 大河原）4) 

 

図 4-28 流量と掃流砂量の関係（2018 年 鹿塩）4) 

 

(5) 無次元掃流砂量の理論式との比較 

1) 無次元掃流力と無次元掃流砂量の計算 

大河原地点における流砂量の発生レベルを検討するために，観測した掃流砂量を用いて

無次元掃流砂量を算出し，芦田道上式から算出した流砂量式（理論式）と比較した．無次元

掃流力（τ＊）を以下の式（1）により求めた． 

𝜏∗ ൌ
𝑢∗ଶ

൫𝜎 𝜌ൗ െ 1൯𝑔𝑑൘ ൌ 𝑅𝑖௘
൫𝜎 𝜌ൗ െ 1൯𝑑൘ ሺ1ሻ 

ここで，u_*^ は摩擦速度（m/s），σ は砂礫の比重（2．65），ρ は水の比重（1），g は重力

加速度（9．8m/s2），d は代表粒径（m），R は径深（m），i_e はエネルギー勾配（m/m）であ

る．代表粒径はハイドロフォンで検知することができる粒径が 2 mm 以上であるため，2 mm

とし 13)，径深には各時観測水位（m），エネルギー勾配は河床勾配を用いた．また，無次元

掃流砂量（q_b^*）は以下の式（2）により求めた． 

𝑞௕
∗ ൌ 𝑞௕

ට൫𝜎 𝜌ൗ െ 1൯𝑔𝑑ଷ൙
ሺ2ሻ

 

ここで，qb はハイドロフォンにより求めた単位幅掃流砂量（m3/s/m）である． 
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2) 無次元掃流砂量の理論式との比較と考察 

図 4-29 に 2016 年から 2018 年にハイドロフォンで計測された掃流砂量に基づく無次元

掃流砂と無次元掃流力の関係を示す（単一粒径 2mm と仮定）．また，破線は芦田道上式に

よる．融雪期，梅雨期，台風期いずれも最初の 1 出水を抜き出したものである．いずれの

年も大河原地点における無次元掃流砂量はピーク流量時近傍で，芦田道上式による平衡流

砂量と近い値を示している一方，支川鹿塩川鹿塩地点ではピーク時でも比較的低い値を示

していた．観測地点によって無次元掃流力と無次元掃流砂量の関係は大きく異なり，大河

原地点は掃流力に対して掃流砂量が多いことを示している．これは，地形的にも小渋川は

中央構造線上に位置し，土砂生産が多いため，流出土砂も他の地域よりも多いと考えられ

る． 

季節別でみると，2016 年，2017 年は梅雨期や台風期に土砂が流れやすいという同じ挙動

を示している．一方で 2018 年は融雪期の出水が最も流砂量が多くなっていることが確認で

きる．流砂量は，前後の出水はもちろん，数年かそれ以上に一度の大規模出水にも関係す

る可能性がある 13)．よって 2018 年の融雪期による出水は，2017 年の最後の台風時に流出

した土砂や，2017 年秋から春までの期間による小さな出水によって土砂生産が行われ，河

道内に土砂がたまっており，土砂が流れやすい状況を生み出していたのではないかと考え

られる． 

2017 年融雪期前は，あまり小さい出水が見受けられず，2016 年の台風による出水も小さ

かった．これらのことから，大河原地点は土砂が発生しやすく，また，土砂の発生は季節に

よって変化し，その前後の小さな出水や前年におきた出水の規模の影響を受けることが分

かった．このような洪水履歴に対する掃流砂の動態把握はダムの土砂管理上重要である 14)． 

 

図 4-29 大河原地点における無次元掃流力と無次元掃流砂量の関係（左：2018 年，中

央：2017 年，右：2016 年）4) 

 

  



78 
 

4.3.4 まとめと今後の課題 

小渋ダム上流では高度な水文・流砂観測が行われており，本研究では，掃流砂に関するパ

イプ型とプレート型両方のハイドロフォンの計測特性，また，これを用いた流量規模ごと，

季節ごとの掃流砂量の変化，さらに洪水ピークに対する掃流砂の流下特性について検討し，

以下のことが確認できた． 

・パイプ型とプレート型ハイドロフォンでは，プレート型センサーの方が大きな流量時に

も安定的に計測が可能である． 

・ウォッシュロードは流量との相関が良いが，掃流砂は流量のピークから遅れる傾向があ

る．また，減水期にも掃流砂の流下が継続しており，その原因の一つとして，河道内に豊

富な土砂が存在し，かつ，洪水後に遅れて土砂が流れ着いていることも考えられる． 

・年間の掃流砂量の比較から，現在排砂バイパストンネルの運用をしていない融雪期の出

水にも年間流入土砂量の約 1/4 がダムへ流入している． 

・小渋川における掃流砂量の発生レベルは，季節によって変化する．これは毎年同じ傾向

を示すのではなく，事前に土砂が供給されているか，直前の出水や前年の全体的な出水

規模に影響していると考えられる． 

 

今後は，これらのダム上流の土砂動態を踏まえ，さらに，バイパスゲート付近の土砂動態

の状況を見つつ，排砂バイパスの効率的な運用について検討する必要がある． 
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4.4 まとめ 

 本章では，砂防域 3 事例，ダム域 1 事例のハイドロフォンの土砂管理に利用した研究事

例を記載した． 

 砂防域のハイドロフォンの土砂管理に利用した研究事例として，富士川流域等，利根川流

域，渡良瀬川を挙げた．富士川流域等では，ハイドロフォンの観測結果より，定性的に土砂

流出状況を表現できること及び Q～Qs 曲線の履歴線から土砂流出状況とその変化を確認で

きることを示した．次に，利根川流域では，無次元掃流力と無次元掃流砂量の関係から土砂

流出量の増加傾向・減少傾向を把握すること及び前述の関係に観測地点を含む流域の河床

変動量や砂防堰堤等の堆砂状況を組み合わせて評価することで今後の土砂流出状況を定性

的に推定できることを示した．さらには，渡良瀬では，水位と掃流砂量の関係に基づき，上

流域での砂防事業の効果を確認でき，経年的にデータを蓄積することで砂防事業の事業評

価にも活用できることを示した．また，リアルタイム流砂量情報を光ファイバー網により事

務所PCで見る情報システムを整備することにより，迅速な避難情報に資することを示した． 

 ダム域のハイドロフォンの土砂管理に利用した研究事例として，小渋ダムを挙げた．小渋

ダムでは，掃流砂に関するパイプ型とプレート型両方のハイドロフォンの計測特性，また，

これを用いた流量規模ごと，季節ごとの掃流砂量の変化，さらに洪水ピークに対する掃流砂

の流下特性について示した． 

 上記の内容は，砂防域，ダム域の土砂流出状況の実態把握，砂防事業評価及びダムの SBT

運用に対する留意点等の今後の土砂管理，避難警戒情報の整備を進める上で有意義なもの

と考える． 
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第5章. ハイドロフォン以外の流砂量観測技術の土砂管理への利活用 

5.1 序説 

 本章においては，前章に示したハイドロフォン以外の流砂量観測技術を活用した土砂管

理への利活用の研究成果を示す． 

 研究成果としては，黒部川の UAV，松本砂防事務所の水位データ及び CCTV 画像の活用，

富士川流域の SAR を挙げる． 

 

5.2 黒部川の事例 1） 

黒川河川事務所では不帰谷から黒部川への土砂流出を監視するため，様々な観測が行わ

れており，そのうちの一部をここで紹介する． 

5.2.1 はじめに 

不帰谷では多くの土砂が流出し，土砂災害が今もなお発生しており，それらの流出した

土砂が本川に合流すると本川河床に堆積し，河床上昇を引き起こし，出水時には本川の流

下能力阻害となって，災害が発生する恐れがある．このため，防災・減災の観点から，不帰

谷からの流出土砂及び黒部川合流部への影響を的確に把握する必要があり，不帰谷からの

土砂流出状況，合流部の状況を適宜把握する監視手法が検討されている． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5-1 不帰谷の位置図 1) 

 

 

  

日本海 

黒部川

宇奈月ダム 

出し平ダム

黒四ダム

不帰谷

富山県 

黒部川流域
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5.2.2 監視手法 

不帰谷では，不帰谷合流部付近に設置された CCTV カメラの映像と測量及びＬＰによる

河床変動量により不帰谷からの土砂流出状況が監視されているが，より効率化させるため，

不帰谷及び不帰谷合流部付近の土砂流出状況を監視する手法の候補として，複数の手法を

調査した結果，適用可能である①UAV，②CCTV カメラ及び赤外線カメラ，③3Ｄレーザー

スキャナーが選定された．それぞれの特徴は表 5-1 の通りである． 

 

表 5-1 監視手法の特徴 1) 

監視手法 特  徴 

UAV ・上空からの河床，流路等の位置を上空から把握することができる． 
・地盤高，河床材料の調査も可能である． 

CCTV カメラ及び 
赤外線カメラ 

・河川や土砂の移動を把握することができる． 
・旋回式でカメラの向きをセットできるため，複数の撮影スポットの

定点観測が可能である． 
・赤外線カメラを利用すれば，夜間時の監視と撮影も可能である． 

3D レーザースキャナ
ー 

・地盤の空間情報（位置情報，標高）の把握が可能である． 
・設置式であり，遠隔で，出水時の計測が可能である． 

 

5.2.3 監視方法 

(1)UAV 

不帰谷合流部付近で UAV を用いた調査事例を示す． 

 UAV を用いて撮影した写真を図 5-2 に示す．図 5-2 より，地盤と流路の関係は把握する

ことが可能である．また，ヘリと比較して，準備期間が少なくコストも安価であるため，対

象範囲が小さく，徒歩でアクセス可能な箇所については，UAV での撮影は有効である． 

 

 

 

         

 

  

 

黒部川 

8 ～

洗掘

堆積

凡　 例 (m )

6 ～ 8

4 ～ 6

2 ～ 4

0 ～ 2

-2 ～ 0

-4 ～ -2

-6 ～ -4

-8 ～ -6

～ -8

図 5-2 UAV 写真撮影 1) 
図 5-3 地盤高変動図 1) 
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また，UAV を用いて撮影した写真から地盤高を算定した．算定した地盤高と平成 26 年の

測量成果の差分を用いて，地盤高変動図を図 5-3 示す．図 5-3 より，堆積箇所，洗掘箇所

を把握できる．これより，トータルステーション等を活用した測量を実施しなくても，UAV

を飛行させ，写真を撮影することにより，地盤高及び地盤高の履歴と変動が把握すること

ができる． 

 

(2) CCTV カメラ及び赤外線カメラ 

不帰谷合流部付近に CCTV カメラが設置されており，不帰谷からの土砂流出状況が監視

されている．しかし，夜間時は，照明等がないため，監視できない状況であり，また，不帰

谷合流部は環境省の国立公園内でもあるため，景観に留意する必要があり，照明等の設置

等も可能か検討を要し，制約がある． 

そのため，赤外線カメラで，夜間時の土砂流出の監視可能かどうか検討した．ここでは，

夜間に不帰谷合流部で撮影できなかったので，黒部川沿いで夜間に赤外線カメラ，ビデオ

カメラで撮影した河川の映像を図 5-4 に示す． 

図 5-4 より，赤外線カメラは夜間時でも河川の状況を把握でき監視可能であるが，ビデ

オカメラでは画像が暗く，河川の状況を把握することができないことが確認された．その

ため，夜間も含めて土砂流出を監視するためには，赤外線機能を有するカメラが有効とな

る．そこで，CCTV カメラの機種について調査すると，赤外線機能を有するものがあること

が確認され，赤外線機能を有する CCTV カメラを設置し，土砂流出を監視することが有効

であることを示した． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-4 カメラの比較 1) 

赤外線カメラ 

ビデオカメラ 

暗闇でも赤外線カメラなら撮影可能 
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(3) 3D レーザースキャナー 

設置型の CCTV を組み合わせた 3D レーザースキャナーが開発されており，遠隔から任

意の時間で地盤高を計測することが可能である．平成 25 年 7 月～9 月の期間に 3D レーザ

ースキャナーが，試行的に不帰谷合流部に設置されており，12 時間間隔で地形データの取

得が実施された．その際の写真と地形データの描画を図 5-5 に示す． 

 図 5-5 より，写真と描画は一致しており，3D レーザースキャナーによる計測は有効であ

ることが確認された． 

 また，このとき，12 時間に 1 回の割合で地盤高を計測されており，各時間の地盤高デー

タの変化から 1 出水あたりの不帰谷から供給土砂量が算出される．よって，3D レーザース

キャナーで計測すれば，定量的に不帰谷から供給土砂量と不帰谷合流部から流出した土砂

量の差分の変化を把握することが可能となる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-5 3D レーザースキャナーの観測結果 1) 

 

5.2.4 まとめ 

 本研究で得られた成果と課題を以下に示す． 

・UAV を利用すれば，ある程度定量的に河川の土砂流出状況や地盤高，地盤高変動量を

把握することが可能である． 

・赤外線カメラを利用すれば，夜間でも土砂流出状況を監視することができる． 

・3D レーザースキャナーを設置すれば，定期的かつ定量的な土砂変動量を把握するこ

とが可能である． 

  

写真 

描画 
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5.3 松本砂防事務所管内（姫川，高瀬川，梓川）の事例 2） 

 松本砂防事務所管内では，水位変化から天然ダムの形成の検知について研究し，その研

究事例を示す． 

 

5.3.1 はじめに 

近年，豪雨の発生頻度が増加し，多くの土砂災害が発生している．その中で，平成 23 年

台風 12 号により，紀伊半島において大規模な河道閉塞が形成された災害は記憶に新しい．

このため，全国の大規模な地すべり崩壊が発生する可能性のある箇所の調査や，大規模な

深層崩壊が発生した場合に検知できるシステムの検討と試行が行われてきた．しかし，未

だ有効な検知システムの開発には至っていない．国土交通省では，早期に河道閉塞の発生

を発見するため，水位・流量の変化から河道閉塞を検出する方法について検討を行ってい

る． 

松本砂防事務所でも既存の水位・流量データを用いて，「流量観測データを用いた河道閉

塞(天然ダム形成)覚知に関するデータ整理・分析の手引き(案)」3)に示された流量減少率・流

量増加率を指標として，河道閉塞が検知可能かについて検討した．また，土石流等が発生

しやすい区間では，水位計等が損傷しやすく，観測機器の維持管理の問題を抱えているた

め，CCTV カメラの画像解析を用いて水位・流量の観測が可能かを試験的に検討した． 

  

5.3.2 対象地区 

本研究では，松本砂防事務所管内の浦川，松川（姫川流域），鹿島川，篭川（高瀬川流域），

島々谷，上高地（梓川流域）の 6 地区の水位，流量データを対象に検討した．また，CCTV

の画像解析は浦川，上々堀沢の過去の映像記録を対象とした．本研究では代表例として浦

川地区等について紹介する． 

 

5.3.3 検討結果 

(1) 流量減少率を閾値とした河道閉塞検出可能区間の検討 

浦川の過去 10 カ年の流量データを用いて流量減少率を閾値として，流量別に 1 年間あた

りの出現回数を整理した．（図 5-6 参照）出現回数規模に応じて，限界距離(水位観測地点で

流量減少率を検出できる最大延長距離)，限界面積（流量減少率を検出するために必要な最

小流域面積）を算定し，河道閉塞発生検出可能区間について算定した．(図 5-7 参照)  

流量増加率について同様の整理を実施した． 
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図 5-6 流量減少時の 1 年間あたりの出現回数(浦川地区)2) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-7 河道閉塞発生検出可能区間の事例(浦川地区) 2) 

 

 

 

 

 

 

  

619.5 380.1 248.9 154.1 109.9 78.8 54.6
18.7 15.4 13.4 10.1 8.0 6.4 4.7
5.7 4.8 4.3 3.5 2.5 2.0 1.4
2.9 2.4 2.2 1.9 1.3 1.0 0.7

1.7 1.3 1.2 1.1 0.6 0.3 0.2

減少率
0.4以上

減少率
0.25以上

減少率
0.3以上

減少率
0.35以上

0m3/s以上

元流量
減少率
0.1以上

減少率
0.15以上

減少率
0.2以上

50m3/s以上
100m3/s以上
150m3/s以上
200m3/s以上

0

1

10

100

1000

出
現

回
数

0m3/s以上

50m3/s以上

100m3/s以上

150m3/s以上

200m3/s以上

水位観測所 



88 
 

(2) 水位観測施設の配置箇所の評価 

(1)の整理結果を用いて，河道閉塞発生検出可能区間に深層崩壊のおそれが特に高い渓流

が河道閉塞発生検出可能区間に含まれているか確認し，既存の水位観測地点の位置で深層

崩壊を検知できるか評価した． 

その結果，浦川地区，島々谷地区は深層崩壊のおそれが特に高い渓流を検知可能である

ため，これらの 4 地区は，既存の水位計で観測を継続するとの評価になった．しかし，松

川地区，鹿島川地区で深層崩壊のおそれが特に高い渓流を検知できないため，深層崩壊を

検知可能な新規水位観測地点について検討が必要であることを示した． 

 

(3) CCTV カメラによる水位・流量計測の適応可能性 

CCTV カメラを画像解析して，水位，流量を計測する適切な解析ソフトを選定するため，

一般民間市場調査とメーカーヒアリングを実施した．画像解析として PIV 等を用いた流速

算定は，多くの研究が報告されているが，水位と流下断面を同時に画像から解析し，流量

までの算定を一体化させたものの報告は稀有である．（平成 26 年時点の情報．なお，令和 4

年時点では数多くの研究事例あり）そのうち，A 社の解析ソフト D は水位・流速・流量の

解析が一体化となったものであり，今回の研究目的に最も条件が適合するので，この技術

を選定した．なお，解析ソフト D は，ある集合のパターンを認識し，当該集合の動きから

物体の移動方向，移動量を算定する Lucas-Kanade 法を適用している． 

 解析ソフト D の解析画面は図 5-8 のように，水位，流速，流量が表示され，画面を見な

がら確認できるため，観測結果の異常値が容易に除去できる．解析結果を図 5-9 に示す．

水位，流速，流量については，画面との変化に追随しており，CCTV 画像による視覚的な状

況とソフトの解析結果は概ね一致しており，解析結果は概ね妥当と考えられる．ただし，

一部で適切な解析結果が得られていないが，その要因の多くは画像が不鮮明，撮影当時の

スケールが不明なことによる．この点については，事前に現地踏査や機器の設定を実施し

ておけば，概ね解決されると考える． 

 

(4) 画像解析を用いた土砂管理への適用可能性 

(1)～(3)の結果より，各々の検討結果は妥当な結果が得られている．よって，CCTV カメ

ラの画像解析結果を用いて，流量減少率等を算定し，河道閉塞検出可能区間を算定するこ

とは可能であり，特に土石流等の流れが発生し，観測機器が損傷しやすい砂防領域では，

有効な手法であると考える． 
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図 5-8 CCTV 画像の解析画面 2) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-9 CCTV 画像の解析結果事例 2) 
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5.3.4 まとめと今後の課題 

本研究で得られた成果と課題を以下に示す． 

・松本砂防事務所管内の流域では，水位，流量から流量減少率，流量増加率が算定可能で

あり，河道閉塞発生検出可能区間の閾値の検討が可能であることが確認された．今後，

全国の検討結果も参考に，閾値の妥当性や精度向上，設定方法について検討することが

求められる． 

・CCTV の画像解析において，一般民間市場における技術調査から，現地データを使って

画像解析を実施したところ，水位，流量は十分に計測可能であることが確認された．今

後，画像解析による水位，流量の計測結果の精度を確認するため，水位，流量の観測が

なされている箇所で検証することが望まれる． 

・画像から水位，流速を計測するソフトは逐次開発されているため，それらのソフトを常

に調査し，特徴を把握した上で，監視地点の特性に応じたソフトを選定できるように整

理することが求められる． 

 

  



91 
 

5.4 富士川流域の事例 4） 

 富士川砂防事務所では偏光 SAR データを用いた動的土砂管理に関する研究を実施した．

その研究事例を示す． 

 

5.4.1 はじめに 

従来，河川上流からの土砂生産や土砂流下状況は，航空写真による地形判読や，縦横断測

量により推定され，ダムへの堆砂容量は，近傍ダムの堆砂実績を参考に推定されることが

多かった．また，出水中における河川内の土砂流下状況はほとんど把握できていない状況

である． 

近年，土砂の観測技術が向上し，掃流砂はハイドロフォン，浮遊砂は濁度計で直接観測が

実施されており，また衛星 SAR による分析から，渓流での河床高の経年変化をもとに移動

土砂量を推定することが可能となった． 

本研究では，富士川水系釜無川の支川である大武川を対象に，これらの観測技術で得ら

れた土砂動態に関するデータを組み合わせて，流域からの流出土砂量の推定方法の精度検

証を目的とし検証した． 

5.4.2 検討手法 

(1) 対象地点の概要 

対象となる大武川は，甲府盆地の扇頂部に位置し，富士川水系・釜無川の左支川で，本川

延長 16.4km，平均勾配 1/60 程度の急流河川である（図 5-10）．解析区間はその下流部の約

8.3km にあたる．上流域には砂岩・花崗岩類の低～中山地であり，河道内は約 50 箇所の砂

防堰堤，床固工が設置されている（図 5-11）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-10 対象箇所位置図 4) 
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図 5-11 流域空中写真 4) 

(2) 流砂量観測の実施状況 

山地河川からの土砂流出量を把握するため，2011 年から大武川第 50 床固工においてハ

イドロフォン，濁度計，水位計，浮遊砂計，埋設型土砂捕捉ピット等の観測機器による流砂

量観測が実施され，大武川第 50 床固工における年間の流下土砂量が計算により推定される

（図 5-12）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-12 観測機器の状況写真 4) 
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(3) SAR 画像解析による土砂流出状況の推定 

1) SAR 画像データと解析期間 

SAR 画像解析では，人工衛星に搭載した合成開口レーダー(Synthetic Aperture Radar)より，

マイクロ波を地表面に斜めに照射し，地表面からの後方散波を受信することで取得した画

像データを用いて，隣りあった 2 回の観測画像の干渉解析によりその間に生じた地表変動

量が求められる．これは，天候や昼夜に影響されることがなく，全天候の観測が可能であ

る．衛星画像の諸元を表 5-2 に示す．解析に用いた資料は表 5-3 に示す． 

表 5-2 衛星の諸元 4) 一部改変 

 
 

表 5-3 解析に用いた資料一覧 

使⽤衛星 ALOS-2 PALSAR-2 

地図判読 地理院地図（電⼦国⼟ Web） (https://maps．gsi．go．jp/) 

流砂観測 ⼤武川第 50 床固⼯右岸ハイドロフォン（L=2．0m）の観測値より算定 
 

2)対象範囲，解析手法 

日本上空を通過する衛星 ALOS-2 より取得した以下の衛星画像 9 枚を用いて，隣同士の

ペアで計 8 期間（①～⑧）（表 5-4 参照）の画像干渉解析を行い，大武川第 50 床固上流の

約 8km 区間の河床変動量を求めた． 

SAR 画像で河道の確認が可能で，河幅は最小解像能(3m)の 5 倍以上を有し，下流端の流

砂量観測が実施されている大武川中下流区間を対象とし，偏光 SAR 解析を行った．河道部

の土砂移動量の算出にあたっては，常時変位がない河川横断物（橋梁，堰堤等）の範囲を取

り除き，ブロック設定（Block1～Block58 区分）を行い，さらに各ブロックを 5m×5m のメ

ッシュに細分化した．図 5-13 に示す手順で SAR 画像データの干渉解析を行い，各メッシ

ュの 2 画像の間に発生した河床高の変化から移動土砂の体積変化を求めた（図 5-15，表 5-5

参照）． 
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表 5-4 SAR 画像を用いた解析期間 4) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 5-5 SAR 画像解析による土砂移動量 4) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-13 SAR 画像解析による変位算出フロー4) 

 

地図判読では，地理院地図の 1／2.5 万スケール相当を活用した． 

 

番号 
解析期間 ○出水期 

△一部出水期 from to 

① 2014/09/19 2014/11/28 ○ 

② 2014/11/28 2015/04/03 － 

③ 2015/04/03 2015/06/26 △ 

④ 2015/06/26 2016/03/18 ○ 

⑤ 2016/03/18 2016/06/24 △ 

⑥ 2016/06/24 2016/11/25 ○ 

⑦ 2016/11/25 2017/03/03 △ 

⑧ 2017/03/03 2017/06/09 △ 

番 

号 

解析期間 期間 

（日数） 

SAR 解析による 

土砂変化量 Vs(m3) from to 

① 2014/09/19 2014/11/28 70 9743.98 

② 2014/11/28 2015/04/03 126 -5361.75 

③ 2015/04/03 2015/06/26 84 1840.07 

④ 2015/06/26 2016/03/18 266 -21229.55 

⑤ 2016/03/18 2016/06/24 98 9752.34 

⑥ 2016/06/24 2016/11/25 154 1599.06 

⑦ 2016/11/25 2017/03/03 98 -648.32 

⑧ 2017/03/03 2017/06/09 98 9596.02 

   ①初期干渉画像作成（インターフェログラム生成） 

  ②軌道縞と地形縞の除去 

  ③ノイズフィルター（コヒーレンス画像作成と干渉画像のフィルタリング） 

  ⑤精密軌道補正（アンラップされた位相情報を高さ（または変位）値に変更） 

  ④フェーズアンラップ（位相アンラッピング） 
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図 5-14  調査地域の平面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-15 ブロック分割と干渉解析結果イメージ図 4) 

 

3) SAR 画像解析結果 

隣り合った SAR 画像を用いて図 5-13，図 5-15 示す方法で干渉解析を行い，画像の間に

発生したメッシュごとの地盤高さの変化を求め，「メッシュ面積(si)×平均高の変化量(Δhi)」

より各メッシュの体積変化量(Δvi=si×Δhi)を算出し，これらを集計してブロックごと，そし

て全区間の累計土砂移動量を求めた． 

以上の方法で算出した河床高変動量(ブロック平均)の縦断図を図 5-16 に各解析期間(①

～⑧)における土砂移動量及び区間内における土砂変動量の経年変化を図 5-17，図 5-18 に

示す． 

以上の結果によると，対象期間によって，河床上昇（堆積）と低下（洗掘）が見られるが，

基本的には，大きな出水（台風）が発生した期間には，河道内に堆砂し，その後に出水がな

ければ，土砂が徐々に流出し，河床低下していく傾向が認められる． 

また，2014 年 9 月から 2017 年 9 月にかけて，対象区間では，出水によって土砂量が増減

することはあるが，トータル的には大きな変動がなく，平衡状態を保っていることがうか

がえる． 
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図 5-16 各解析期間の河床高変動量縦断図 4) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-17 各解析期間における土砂移動量 4) 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-18 河道内土砂収支経年変化 4) 
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5.4.3 流砂量観測結果と SAR 画像解析結果による土砂収支の比較 

(1) 結果比較とその考察 

SAR 画像解析と同じ期間内で検討区間の下流端に設置した流砂量観測装置（ハイドロフ

ォン，濁度計，水位計）より観測・換算した移動土砂量（掃流砂＋浮遊砂）と SAR 画像解

析により求めた土砂移動量の比較を表 5-6 と図 5-19 に示す． 

出水期にかかる期間①，③，⑤，⑧は，区間内の土砂収支はプラス（堆積）であり，上流

からの土砂供給があったと推測される．また，非出水期にあたる②，⑦期間は，流入量に比

べて流出量が多く，区間内の土砂収支は少しマイナス（洗堀）になっている．また，出水

期，非出水期を跨っている④期間は，出水期の流入と非出水期の流出の両方の影響を受け

るため，結果的には土砂収支はマイナスになっていると考えられる． 

次に，SAR 解析による上流区間内の土砂変動量とハイドロフォンによる観測した下流端

流出土砂量の相関を図 5-20 に示す．区間内で洗堀傾向を示す期間（上流の土砂供給が少な

い期間）のみ着目すれば，SAR 解析結果とハイドロフォン等による観測値一定の線形関係

を示すと推測される． 

ただし，今回の検討での問題は SARの河床高をとらえたデータの期間が少ないことから，

出水期と非出水期にまたがったものや，2 出水を含めた河床高の変化をとらえたものであ

ったため，完全に正確に堆積と洗掘の状況を表現出来なかったが，傾向をとらえることが

出来た． 
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表 5-6 SAR 画像解析とハイドロフォン等による観測結果の比較 4) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-19 SAR 画像解析とハイドロフォン等による観測結果の比較 4) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-20 SAR 画像解析とハイドロフォン等による観測結果の相関 4) 
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5.4.4 まとめ 

本研究では，検証できる期間が短く，出水イベント（出水直前，直後）に合わせて撮影さ

れた SAR 画像がないため，厳密な解析・検証が困難であったが，以下のことが示唆される． 

1)隣り合った偏光 SAR 画像の干渉解析により，河床部の微地形の変化を捉えることが可能

であり，現地での測量作業が困難な山地河川における河道内堆砂や河床浸食などのマク

ロな土砂移動状態を把握することが出来る． 

2)データ解析では，SAR 解析による算出した土砂移動量とハイドロフォン等による流砂量

観測結果の間で明確な相関性が確認出来なかったが，これは活用出来るデータの期間が

不足することに加え，ハイドロフォンによる観測流砂量は，川幅約 170m の河川の側岸

の傍に設置されたハイドロフォン（L=2.0m）データから算出された値であり，川幅全断

面の流砂量を求めるには精度的に課題があることなどが挙げられる． 

3)これら 2 つの流砂量観測方法は，SAR ではマクロな動的な土砂移動量が把握出来てお

り，上流域での土砂発生イベントを遠隔で把握するには十分な情報量を与えてくれる．

一方，ハイドロフォンはリアルタイムでの掃流砂移動土砂量がわかり，濁度情報などと

組み合わせれば，大まかな移動土砂量がリアルタイムで把握できる．これらの 2 つの土

砂動態を把握する観測方法を併せて解析することで，その河道の土砂の動きが概ね把握

できる． 

4)動的土砂管理とは「上流の河道を動的に監視することにより，河道内土砂移動現象の次

の予測が出来る」ということであり，ハイドロフォン，SAR を使えば時間軸はそれぞれ

違ってはいるが，過去，現在の土砂の動きを捉えて将来を予想して土砂管理が出来る．

土砂動態を予測出来ることで下流での避難等の備えが出来る．例えば土砂 BP の操作や

ダム等の土砂管理，洪水操作等への活用も出来る．洪水時の避難情報やリスク管理，ダ

ム排砂操作への活用など，洪水時の土砂動態を知ることで土砂の動的管理の途が拓ける

ことが明らかになった． 
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5.5 まとめ 

本章では，黒部川における UAV 等，国土交通省北陸地方整備局松本砂防事務所の水位デ

ータ及び CCTV 画像の活用，富士川流域における SAR の流砂量観測技術を活用した土砂管

理への活用等の研究成果を述べた． 

 黒部川では，UAV を利用することで定量的に河川の土砂流出の状況や地盤高，地盤高の

変化を把握することが可能で，赤外線カメラを利用することで夜間の土砂流出を監視する

ことができて，3D レーザースキャナーを設置し観測することで定期的かつ定量的に地盤高，

土砂変動量を把握することが可能であることを示した． 

 松本砂防事務所の水位，流量データを用いて流量減少率，流量増加率が算定可能であり，

河道閉塞発生検出可能区間の閾値が検討可能であることも示した．また，ＣＣＴＶカメラの

画像解析から砂防領域においても，水位，流量の計測が可能であることを示した． 

 富士川流域では，偏光 SAR 画像の干渉解析により，河床部の微地形の変化を捉えること

が可能であり，現地での測量作業が困難な山地河川における河道内堆砂や河床侵食等のマ

クロな土砂移動状態を把握することが可能であることを示した． 

 上記の内容は，ハイドロフォン以外の流砂量観測技術も十分に土砂管理に活用できるこ

とを示している成果である．そのため，本研究ではハイドロフォンの利活用をメインにおい

ているが，他の流砂量観測技術の利活用についても積極的に研究に取り組むことが期待さ

れる． 
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第6章. 土砂管理の観点からの事業評価手法の提案 

6.1 序説 

 本章においては，土砂管理の観点からの事業評価手法の提案に向けた研究成果を示す． 

現在，総合土砂管理が各河川で実施されており，課題に対する対策が検討されている．た

だし，これらの対策による効果を便益として評価した事例は治水以外では少ない． 

ここでは矢作ダムの土砂バイパス（以降，土砂ＢＰと示す．）を対象に治水以外の項目も

堆対象として，総合土砂管理の観点からの B/C を検討した研究事例を示す． 

 

6.2 土砂管理の観点からの事業評価手法の提案 1），2） 

6.2.1 はじめに 

矢作ダムでは，流砂系の総合土砂管理の一環として，土砂 BP を使った排砂計画が進めら

れている．ダムからの排砂では，貯水池容量の維持管理による長寿命化ばかりでなく，ダム

下流河川区間も含めて，事業実施によるメリットとデメリットの両面に留意する必要があ

る．メリットには土砂還元による河川や海岸の環境改善効果や，土砂資源リサイクル利用の

促進等があり，デメリットには，土砂の流下・堆砂による下流河道の治水・利水機能への影

響や下流のダムや堰への土砂堆積による維持管理コストの増大などの課題が想定される．

今後，これらの予測と影響評価等をいかに進めるかが課題である． 

本研究では，①矢作川下流域，②三河湾海浜域までの 2 ケースで，矢作川流砂系全体の総

合土砂管理の費用便益評価を試みた．また，矢作川では，河川への土砂還元に加えて土砂資

源リサイクルの促進も重要と考えられる．研究当時は，土砂資源としての有効利用について，

ダム下流の越戸ダムエリアに設置された排出土砂の仮置き場（ストックヤード）を設置し，

民間事業者が参画した形で矢作ダムの排出土砂の有効活用に関する社会実験が実施されて

おり，利用者に対してアンケート調査等により，土砂資源リサイクルの実施可能性，有効性

の分析と，実施上の課題についても考察を行った．さらに，ストックヤードを使った土砂マ

ネジメントにより，土砂資源の有効利用について，経済的に最適化するシステムの構築につ

いても考察を試みた． 
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図 6-1  流砂系総合土砂管理の体系 1） 

6.2.2 矢作ダム土砂 BP 事業の概要と効果（2010 年時点での計画（案）） 

矢作ダムには年間平均約 30 万 m3の土砂が流入しており，特に平成 12 年の恵南豪雨（東

海豪雨）では，貯水池内に約 280 万 m3 もの堆砂が発生した．そのため，ダム機能の健全性

を保ち，貯水池の長寿命化を図るために，早期に堆砂対策の実施が望まれ，洪水時に排砂す

るための土砂 BP が計画されている． 

矢作川は従来，砂河川であるが，現在は矢作ダムへの流入土砂量の年間平均約 30 万 m3 の

うち掃流砂・浮遊砂の約 25 万 m3 がダム湖に捕捉されて堆砂し，細粒分のウォッシュロー

ド約 6 万 m3 が洪水吐きなどを通じてダム下流へ流下している状況である（図 6-3）．土砂

BP 完成後は，BP を通じて砂分を中心に年間約 20 万 m3 が新たに下流に供給され，矢作川

本来の流砂環境の回復が期待される． 

土砂 BP 完成後は，土砂 BP を通じて砂分を中心に年間平均約 25 万 m3 の土砂が新たに下

流に流下することになるが，ダム下流には発電ダム等の利水施設があり，また，漁業や水辺

を利用したレクリエーションなどの河川利用が進んでおり，下流河川環境への影響や利害

関係者との調整等の課題がある．そこで，流域全体を俯瞰した最適な土砂マネジメント手法

の確立と総合土砂管理の観点からの経済評価分析が必要である (図 6-2，図 6-3 参照) ． 

 例えば，ダム貯水池に捕捉される土砂を，ダム下流に還元することにより，ダム貯水池の

堆砂を減少させ，貯水池機能の長寿命化をもたらす効果があるが，効果はそればかりでない．

下流河川においてもダムにより抑止されていた土砂が再び供給され，ダム建設前の大小の

玉石や砂礫，細粒分まで含めた混合砂礫の供給が復活し，河川環境がダム建設前の状態に次

第に近付く可能性がある． 

これらの効果を確認するために，全国の幾つかのダム，河川では，流砂系河川における土

 

①掘削

②運搬

③土砂バイパス

④下流施設
2次コスト

⑤環境対策
(トラック運搬等)

①ダム長寿命化

③海浜環境改善
(海岸侵食対策・
沿岸域環境改善 )

④土砂資源リサイクル
(骨材etc)

②河川環境改善
（景観・生態系・水質）

様々な制約条件の下で、土砂マネジメント効果の
最大化、全体最適を図る

　　：対策コスト

　　：対策による効果・効用

⑥維持管理
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砂循環を回復させるための対策が行われており，ダム管理者自らがダム湖に堆積した土砂

を掘削・運搬し，下流河川に置土して，洪水時に土砂が流れるようにしておき，洪水で土砂

還元後の効果のモニタリング調査を行い，土砂還元による効果の計測を行っている．その調

査によれば，土砂の細粒分を補給することによりクレンジング効果が見られること，砂河床

を好む底生生物が増加すること等が確認されている． 

矢作ダムでも，このような動きを受けて置土実験，覆砂実験によるモニタリング調査が行

われており，年に 2,300 から 6,000m3の置土からの土砂還元や覆砂実験で土砂還元による河

川環境改善効果が計測されている． 

このように，土砂バイパスは，貯水池機能の長寿命化だけでなく，土砂供給による河川環

境の改善効果や土砂資源リサイクルの視点においても有意義なものである． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-2  矢作川流域の土砂還元に関わる主な施設 1)2) 

※堆砂率は平成 24 年時点の値である． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-3 矢作ダムにおける土砂収支と土砂 BP の効果 1）2) 

 
矢作ダム

矢作ダム（1971年(S46)建設）

矢作第二ダム（1971年(S46)建設）

笹戸ダム（1935年(S10)建設）

百月ダム（1926年(T15)建設）

阿摺ダム（1934年(S9)建設）

越戸ダム（1929年(S4)建設）

堆砂率：10%

堆砂率：70%

堆砂率：30%

堆砂率：30%

計画堆砂量に対する堆砂率：100%

矢作ダム

越戸ダム

明示用水
頭首工

三河湾

明治用水 

頭首工 
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6.2.3 土砂マネジメントの必要性 

（1）土砂マネジメントの概要 

矢作ダム土砂 BP の効果を計測する．その場合の効果には，図 6-4 に示すように，ダムを

通過するようになった土砂の新たな行き先として，河道への供給（土砂還元）と資源リサイ

クルの両者の組み合わせを考慮する必要がある．土砂 BP 無しで，これをダム湖からの掘削

とトラック運搬で実現しようとすれば，点線で示されるように多くの走行距離を運搬し，

CO2 を多量に排出する．土砂 BP が供用されれば，河道を通じて年間平均約 20 万 m3 の土砂

が流下し，河道内の好適な流砂環境が回復されるとともに，資源リサイクルの観点からは，

需要地までの運搬距離が減少し，コスト面，運搬環境面からも有利となる．なお，土砂の流

下に伴って，局所的に河道へ堆積して河床高が上昇することも想定されるが，ここでは，河

道の流下能力から判断した維持河床高を設定し，これを超過する分のみの維持掘削を経年

的に行うものとした． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-4 矢作川における総合的な土砂マネジメントのイメージ 1) 

 

矢作ダムでは土砂 BP が計画されているが，事業評価には土砂 BP の建設費，維持管理費

に加え，下流の発電施設や治水機能への影響に対して維持掘削等の対策費や，堆砂した土砂

の掘削費，運搬費，CO2 などの環境対策費などが発生する．一方，効果，便益としてはダム

長寿命化便益，河川，海岸域における環境改善便益，土砂資源リサイクル利用便益などがあ

り，それらは，それぞれトレードオフの関係にあることから，ここでは，例えば，環境改善

のためには何処にどれだけの土砂が必要で，その費用と効果はどれくらいか，また，土砂の

ストックヤードはどの位置に，どれくらいの規模で設置するのが経済的に効果的で最適か

など，土砂マネジメントによるダムからの排砂土砂の調整により，トータルコストとトータ

ル便益，その結果としてのコストパフォーマンスが変化する．このため，矢作ダムの土砂 BP

 

60.0km

67.5km

120.0km

7.5km

16.5km67.5km

※）KとMは越戸ダムから供給される土砂量のうち河川への還元量
　　５万m3を差し引いたもの

※）運搬距離は、直線距離の1.5倍と仮定した

土砂資源リサイクル
540円/m3

輸送土砂量Ｋ万 m3

土砂還元　ＢＲＥ円

輸送土砂量5万m3

養浜　ＢＣＥ　円

輸送土砂量Ｍ万 m3

トラック運搬

土砂バイパス

沿岸域

越戸ダム
矢作ダム
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の設置，運用にあたっては，排砂土砂の扱いや，土砂の配分を如何にするかという土砂マネ

ジメントを最適化することが重要となる．また，そのために必要となる土砂の仮置きストッ

クヤードの配置位置，規模なども，コストや便益に大きく影響してくるので重要である． 

富田らは，矢作川流域をモデルに，矢作ダムの土砂 BP 設置による河川及び海岸域の環境

改善効果を，CVM とコンジョイント分析を行って費用便益計算に組み入れるとともに，ダ

ムからの排砂により発生する各種の対策費用についても推定計算を行い，土砂 BP の設置に

よる費用便益計算による事業評価を行った．さらに，流域全体の総合的な土砂マネジメント

を考えた時に，治水，利水機能と環境保全とはトレードオフの関係にもあるが，これら機能

を保全しつつ，河川環境改善利用と土砂資源のリサイクル利用とのアロケーション・バラン

スはいかに行うべきか，また，土砂資源リサイクル面からは，どの位置から土砂を掘削し，

どこに運搬しどのように利活用するのが経済的に最適か等について考察するため，越戸ダ

ム付近にストックヤードを設けて自由に土砂の運び出しを認め，その利用業者に対しアン

ケートによる追跡調査を行って，土砂資源リサイクル利用と河川，海岸域の環境改善のため

の利用に関して，最適化の可能性について考察を行っている． 

以上，これらを総合的に考えあわせ，経済的に最適となる土砂マネジメントについて検討

する必要があるが，検討にあたっては，LCC の期間を何年間にするか，各費用と便益項目

に何を選定するか，制約条件としての治水，利水機能上の制約はどうするか等を考慮し，地

勢的，社会的条件等からの制約等も考慮しなければならない． 
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6.2.4 土砂マネジメントの経済評価 

 ここでは，①ダム直下流域（豊田市区間），②三河湾海浜域までの 2 ケースで経済評価を

実施した． 

(1)経済評価の基本的考え方 

１）ダム直下流域 

土砂移動の位置関係と輸送手段を図 6-4，表 6-1 のとおり，「土砂 BP を建設した場合」

と，土砂 BP を建設せずに「トラック運搬による場合(土砂 BP なし)」の 2 ケースについて，

費用便益評価を行って比較した．その際に実施する下流河川への土砂還元量は，土砂 BP 建

設後の将来における下流河川各区間の治水・利水施設への経時的な影響や，河床高，平均粒

径の変化の予測値から河川環境の改善効果，影響等を考慮し 5)，著者らが適切と考える土砂

量として 5 万 m3/年を設定した．そして，残りの土砂を土砂資源リサイクル利用と海岸養浜

利用にわけるものとし，矢作ダム下流における土砂管理のトータルシステムとして，費用対

効果が最大(最適)となる状況の検討を行った．具体的には，便益の総和の最大化とトータル

コストの最小化，あるいは B/C，B－C などから全体最適となる状況を勘案して評価した． 

表 6-1 総合土砂管理における経済評価項目 1) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

土砂バイパスあり トラック運搬のみ

ダム堆砂の掘削費（CD） △ ◎

運搬費（CT) △ ◎

土砂バイパス建設費（CB) ◎ ―
下流施設２次コスト

（発電ダム対策）（CP)
◎ ―

環境対策費 (ダンプ運搬等)
（CE)

○ ◎

維持管理費(CM) ◎ ○

ダム長寿命化（BR) ◎ ◎

河川環境改善（BRE) ◎ ○

海浜環境改善（BCE) ○ ○
土砂資源リサイクル

（BA)
○ ○

※◎：影響大、○：影響あり、△：影響小

費
用

便
益
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２）三河湾海浜域 

土砂マネジメントのモデルは，土砂 BP が完成後の矢作川をイメージした．(図 6-5)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-5 矢作川の土砂 BP 完成後の土砂の移動・掘削運搬モデル 2) 

 

土砂 BP 完成後は，図 6-5 に示すように，ダムを通過するようになった土砂の新たな行き

先として，河道，海浜への供給（土砂還元）と土砂資源リサイクルの両者の組み合わせを考

慮する必要がある．一方，土砂 BP 無しの場合，これをダム湖からの掘削とトラック運搬で

実現しようとすれば，点線で示される長い走行距離を運搬し CO2 を多量に排出する．土砂

BP が供用されれば，河道を通じて年平均約 20 万 m3 の土砂が新たに流下し，好適な流砂環

境が回復されるとともに，資源リサイクルの観点からも，需要地までの運搬距離が減少し，

コスト面，運搬環境面からも有利な状況となる．一方，土砂の流下に伴って，局所的に河道

堆積が発生して河床高が上昇することも想定されるが，ここでは，河道の流下能力から維持

河床高を設定し，これを超過する分のみの維持掘削を経年的に行うものとした．また，河道

環境の改善に必要な土砂量として，河床変動高，粒径の変化予測などから，越戸ダム下流へ

1.5 万 m3，明治頭首工下流へ 1.5 万 m3，河口・海浜へ 2.9 万 m3 を還元し，骨材利用等の土

砂資源として 4 万 m3 を活用するものとした．その際に，再利用のための一時保管，調整の

ためのストックヤードとして，越戸ダム付近に 8.4 万 m3以上の規模のものが必要となる． 

なお，矢作ダムでは既に民間事業として 3 万 m3 の掘削と骨材利用がなされているが，こ

れについては今回のモデルには含めていない．これらの条件を加味して「土砂の移動・運搬

モデル」を構築した．（図 6-5） 

 

  

 

骨材利用等 
①：4万 m3 

矢作ダム 

笹戸ダム 

百月ダム 
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ストックヤード 
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アユ：細粒分は除く× 

環境改善 
1.5 万 m3 

河川環境 
②：1.5 万 m3 

河口・海浜 
③：2.9 万 m3 

8.4 万 m3+α 
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8.4 万 m3 

堆積土砂採取（土砂 BP あり） 

トラック運搬（土砂 BP なし） 

有効利用 
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(2)費用(コスト)および便益（ベネフィット）の算定 

 総合土砂マネジメントの経済評価を行う際の評価項目は，①土砂 BP があるケースと，②

トラック運搬で土砂運搬するケースの 2 ケースで整理し比較した．インフラ整備における

経済評価は，費用（C）と，それにより得られる便益（B）を算出し，費用便益比（B/C），

または差額(B-C)により行うと多い．矢作ダムのような既に供用開始してから多くの年月が

経過している事業では，これまでの事業費や効果を除き，現時点において当該事業を実施し

た場合の経済評価を行い，事業実施の費用対効果を求めて経済評価することが実用的であ

ることから，現時点からの評価(リアルオプション)で，評価期間はダムの施設寿命を考慮し

て 100 年間，割引率を 4%とした． 

評価項目等は以下の通りである． 

1)評価項目 

・費用の算定 

土砂 BP の建設費，維持費に加え，土砂が下流河道に現在より多く供給されることによる

発電ダム減電対策費，矢作ダム，発電ダム等からの土砂掘削費，ダンプ運搬費，それらによ

る CO2 に対する環境対策費を計上した．ストックヤード整備費等については，事業主体，

経営方法など具体が決まってから考慮する． 

・便益の算定 

土砂 BP によりダムの貯水容量が計画レベルに保たれ，洪水カット量の減少が回避される

ことによる治水便益をダム長寿命化便益として計算した．(図 6-6，図 6-7) 

また，河川環境改善効果については，CVM・コンジョイント分析で行い，矢作川下流域

から三河湾海浜域までの矢作川流砂系全体を対象とした．土砂資源リサイクルによる便益

については，現在，越戸ダム付近で排出土砂を仮置き場において民間事業者を対象に，矢作

ダム排出土砂の利用実態調査を行っており，その結果から取引価格，用途，運搬場所等を分

析し，より現実的な土砂資源リサイクル便益を算出した． 

2）土砂マネジメントの目標 

ダム貯水池からの排砂により「ダム長寿命化」を実現しつつ，下流の河川環境，海浜環境

の改善や土砂資源リサイクルの促進等により流域全体として便益の最大化，費用の最小化，

費用対効果が最大(最適)となる状況を目指した．これらにより，土砂マネジメントは流域と

しての全体最適な状態を目標とする． 
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図 6-6 ダム長寿命化便益のイメージ 2) 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-7 長寿命化（堆砂の排除）による便益 2) 
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(3)河川環境改善効果の算定 

1）CVM・コンジョイント分析調査の実施 

河川等の環境改善効果は CVM で算出し，国土交通省の事業評価で標準指定されている方

法を用いて住民の支払意志額（WTP）を求めた．また，同時にコンジョイント分析は，住民

がどのような環境改善要因を評価しているかを把握し CVM を補完し，土砂マネジメントに

活用するために行った．  

土砂還元の効果に関する CVM 調査はこれまで事例がないので，調査をより適切なものと

するために，ダム周辺地域で性別・年齢が様々な任意の 19 名を対象に CVM，コンジョイン

ト分析の予備調査を行った．予備調査ではデータのばらつきがないか，土砂還元の効果につ

いて説明書で正しく適切な理解が得られているかどうか，偏った回答や異常な回答がない

か等を確認し，本調査の質問票を見直した． 

CVM 調査を実施するにあたり，調査対象範囲は以下のように設定した．排砂による影響

範囲は矢作ダム下流地域と考えられるが，過去に類似地域で実施した CVM 調査で，アンケ

ートにより把握した河川利用と距離との関係が，家との距離が約 10km を超えると利用割合

が低下しているので，土砂還元による流砂量の増加が顕著な区間を矢作第二ダムから越戸

ダム区間と想定し，そこから概ね 10km の範囲に入る豊田市域（10km を超える旧下山村を

除く）をアンケート配布地域とした． 

必要標本数は旧下山村を除く豊田市域の世帯数 153,539 世帯に対し（母数），CVM 指針４）

に記述されている方法によると信頼度 95％，絶対精度 5％の場合の必要標本数は 383 票と

なる．CVM は多段階（5 段階）二項選択式，コンジョイント分析はカード選択４問であり，

過去の事例より回収率 30％，有効回答率 60％と想定して，アンケート配布数を 1,000 通と

した． 

アンケート票は，事業効果シナリオ，効果期待設問，CVM 支払意志額設問，賛同理由，

反対理由，コンジョイント分析の説明因子及び回答方法の説明，説明因子のイメージ，コン

ジョイント分析の設問，回答者属性より構成した．CVM の事業効果シナリオは，土砂還元

による下流河川の環境改善効果（ヨシ原の回復，砂河原の回復，水遊び場の創出，生態系の

保全）とし，コンジョイント分析では，さらに，水質・水の濁りを加えた５つの説明因子に

ついて，現状維持を含む３水準を提示した．WTP 設問は，国土交通省の事業評価で標準指

定されている方法 4)とし，支払い形態は負担金，回答方式は多段階二項選択方式，段階数は

標準の 7～8 段階から予備調査結果を踏まえて 100 円，200 円，500 円，1,000 円，2,000 円/

（月・世帯）の 5 段階に縮約した．CVM 支払意志額は，ランダム効用モデルを用い，誤差

項が Gumbel 分布に従うと仮定してロジットモデルを適用し，指針 3）で推奨されている平均

値を用いた． 

次に，コンジョイント分析調査についても，予備調査の状況から調査方法の見直しを行っ

た．予備調査の結果をみると，CVM で支払意志額（WTP)が 2,000 円を超える回答がなかっ

たが，コンジョイント分析では CVM での支払意志額と乖離して大きな金額を選択している
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回答をしているものがあったので，これらを本調査では補正して，設問票の最高額を 3,000

円から 2,000 円に見直して実施した．その結果は，表 6-4 の通りであり，これについても，

各項目の限界支払意志額（WTP）は，予備調査とほぼ同じ傾向が得られている． 

ア）ダム直下流域 

本研究では，豊田市域（旧下山村を除く）の 153,539 世帯から電話帳で乱数表から 1,000

世帯をランダムに抽出して郵送にて調査を行った．その結果，発送から 2 週間の締め切り期

間の間に 472 通と言う高い確率の回答を得た．その中から「バイアス排除」の設問として設

けた，「土砂 BP により水が綺麗になるから」，「川の水の量が増えるから」等の，土砂 BP に

よる効果がないにもかかわらず誤認して支払意志額回答をされた無効回答を排除し，有効

回答 336 名（有効回答率 71％）について支払意志額の推定を行った． 

イ）三河湾海浜域 

本研究では矢作川下流域と海浜域を対象に調査を行った．必要標本数は CVM 指針 3）に

記載されている方法で，信頼度 95％，絶対精度 5％の場合の必要標本数を確保し，CVM は

多段階（5 段階）二項選択式，コンジョイント分析はカード選択４問であり，過去の事例よ

り回収率 30％，有効回答率 60％と想定して，アンケート配布数は，それぞれ 1,000 通を郵

送配布・回収を行った(表 6-2)． 

アンケートの回収率は，河川環境 46．9％，海浜環境 46．3％と H21 年度と同様に５割近く

の高い回収率であり，住民の方々が，土砂供給に対して高い関心を持っておられることが読

み取れた．ここから無効回答やバイアス回答を排除し，有効回答票（河川環境：228 票，海

浜環境 314 票）をもとに分析を行った（表 6-3）． 

表 6-2 アンケート対象地域 2) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※2011．5．29 論文投稿時の世帯数 

 

 

 

市町村名 世帯数

岡崎市 128,457

碧南市 24,060

刈谷市 55,093

安城市 60,854

西尾市 34,438

知立市 25,263

高浜市 14,537

一色町 6,734

三好町 18,985

合計 368,421

市町村名 世帯数

岡崎市 128,457

碧南市 24,060

刈谷市 55,093

安城市 60,854

西尾市 34,438

知立市 25,263

高浜市 14,537

一色町 6,734

吉良町 6,425

幡豆町 3,718

幸田町 11,634

三好町 18,985

合計 390,198
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表 6-3 アンケート回収率と有効回答率 2) 

 

 

 

 

 

2）WTP 算定 

 1）の結果に基づき，ダム直下流域，三河湾海浜域の WTP を算定した． 

ア）ダム直下流域 

a)CVM 

CVM の設問では 5 段階の金額提示を行ったので，サンプル数は 1,680 票となり，信頼度

95％が 383 票であることから十分なデータが得られた．CVM の支払意志額は，指針 3）にお

いて一般に推奨されている「平均値」を採用し，図 6-8 に示す通り 317 円/(月・世帯)とな

り，予備調査の結果である 329 円/(月・世帯)とほぼ同様な値が得られた．これより，年便益

は，年便益＝CVM 支払意志額×豊田市域の世帯数×12 ヶ月＝317 円×153,539 世帯×12 ヶ月≒

584,000,000 円/年となった． 

なお，WTP 賛成率の推定曲線で，0 円での賛成率は今回計測していないので，このデータ

から全員が土砂還元に賛成しているとは言えないが，WTP 推定曲線より，住民が受け入れ

る代表値として WTP 平均値を算出した．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-8 CVM の結果（317 円/（月・世帯））1) 

  

 項目 配布数 回収数（率） 有効回答数（率） 

河川環境 1,000 469（46.9％） 228（49％） 

海浜環境 1,000 463（46.3％） 314（68％） 

参考：H21 上流河川環境 1,000 472（47.2％） 336（71％） 
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b)コンジョイント 

コンジョイント分析では，排砂による影響による変化項目や過去の矢作川の状況とその

現在に至るまでの変遷，置土，覆砂実験におけるモニタリング調査結果等も考慮して説明因

子を設定した．ここでは，土砂還元による効果(便益)について，どのような要因を重視して

限界支払意志額を決定したのかを判別することが可能であり，その結果では「生態系の保全」

と「水遊び場」，「水質（濁りの改善）」への期待が大きいことがわかった．すなわち，土砂

BP による土砂の河川還元による砂河原の復元そのものより，生態系の保全や，水遊び場等

のレクリエーション利用に効果があると住民が判断していることがわかる．また，「水質（濁

りの改善）」に対して住民の意識は高く，土砂管理と河川水質管理の関係を明確にしていく

ことが重要であることが示唆される． 

表 6-4 コンジョイント分析の結果 1) 

 

 

 

 

 

＊）年便益は豊田市域(旧下山村除く)15.3 万世帯を想定した 

 

  

項目 限界支払意志額[円/(月・世帯）] 年便益（円/年）

水質 163 300,129,610

ヨシ原 106 196,161,047

砂河原 22 40,527,801

水遊び場 162 298,160,840

生態系 194 356,640,252
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イ）三河湾海浜域 

a)CVM 

アンケート有効回答者 228 名の回答から，推定モデルを用いたパラメトリック法により

ＣＶＭ提示金額に対する賛成曲線を推定した結果，矢作川下流域におけるダムからの排砂

に対する支払意志額ＷＴＰ(平均値)は，1 世帯当たり 378.2 円／月であった（図 6-9）．これ

は，H21 年度に実施したダム直下流域の（豊田市域対象）のＷＴＰ317.4 円より約 60 円高い

結果であり，下流域の方が土砂還元に対する期待がやや強いものと推定される． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-9 矢作川下流域の河川環境改善へのＷＴＰ推定結果 2) 

 

b)コンジョイント 

コンジョイント分析による下流域における各項目の限界支払意志額（原単位毎の支払意

志額）は表 6-5 のとおりであり， 上流域（ダム直下流域）での調査結果では「砂河原」の

ＷＴＰが低かったのに対し，下流域では「砂河原」のＷＴＰが大きかった．これは，下流地

域では，矢作川の『原風景』として「砂河原」への意識が強いのではないかと推察される．

また，下流域では「水遊び場」が 234 円と高く，子供の頃に砂河原で遊んだ『原体験』への

思いが強いためではないかと推察される． 

 

表 6-5 矢作川下流域におけるコンジョイント分析結果 2) 

 

矢作川下流域 矢作川上流域
水質 111 163
ヨシ原 3 106
砂河原 110 22
水遊び場 234 162
生態系 187 194

限界支払意思額（円/月・世帯）
項目

　WTP賛成率
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WTP 平均値 378．2 円／月・世帯 
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ウ）海浜域の環境改善効果（ＷＴＰ）の推定 

三河湾海浜域のアンケート有効回答者 314 名の回答から賛成率曲線を推定した結果，海

浜域のＷＴＰ(平均値)は河川環境の 378.2 円より低く，１世帯当たり 350.4 円／月（図 6-10 

海浜環境改善へのＷＴＰ推定結果）と推定された．一方，コンジョイント分析による各項目

の限界支払意志額は，「浅場・干潟（景観）」及び「水産生物」のＷＴＰが高く（表 6-6），住

民のこれらへの思いが強いものと推察された．また，「潮干狩り」，「海水浴」などのレクリ

エーションについては，ＷＴＰが低い結果となった． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-10 海浜環境改善へのＷＴＰ推定結果 2) 

表 6-6 海浜域におけるコンジョイント分析結果 2) 

 

 

  

項目 限界支払意思額（円/月・世帯）
浅場・干潟 139
水質 105
潮干狩り 33
海水浴 37
水産生物 140
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エ）土砂資源の有効利用調査 

矢作ダム堆積土砂の有効利用の可能性を調査するため，ダム下流域の仮置き土砂ストッ

クヤードを用いた社会実験を行い，ストックヤ―ドから土砂を搬出利用する業者に対しア

ンケート調査を行い分析した．  

アンケート結果では，土砂の利用のための負担費用として「混入ゴミ除去費用」と「運搬

費」が平均約 770 円かかる結果となったが，H21 年度に矢作ダム管理所が実施した市場調査

では，土砂購入費用が無い場合でも想定販売価格 300 円/t であった．今回調査の結果の処理

費用＋運搬費用である 770 円を加えると，販売価格は概ね 1,070 円/ｔとなり，同じく H21

年度の調査結果では，流通価格 1,860 円/ｔ6）であることから，約 800 円/ｔ程度安価に流通

できる可能性があることがわかった．この調査結果から，土砂マネジメント経済計算では，

海浜への土砂資源の取引価格は 800 円/ｔとした．また，これは，今後のストックヤードの

維持管理運営費用としても検討の余地があると考える．一方，アンケートによる要望では，

骨材流通量には季節性があり，10 月～翌 3 月の期間に年間の 60～70%の利用が集中してい

るので，この時期に十分な土砂が供給出来るかが，流通のポイントと考えられる．また，用

途は，コンクリート製品や骨材，左官砂の利用が主であったが，ＣＶＭのアンケートで評価

が高い海浜域の浅場・干潟の造成（三河湾沿岸）に活用出来れば利用価値はさらに高まるも

のと考えられる． 

今後は処理コストの軽減と安定供給(需要と供給のバランス)，並びに海浜域での利用を促

進する施策を，土砂マネジメントとあわせて検討していくことが重要と考える． 
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(4)費用便益評価 

以上より求まる費用と便益について，それぞれを，今後 100 年間，割引率 4％で現在価値

化し，表 6-7 に示すように集計し，リアルオプションでの費用便益比（B/C）を計算した．

河川環境の改善効果は，一般的に間接便益とされており，国土交通省の指針 3）4）に基づき実

施した CVM の値を採用し，コンジョイント分析については WTP の判断要因を見るものと

した． 

 

表 6-7 費用便益評価の計算表（下流域）1) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊）筆者らの試算値であり公式値ではない． 

 

1）ダム直下流域 

費用 C を同一とし，ケース１は治水便益のみの B/C，ケース 2 は（上流域の環境改善効果

＋土砂資源リサイクル）の便益のみの B/C，ケース 3 は両者を合計して治水に環境改善等の

間接効果を含めた B/C を図 6-11 に示した． 環境改善や土砂資源リサイクル等の排砂事業

による河川環境等への間接効果を定量化し確認することが出来た． 

なお，ここでの治水便益（BR）は十分に大きい値となっているが，これはもともとの矢

作ダム建設事業の治水便益であり，今回の土砂 BP はその治水機能の一部を復元するもので

あることから，この値を採用している．しかし，一方では，費用についても矢作ダム建設事

業の一部を含めるべきではないかという考え方もある．今回は現時点におけるリアルオプ

ションとしての土砂 BP 建設事業の費用対効果を見ようとするものであるので，土砂 BP に

係る費用のみを採用した． 

また，便益については，下流域や海浜域の環境改善効果を見ていないだけでなく，土砂資

源リサイクルの便益評価も課題がある．現在は土砂資源の買い取り価格が低いために，河川

環境改善に土砂資源が優先的に配分される結果となっているが，矢作川の土砂を高付加価

土砂バイパス

(億円/100年)

トラック運搬

(億円/100年)

費
用

（
Ｃ
）

ダムの掘削費（CD） 42.9 78.6

運搬費（CT) 99.3 487.0

バイパストンネル＋吸引
施設建設費（CB)

128.8 ―

発電ダム対策費（CP) 7.4 ―

環境対策費（CE) １.1 4.8 （CO2）+α

維持管理対策費(CM) 41.4 道路維持等

合計 356.5 534.7

便
益
（
Ｂ
）

ダム長寿命化（BR) 2,346.2 2,346.2

河川環境（BRE)

（上流域のみ）
149.2 149.2

海浜環境（BCE) 今後検討 今後検討

土砂資源リサイクル（BA) 16.3 16.3

合計 2,511.6 2,511.6

費用便益費（Ｂ／Ｃ） 7.1 4.7

土砂バイパス

(億円/100年)

トラック運搬

(億円/100年)

費
用

（
Ｃ
）

ダムの掘削費（CD） 42.9 78.6

運搬費（CT) 99.3 487.0

バイパストンネル＋吸引
施設建設費（CB)

128.8 ―

発電ダム対策費（CP) 7.4 ―

環境対策費（CE) １.1 4.8 （CO2）+α

維持管理対策費(CM) 41.4 道路維持等

合計 356.5 534.7

便
益
（
Ｂ
）

ダム長寿命化（BR) 2,346.2 2,346.2

河川環境（BRE)

（上流域のみ）
149.2 149.2

海浜環境（BCE) 今後検討 今後検討

土砂資源リサイクル（BA) 16.3 16.3

合計 2,511.6 2,511.6

費用便益費（Ｂ／Ｃ） 7.1 4.7
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値の商品へ使用することや，鉄道輸送等を使った効率的な掘削，運搬方法を組み合わせるこ

と等により，土砂資源リサイクルの便益が増大する可能性があり，今後の調査検討が必要で

ある． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-11 土砂 BP とトラック運搬の B/C1) 

ケース 1：ダム長寿命化（治水便益）のみ 

ケース 2：河川等の環境改善効果と土砂資源リサイクル 

ケース 3：ケース 1＋ケース 2 

 

なお，ダムからの排砂手段を土砂 BP（C’）とトラック運搬(C)で行った場合で費用比較し

た．図 6-12 に示すように，土砂 BP による場合がトラック運搬の 2/3 となり，土砂 BP は，

ダム長寿命化等のための手段としての治水だけでなく，間接効果も含めた総合的な土砂マ

ネジメントにおいても，経済性に優れた有効な手段であることが確認された． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-12 土砂 BP とトラック運搬の C‘/C の比較 1) 
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2）三河湾海浜域 

ケース１はダム長寿命化（治水便益）のみを便益とした場合の B/C，ケース 2 は河川，海

浜の環境改善効果と土砂資源リサイクルだけを便益とした場合の B/C，ケース 3 は両者を合

計してダム長寿命化（治水）と環境改善等の間接効果を含めた場合のB/Cを図 6-13に示す．

これより，土砂ＢＰの整備は費用便益評価上も 1.0 を大きく上回り，十分に事業効果，コス

トパフォーマンスの高いものと考えられる．特に，環境改善効果だけでも 2.0 を上回る効果

が見込まれることがわかった． 

前節では，矢作川上流区間(豊田市域)のみの環境改善効果であったが，今回は，矢作川下

流域と海浜域も含め，矢作川流域の環境改善効果を考慮することが出来た．また，土砂資源

の需要と供給のマッチングを図るため，中流部の越戸ダム付近にストックヤードをも設け

て試算してみた．これは将来土砂ＢＰが運用した際には，河川，海浜の環境改善も含め，土

砂の需給バランスを取ることが必要とされるが，そのための調整機能が必要となり，現時点

で具体的な調整箇所は決まらないが，効率的に土砂を収集しストックし，供給，分配出来る

箇所として，越戸ダム付近が効率的と考えられたからである．あくまで仮想のケースではあ

るが，土砂ストックヤードの設営は必要であり，越戸ダム付近で，複数個所での設置運用も

含め将来的には公的に運営していくことも検討する必要があると考える． 

次に，ダムからの排砂手段を土砂 BP ありの場合(C’)と，トラック運搬(土砂ＢＰなし)の 

場合(C)で費用の比較を行った（図 6-14）．トラック運搬では土砂 BP ありの場合よりも約

10％費用が多くなり，トラック運搬のための道路維持整備費や，交通安全対策費等も考慮す

ると，土砂ＢＰは経済的にトラック運搬よりも有利な事業手法であることが確認される．な

お，トラック運搬の場合は上流部の土捨場が無限に収容可能なことが前提となり，現実的に

は持続可能な選択肢とはならないことから，土砂 BP の有利性は揺るがないものと考えられ

る． 

このように，土砂 BP は，ダム長寿命化（治水）効果だけでなく，環境改善や土砂資源リ

サイクル利用等の間接効果も含めた総合的な土砂マネジメントを行った場合の事業評価に

おいても，経済性に優れた有効な手段であることが確認された． 
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図 6-13 土砂 BP とトラック運搬の B/C の比較 2) 

ケース 1：ダム長寿命化（治水便益）のみ， 

ケース 2：河川等の環境改善効果と土砂資源リサイクル 

ケース 3：ケース 1＋ケース 2 

 

表 6-8 費用便益評価の計算表 2) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊）筆者らの試算値であり公式値ではない． 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-14 土砂 BP とトラック運搬の C‘/C の比較 2) 

土砂バイパス
（億円/１００年)

トラック運搬
（億円/100年)

ダムの掘削費 34.9 55.3
運搬費 111.1 296.8
バイパストンネル＋吸引
施設建設費

129.0 -

発電ダム対策費 2.4 -
環境対策費 1.1 2.8
維持管理対策費 41.4 道路維持等
海浜対策費用 15.0 15.0
合計 334.8 369.9
ダムの長寿命化 3027.0 3027.0
河川環境 552.8 409.7
海浜環境 402.1 402.1
土砂資源リサイクル 25.3 25.3
合計 4007.2 3864.1

12.0 10.4費用便益比(B/C)
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6.2.5 まとめ 

本研究は，土砂 BP を含めた総合土砂管理のモデル化と経済評価のモデル化を行い，矢作

川上流域をケース・スタディに経済評価の試算を行ったものであり，得られた結論は以下の

とおりである． 

①矢作ダム下流から河口，三河湾海浜域まで含めた，矢作川流域を対象として，ダムからの

排砂による効果（便益）と対策費用について，ＣＶＭ，コンジョイント分析等で調査した

結果，土砂供給による費用便益構造とその要因が明らかになった． 

②土砂 BP により土砂が下流に移動することにより，土砂資源リサイクルにおいては，運搬

コストを低減し，それにより土砂資源リサイクルを促進する効果のあること，また，CO2

の削減や道路維持費，交通処理の課題対策においても効果があることが確認された． 

③ダム堆砂対策の貯水池長寿命化という治水効果に加え，流砂系全域にわたる環境改善等

の間接効果を評価することにより，土砂バイパス事業の経済的優位性，社会的便益が大き

いことが明らかになった． 

④河川中流部にストックヤードを設定し，民間事業者等の参加による土砂マネジメントを

行うことにより，費用対効果が最適となる需要と供給の適正なマッチングについて提案

した． 

⑤今後の課題として，治水，利水，環境機能の増進に繋がる具体的なストックヤードの位置，

規模，ＰＦＩ等も含めた運営方法について検討し，経済的に自立運営出来る事業手法の確

立が望まれる． 

 

土砂の有効な資源活用に成功している事例として、神奈川県酒匂川水系三保ダムにおけ

る事例で，ダムからの掘削土砂を活用した仕組みを図 6-15 に示す．（この図は山本晃一著

の「総合土砂管理計画、2014，p311）にも掲載されているが，著者が 2010 年に現地の三保

ダム管理事務所を訪問調査のうえ、京都大学経営管理大学院における研究成果の一部とし

て作成したものが原図である．） 

酒匂川は 2 級河川で県が河川管理者であり，ダム管理者も県の企業庁であり許可が得ら

れた．山北町と関係組合が協力して掘削土砂を砂利共同組合に売却し，その収益の一部を地

域の振興費にあてている好事例である．さらに，余剰の土砂は三保ダムの下流に置き土して，

ダム放流時に下流河川に還元し，河床材料の改善を行い生態環境の改善に役立っている． 

 

また，矢作川をケース・スタディとして土砂マネジメントの組織（案）として図 6-16 に

事例案をあげる．ここでは中流域に土砂ストックヤードを持つ土砂管理組織が土砂量の調

整など行って，土砂の資源活用を行うものである．環境改善などの公益目的を持つものであ

ることを考慮した事業主体の構成と，河川，ダム等の関係する管理者や河川利用者の理解と

協力，許可を得ることが必須である． 
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このような好事例が，今後地域の実情を反映しながらいくつも実現することが望まれる． 

 

図 6-15 土砂マネジメント組織の事例 

  

 

 

 

図 6-16 期待される土砂マネジメント組織の事例（矢作川を事例としての案） 

 

6．3 まとめ 

本章においては，土砂管理の観点からの事業評価手法の提案に向けた研究成果を示した． 

土砂管理の観点からの事業評価手法の提案では，土砂 BP を含めた総合土砂管理のモデル

化と経済評価のモデル化を行い，経済評価の試算を行い，治水効果に加え，流砂系全域にわ

たる環境改善も評価できる手法を示した． 

上記の内容は，総合土砂管理の対策を経済的に示すための事例となり，今後の総合土砂管

理の社会貢献への効果を定量的に示すことが可能となるものである． 
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第7章. 流砂観測技術の高度化を踏まえた総合土砂管理の新しい展開 

7.1 序説 

7.1.1 総合土砂管理の現状と実情 

平成 19 年の気候変動に適応した治水対策検討小委員会「水災害分野における気候変動適

応策のあり方について」の答申から，その後の検討や土砂災害による被災を受けて，近年，

ますます，流砂系総合土砂管理の必要性が強く感じられる．これは，土砂生産源である山

地から海岸までを一貫として取り扱い土砂移動動態を把握することで，海岸侵食や粗粒化

といった土砂に係る問題を総合的に解決してくべきであるという考え方である図 7-1 に，

流砂系河川で必要とされる管理の概念図を示す． 

従来，土砂量のコントロールは砂防に任せられてきたが，総合土砂管理では，流砂系流域

全体での土砂動態を把握する必要があり，必然的にダム等の土砂流下にかかわる施設では，

下流への土砂動態を考慮し，下流に与えるインパクトを考慮した操作が求められる． 

現状，ダム周辺での土砂観測は，定期的に測量で観測された，ある期間における入ると出

た土砂を差し引いた結果の合計された流入土砂量にとどまっており，砂防分野でハイドロ

フォン等で行われているような時系列的な連続観測はほとんどなされていない．しかしな

がら，良好な河道環境や下流での土砂収支状況に適したダム等の土砂コントロール施設に

よる運用を行うためには，その操作がどのような土砂移動を引き起こすかの把握や予測が

必須であり，土砂動態のダム運用による応答を把握できるような連続観測が望まれる． 

 

 

図 7-1 流砂系と主要な管理項目 

7.1.2 砂防事業者との相互理解と協調 

我が国における砂防事業では流砂量の連続観測は一般的であるものの，ダム管理者によ

る連続観測の実施や利用はほとんどないのが現状である．例えば，第 3 章で紹介したよう

な，小渋ダム上流でのハイドロフォンを用いた流砂量観測は，下流の小渋ダム SBT の運用

高度化にとって極めて有用な情報である．しかし，観測主体である砂防事業者とダム運用

者の間では，情報の共有がなされていない． 

同じく第 3 章で紹介した美和ダムや，小渋ダム SBT の例のように，ダム事業者による主

体的な流砂観測も重要であるが，まずは砂防事業者とダム事業者が観測データに関するコ

ミュニケーションを取ることで，流砂系全体での効率化を図ることが重要である． 
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7.1.3 流下土砂量のリアルタイム情報と予測 

ダムや SBT の操作をする際は，流入量や流砂量のリアルタイムデータがあれば有効であ

り，重要性が高い．もちろん，流砂観測技術によりリアルタイム観測ができるに越したこ

とはないが，コスト面や流速が大きい環境での掃流砂観測の困難性などから実現には多く

の課題があり，観測出来るとは限らない．観測が難しい場合には，流量等のリアルタイム

に観測出来て利用可能なデータを用いて流砂量の予測をすることになる．一般的によく使

われる予測式は，流量等を説明変数とした線形，二次関数，もしくは指数型の回帰式であ

る．しかしながら，流下土砂量は第 4 章で示したように，流砂 - 流量関係は履歴性を持つこ

とが多く，これは水理量だけを説明変数としたモデルでは予測出来ないことを示している．

精度を高めた流砂量の予測を行うためには，例えば，既往洪水の履歴性（ヒステリシスカ

ーブ）を考慮した予測を行うことも必要であろう． 

ここで，考慮されるべき履歴性は，単一洪水内の上昇期・下降期間でみられる履歴性と，

洪水間での履歴性がある．前者は，第 4 章に示すような継続的な流砂観測を行い，当該流

域がもつ洪水内履歴特性を把握することが重要である．一方，後者に関しては，ダムの上

流河道における土砂存在量の変化（崩壊土砂による崖錐や洪水後の河道土砂堆積量の増減）

を次の洪水発生前に計測し，土砂流出を予測することが推定の手がかりになる．また，土

砂管理により下流へ流下する土砂は，堆積と移動を繰り返しながらさらに下流へと伝播す

る．河床への土砂堆積があるため，下流に進むほど移動土砂量は減っていくのが通常であ

るが，2018 年小渋ダムのように，堆積土砂が河岸侵食を促し，土砂が途中の河道で新たに

補給される場合がある．総合土砂管理の観点からは，こうした縦断的な移動土砂量の変化，

土砂到達の時間差，また土砂が堆積する区間の空間的分布の把握と予測も重要である． 

7.1.4 ダム等の下流河道における河床地形の変化と環境 

上流からの土砂供給が絶たれたダム下流では，河床低下や粗粒化が進行し，生物多様性

の低下，特定の植物の繁茂，水質の悪化などの生態系劣化が生じている．したがって，ダム

貯水池の土砂管理による下流への土砂輸送は，ダム下流生態系にも好ましいことが多い．

ダム下流における土砂，地形，生態系の観測により，土砂管理の生態系回復への効果を確

認することは，適切な土砂管理を進める上で，また土砂管理に対する地域住民の理解を得

るためにも重要である． 

砂州は，河川生態系において生物多様性や水自浄作用など生態系機能を高める．砂州が

発達するには，土砂の量とともに粒径が重要であり，また土砂の侵食や堆積を促す適度な

流量も必要である．ダム下流に輸送される土砂は一般に砂など細粒成分に偏りがちで，細

粒成分だけでは河床が平坦化し砂州は発達しない．生態系の観点からは，細粒成分ととも

に砂利や小石以上もバランスよく含む土砂輸送が望まれる．また，ある程度の流量を伴わ

ないと土砂は輸送先に堆積するだけで砂州は発達しない．一方で流量が大きすぎても，土

砂のほとんどが流出し，河床は粗粒化した状態に戻ってしまう．砂州発達を促すのに適し

た流量，1 流量イベントにおける適切な土砂輸送のタイミングなど，ダム流量操作によって

土砂輸送効果をどう高められるか，生態系保全を踏まえた土砂管理の高度化のために明ら
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かにしていく必要がある． 

 

7.2 高度な土砂観測の必要性，重要性 

これまで述べた流砂系河川での土砂移動と収支を把握することは，水系一貫で河川を維

持管理するために必要不可欠である．土砂生産領域ではどのような粒径の土砂が，いつ崩

壊し，どのように渓流に落ちたのか．そして，河床の崖錐に溜まった土砂は洪水時に下流

に流れて行く．その土砂は砂防堰堤などの砂防区間での抑止作用を経て流下した土砂は河

川領域を流下し，ダム，堰堤等でも一部は堆積し残りはさらに下流に流下する．粗い粒径

のものは河川の河床に堆積するものもあれば，大きな洪水時にさらに流下し，海岸や沿岸

域に土砂を供給する． 

これらは，連続した土砂生産領域～砂防領域～ダム領域～河川領域～海岸，沿岸領域へ

の土砂流下と抑止，そして下流へ供給される．これらにより流砂系河川の土砂収支マップ

が河川ごとに作られ，その実態に基づき，総合土砂管理計画が策定され，ダムや堰のゲー

トや SBT などにより，水系一貫の適切な土砂管理が「量」，「質」ともに実施されるという

のが，総合土砂管理の目指すところである．ここでは，土砂は迷惑物ではなく，河川の治

水，利水や環境，水質を維持増進するために必要不可欠な資源である． 

留意しないといけなのは，土砂が流下することで堆積などが起こるのであるが，土砂は

上流域で供給されており，上流から下流への連続性が保たれていないといけないというこ

とである．つまり，流砂とは各領域，区間で上流から下流へと流れている連続体であり，上

流での土砂の崩壊や下流への土砂移動は，洪水，地震などのイベントの発生時に起こるも

のもあれば，平常時においても，いくらかの土砂は常に上流から下流に流れているという

ことである．量的にはその大半が洪水時などに大きな移動が起こるが，平常時にも細かな

粒径などは移動し堆積している．ここではハイドロフォンなどで土砂の移動量は洪水時に

大きな移動が観測されることが多いが，平常時の移動についても今後観測し，水系一貫で

土砂の移動を量的，質的にとらえることが必要である．平常時の観測機器，方法に関して

も，TDR 等の新たな機器，観測方法の研究が進められており，総合土砂管理の実現のため

のツールとして取り入れることが重要である． 
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7.3 ハイドロフォン等の土砂観測機器の今後の展望 

第2章にハイドロフォン等の土砂観測施設の種類や現状の活用状況などについて述べた．

そこで紹介したように，土砂観測手法は数多く提案されており，ターゲットや制約に合わ

せて最適な手法を選択する必要がある．特に，ハイドロフォンのようにリアルタイムでの

流砂データを観測出来る機器は，インターネットなどで接続され，関係者のネットが形成

され，分析整理され，目的に合った使いやすい形でデータ供給がされることが望ましい．

これらの得られたデータは流域内で関係者同士の繋がりを増やし，土砂管理を行う上での

新たな有益な情報として使われることが予測される．これは間違いなく，水系一貫の総合

土砂管理が目指すところであり，これにより安全で豊かで良好な環境の河川が水系一貫で

実現する． 

 

7.4 まとめ 

水系一貫した総合的な土砂管理の必要性については上述した通りである． 

①治水上の管理（砂防，ダム，堰，河床高等） 

②利水上の管理 

③環境管理上の管理（生態系，水質濁度 

④地域振興，かわまちづくりなど 

そして，総合土砂管理を推進するには，その道義付けとして，土砂管理に要する費用と，

それによる便益の算出により経済評価して，その施策や事業が社会的に効果があり妥当な

投資であること，そして，他の方法よりのその方法が経済的にも効果，便益の面でも有利

で適切であることの確認が必要であり，その社会的認知も重要である．筆者は，本稿で取

り上げたように矢作川水系で土砂マネジメントによる経済効果（B/C 等）の算定方法を数値

計算等により示した．土砂管理の効果，評価はこれまで，土砂は洪水を起こす，取水障害を

起こす，濁水となり河川環境を損なうといった負の面が強かった．一部，河川砂利がコン

クリートなどの建築資材として活用されてきたが，公共物で国，自治体の財産である砂利

を採取することによる負のイメージ，「土木工事」という負のイメージのために社会的には

損な役割を演じて来さされた． 

今，新たに土砂は「社会の有益な資源」として見直されつつある．そして，その効率的か

有効な施策を進めるには，上流から海岸に至るまで水系一貫の総合土砂管理を行うことが

必要であり，河川領域だけでの対策や土砂のやり取りではうまくいかないことが多い．そ

こで土砂マネジメントが必要となる．筆者は矢作川で土砂のストックヤードの設置を含め

た土砂マネジメント方策を検討し，その経済評価を行った．ここでも土砂マネジメントを

行うには，土砂の移動や粒径などの質をリアルタイムで観測する高度な観測技術が必要と

なる．それにより，土砂観測技術，施設の高度化，ネットワークの構築，データ処理技術

が，新たに有益かつ適切な土砂管理，マネジメントの可能性を生み出す． 

そして，今までにない土砂管理システムにより，「資源としての土砂」がさらに活用され，

防災，利水，環境の面で社会的に有益な効果を発揮する． 
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それには，ハイドロフォンをはじめ土砂の観測技術はさらに精度，データの質の面で高

度化して，目的にあった観測データが得られるように技術開発する必要がある．矢作川に

おいても，河川内にちょうど良い広場，河川敷の空き地があった．ここに土砂を一時スト

ックしておくストックヤードや，必要となるときに，その土砂をいつどこに運搬するとか，

そのルール化を行うにも土砂の観測施設，システムが必要となる．そのためには，土砂観

測の高度化は河川管理，土砂管理，防災，利水，環境等にとっても重要かつ必要なものであ

る． 

 

土砂観測技術の高度化により何が生まれるのか． 

①総合土砂管理がどう変わるか． 

②土砂と水の管理方法はどう変わるのか 

③河川の土砂に対する社会的な認知が進む 

④これまでの砂防から流砂の管理へと変わる 

⑤土砂生産領域の管理と土砂の出口管理の考え方，方策が変わる 

⑥土砂は有益な資源であり適切な管理と活用がこれからの社会に有効かつ有益である 

 

 ここで，それに対する著者の考えを以下に述べる． 

①総合土砂管理がどう変わるか． 

 リアルタイム情報がネットシステムで関係者に伝わることにより，例えば，ア）避難指

示がリアルタイム情報をもとに判断され，速やかに避難指示ができるようになる，イ）ダ

ム，堰の管理者は上流での土砂情報により効率的に土砂を通過させるゲート操作などが出

来る，ウ）河川管理者は土砂の量，粒径をもとに河床変動解析の精度，予測を上げることが

出来る．樹木管理，河道の 2 極化についてもウォシュロードの予測から管理できるように

なる． 

②土砂と水の管理方法はどう変わるのか 

 土砂と水は Q～Qs 曲線で関係が見えて来た．ヒステリシスカーブから土砂が遅れて反応

するなどの傾向や，側方浸食や支川からの土砂流入があるなど，土砂の動きは複雑である．

上流で既に土砂が溜まっていたら，次の洪水で土砂が流れることなどの予測もできる．土

砂動態の情報がリアルタイムで入手出来るようになると，各段に土砂管理における対策や

土砂のコントロールの方法が変わる可能性がある． 

③河川の土砂に対する社会的な認知が進む 

 今までは土砂の動きは良くわからなかった．不確実なものでいつ土石流や崩壊が起こる

かもわからない．しかし，リアルタイム情報が伝わると土砂動態の実態と予測がある程度

できるようになり社会の土砂災害に対する認知も進むと思われる． 

④これまでの砂防から流砂の管理へと変わる 

 土砂災害を防ぐのに砂防堰堤などの建設による「砂防」であったが，これからは土砂の

動きを監視して管理し，必要な時には避難することが出来るようになる． 
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⑤土砂生産領域の管理と土砂の出口管理の考え方，方策が変わる 

 砂防事業は土砂災害を防ぐという目的であるが，土砂の生産イベントをリアルタイムで

覚知し，土砂が一度に下流へ出て行かないように出口管理するなど，砂防堰堤の役割も静

的なものから動的に操作して管理するものへ転換することが必要である． 

⑥土砂は有益な資源であり適切な管理と活用が重要 

 Sand War にあるように砂，礫は貴重な資源であり，既に世界的に奪い合いの争いが始ま

っている．有益で価値があるから欲しがるのである．シェールオイル，ガスは今後 OPEC を

しのぐともいわれる石油で砂がなくては採掘できない．PC などに使う半導体も砂成分から

基幹部は出来ている．眼鏡のガラスも砂の成分からである．埋立土の土砂，コンクリート

の砂，礫も大規模に都市づくりに使用される資源である．良質な砂，土砂は適正に管理さ

れるべきで，土砂の運搬，活用には河川の流下によりダンプを使わずクリーンに低コスト

で掘削，運搬するなど管理，運用することが重要である． 

 

土砂と河川流水の観測技術の発展は，洪水時と平常時の対策や管理運用，そして，それら

を含めた土砂マネジメントの重要性が認識され，土砂のコントロールの実施必要性につな

がる．土砂の有効活用は社会的に大きな課題であり，将来のまちづくりの施策のネタにも

なる．カラーストーンなど建材への活用など付加価値の高いものへの変換も重要であるし，

高い付加価値を生む土砂の中に含まれるスカンジウムＳｃ等のレアアースの抽出も期待が

もたれる．土砂を資源として扱うこと，これにはいくつかの課題と将来への期待が膨らむ

が，そこでも，土砂の観測技術，機器とシステムにおいて，これまで以上にさらに便利で高

度な流砂観測技術の開発と活用が期待される． 
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第8章. 結論 

近年，地球温暖化の影響もあり，甚大な洪水や土砂災害が毎年のように発生している．そ

こでは，洪水による浸水被害だけでなく，土砂，流木も巻き込んで大量に流下し，大きなエ

ネルギーとなって下流地域に被害を及ぼしている．洪水被害を防ぎ軽減するには増大する

洪水流だけはなく，土砂の管理がより重要になって来ている． 

平成 9 年の河川審議会で「総合土砂管理小委員会（高橋保委員長）」が設立され，総合土

砂管理の必要性が提言され，それに向けて国，自治体等の取り組みが始まった．しかし，20

年以上経った今でも現状は大きく進展していない．その理由の一つとして，わが国では土

砂生産領域と砂防領域においては砂防事業者が所掌し主に権限を持っているが，その下流

のダム領域に関してはダム事業者やダム管理者が，さらに，その下流の河川領域において

は，国（国土交通省）や自治体（都道府県，市町村）が河川管理者として管理しており，権

限と所掌が分断されている．さらに，その下流の海岸領域では，国（国土交通省の水管理・

国土保全局と港湾局，経済産業省，農林省）及び自治体が管理者となり，それぞれの所管部

局の利害や都合が優先される縦割り行政となっており，土砂をめぐって水系一環としての

課題事項の解消や便益の創出が一致協力して実施されていない状況である．そのため，流

砂系河川での水系一貫の総合土砂管理は，災害防御と利水，環境保全において総合的に実

施されるべきであるが，うまく行っていないのではないかと考える．総合土砂管理計画は

現在 8 河川で策定済であるが，もっと多くの河川で総合土砂管理計画が策定され，全流域

で統一的な価値観のもと適切かつ効率的に土砂管理がなされるべきと考える（図 1-1 総合

土砂管理計画策定河川の位置図参照）．また，総合土砂管理が進まない原因の一つに縦割り

行政以外にも現実の問題として，流砂観測が正確かつ適切な箇所等で統一的な方法で実施

されていないという現実がある．もし，洪水時，平時含めて土砂の移動状況や移動土砂の

粒径分布等がリアルタイムで連続的に観測されたら，これらのデータをもとに，上下流で

の連携が進み，防災，利水，環境問題の解決もさらに進むもの考える． 

本稿では，現状の土砂管理に関する課題として上下流での管理者間の調整だけでなく，

観測技術の高度化が実現すれば，より適切に総合土砂管理が進み，安全，安心，快適な国土

形成に資するものと考える．そこで，第 1 章では，これらの研究背景として，土砂観測技

術の現状と課題，今後の技術開発への期待などを述べ，以下，流砂観測技術の高度化によ

り実施が可能となることや，その意義と経済効果などについて研究し，それが流域監視や

流域治水にも資するものになると考える． 

 

第 1 章では，本稿の目的と現状の課題などについて，以下のとおりとりまとめ述べた． 

①河川法が平成 9 年に改正され，環境が第 3 の⽬的となり，総合⼟砂管理に関する河川審
議会の答申も出されたが，砂防，ダム，下流河川における⼟砂連携と最適化が進んでい
ない．その基礎データとなる⼟砂動態に関する観測技術も不⼗分で向上が望まれている． 

②⼟砂管理の⽬標設定が明確でない．何を⽬指すのか．定量的な流量と⼟砂の⽬標が領域
で設定されていない． 
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③技術的な問題があり，総合⼟砂管理はこうあるべきで，観測技術はこうあるべき，そし
てその解析，分析技術もこうあるべきという，これらで不⾜しているところについては，
このように改善すべきという改善⽬標もはっきりしていないし，関係者でその共通認識
を持たれていない． 

④ハイドロフォン等のリアルタイムでの⼟砂観測技術，機器が出来たが，未だ精度⾯，技
術⾯で不⼗分な部分がある，現在の精度でも現地で活⽤する⽅法，出来る部分があるの
で，精度の向上を⽬指すだけでなく，現在の精度で何が出来るか活⽤策を検討すべきで
ある．また，精度だけでなくリアルタイムの⼟砂動態情報が⼊⼿できることによって何
が出来るのか，総合⼟砂管理はどう変わるのかを考えなければならい． 

⑤何のために測っているのか，観測の⽬的を明確にすること．それを⽬指して観測技術は
変わっていくべきである．知りたい情報に⼟砂動態の⼟砂量と粒径などの質的情報を知
ることで何が出来るか，⼟砂管理への展開と，リアルタイムのデータ⼊⼿が，⼟砂災害，
洪⽔被害の危機管理にも役⽴つこと．さらに，かわまちづくり，河道の維持管理にも有
益な情報となることがある．⼟砂は⼟砂⽣産領域や砂防，河川領域で重要な構成要素で
あり，河川環境，⽣態系に重要な影響を与えるものでもあり，⾼度な⼟砂観測は⼟砂移
動や粒径などを考慮した河道整備とモニタリング（観測）にも役⽴つ． 

⑥⼟砂動態の観測は，砂防事業，河川事業の効率的，効果的な推進と防災，危機管理のため
に重要であるが，現状の砂防事業では⼟砂の定量的な検討や，⼟砂を上下流での連続体
としての取り扱いが弱く静的な⼟砂管理しか出来ていなかったので，今後検討すべきで
ある． 

⑦⽔系全体で総合⼟砂管理計画を作成する必要がある．そこでは，量，質ともに重要なフ
ァクターであり，下流の堰，ダム等の構造物がどういう影響うけるか．その影響はどこ
まで許容され，どうしたら良いのか，各地点等における⼟砂の量と質の範囲，閾値の設
定など，具体的な実現策を検討する必要がある． 

⑧流砂系では⽔と⼟砂について，上流側がどのような⼟砂管理をして下流に伝え，下流側
ではそれを受けとめてどうするのか．それを⽔系全体としてまとめるためにも，定量的
で⾼度な流砂観測技術が必要である． 

 

第 2 章では，流砂量観測技術に関して現在ある観測技術について全体像を述べた．具体

には，既往の流砂量観測技術を土砂の時間的フラックス変化，空間的フラックス変化に分

類し，整理した上で，複数の流砂量観測技術の特徴，メリット，デメリットについて取りま

とめた． 

土砂の時間的フラックス変化の計測と空間的存在量変化の計測においては，流砂系内に

おける土砂の時間的・空間的移動実態を把握する手法として，現時点では，濁度計，ハイド

ロフォン等の間接的観測機器によるフラックス計測と，河床縦横断測量，航空レーザ（LP），

ALB（航空レーザ測深），UAV，InSAR，Google Earth 等の地形測量による手法がある．各手

法の主な特徴を示し，それぞれの概要を示した． 
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既往の流砂量観測技術を土砂の時間的フラックス変化，空間的フラックス変化に分類し，

整理した上で，複数の流砂量観測技術の特徴，メリット，デメリットについてレビューし

た． 

土砂の時間的（フロー）フラックス変化に関する流砂量観測技術では，出水時に流下する

土砂を把握することが可能であり，土砂の上下流でのフローの把握に適用できる．土砂の

空間的（静的）フラックス変化に関する流砂量観測技術では，出水前後に観測データの差

分から河道等の土砂量の変化（堆積，洗堀）を把握することが可能であり，土砂のストック

の把握に適用できる．また，こちらの技術は流域一貫で適用されているが，定期的に実施

されているのは，ダム，河川区間であることが多い． 

このように，土砂の時間的フラックス変化，空間的フラックス変化に関する流砂観測技

術，手法により観測されるデータが異なるため，総合土砂管理の対策データ等を評価にす

るにあたっては，評価対象と目的を明確にした上でモニタリングに適用する流砂量観測技

術を選定する必要がある． 

 

第 3 章では，ハイドロフォンの基礎理論，ハイドロフォンの観測形態による特性比較，

ハイドロフォンの適用範囲について，研究成果及び既往事例を記載し現状のついて述べた． 

ハイドロフォンの基礎理論では，ハイドロフォンの仕組みの概要と精度について述べた．

精度については，ハイドロフォンとは別の観測機器で掃流砂量を観測し，双方の観測結果

を比較し，ハイドロフォンでは粒径 2mm 以下の土砂については観測することが困難である

ことを示した．続いて，ハイドロフォンの観測形態による特性比較では，パイプ型ハイド

ロフォンの長さの影響，パルス式と合成音圧式の特性（データ処理方法の相違），新型ハイ

ドロフォンの特性について示した．パイプ型ハイドロフォンの長さと影響では，長さが 0.5m

と 2.0m と異なるハイドロフォンでもほぼ同等の観測結果となることを示し，また，パルス

式と合成音圧式の特性では，観測結果算出ではそれぞれの特徴を示した． 

また，新型ハイドロフォンでは，プレート型ハイドロフォンはパイプ型ハイドロフォン

と同様に一つの比例係数で適用可能な範囲があることが示唆された．さらに肉厚パイプ型

ハイドロフォンは，耐久性が向上するが，従来のパイプ型ハイドロフォンより肉厚である

ので，比較的小さな礫の検出感度が低い傾向にあることが判明した． 

 

第 4 章では，ハイドロフォンを土砂管理に活用した事例として，砂防領域で 3 事例，ダ

ム領域で 1 事例の研究事例を述べた． 

砂防領域でハイドロフォンを土砂管理に活用した研究事例として，富士川流域，利根川

流域，渡良瀬川等を挙げた．富士川流域等では，ハイドロフォンの観測結果より，定性的に

土砂流出状況の変化を示すことができること，及び Q～Qs 曲線の履歴線（ヒステリシスカ

ーブ）から土砂流出状況とその変化が確認できることを示した．次に，利根川流域では，無

次元掃流力と無次元掃流砂量の関係から土砂流出量の増加傾向・減少傾向を把握すること

及び前述の関係に観測地点を含む流域の河床変動量や砂防堰堤等の堆砂状況を組み合わせ
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て評価することで，今後の土砂流出状況を定性的に推定できることを示した．さらに，渡

良瀬川流域では，水位と掃流砂量の関係に基づき，上流域での砂防事業の効果が確認でき，

経年的にデータを蓄積することで砂防事業の事業評価に活用できることを示した． 

ダム領域においてハイドロフォンを土砂管理に活用した研究事例として，小渋ダムをあ

げた．小渋ダムでは，掃流砂に関するパイプ型とプレート型の両方のハイドロフォンにつ

いて計測特性や，これを用いた流量規模ごと，季節ごとの掃流砂量の変化，さらに洪水ピ

ークに対する掃流砂の流下特性について示した． 

上記の内容は，砂防領域，ダム領域の土砂流出状況の実態把握，砂防事業評価及びダムの

SBT 運用に対する留意点など，今後の土砂管理を進める上で有意義なものと考えられる． 

 

 第 5 章では，黒部川における UAV 等，国土交通省北陸地方整備局松本砂防事務所の水位

データ及び CCTV 画像の活用，富士川流域における SAR の流砂量観測技術を活用した土砂

管理への活用等の研究成果を述べた． 

黒部川では，UAV を利用することで定量的に河川の土砂流出の状況や地盤高，地盤高の

変化を把握することが可能であり，赤外線カメラを利用することで夜間の土砂流出を監視

することも可能，3D レーザースキャナーを設置し観測することで定期的かつ定量的に地盤

高，土砂変動量を把握することが可能であることを示した． 

松本砂防事務所の水位，流量データを用いて流量減少率，流量増加率を算定し，河道閉塞

発生検出可能区間の閾値が検討可能であることを示した．また，ＣＣＴＶカメラの画像解

析から砂防領域においても，水位，流量の計測が可能であることを示した． 

富士川流域では，偏光 SAR 画像の干渉解析により，河床部の微地形の変化を捉え，現地

での測量作業が困難な山地河川における河道内堆砂や河床侵食等のマクロな土砂移動状態

を把握した．これらは，ハイドロフォン以外の流砂量観測技術も十分に土砂管理に活用で

きることを示した．本研究ではハイドロフォンの利活用をメインにおいているが，他の流

砂量観測技術の利活用についても積極的な研究が期待される． 

 

第6章では，総合土砂管理の観点からの事業評価手法の提案に向けた研究成果を示した． 

総合土砂管理の観点からの事業評価手法の提案では，矢作川をモデルにして土砂 BP を

含めた総合土砂管理のモデル化と経済評価のモデル化を行い，経済評価の試算を行い，治

水効果に加え，流砂系全域にわたる環境改善も評価できる手法を示した． 

上記の研究では，土砂を有効活用可能な資源として捉え，ストックヤードの設置運用も

含めた土砂マネジメントによる総合土砂管理方策について，その経済効果を数値指標に示

すことを示した．水系一貫の総合土砂管理を行うには，製品の配送などはロジスティクス

と同じで，効率的な運用を行うために倉庫にあたる一時的な土砂のストックヤードが必要

であり，今後の土砂マネジメント含めた総合土砂管理のあり方についてモデル化を行い，

経済効果を定量的に示すことが可能であることを示した． 
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 第 7 章では，流砂観測技術の高度化を踏まえた総合土砂管理の新しい展開について，こ

れまでの流砂量観測技術の開発状況や，現地での観測の実態を踏まえ，筆者の考えを述べ

た．総合土砂管理を進めることが必要で重要であることは自明であり，近年の多発する土

砂災害，洪水災害の状況を見ても，上下流間で情報と問題を共有して，一致協力して進め

ていけば解決策が見えてくることは明らかである．そのために，土砂生産領域と砂防領域

を管理する砂防管理者とダム管理者，河川管理者，海岸管理者らが協力，協調して相互に

積極的に情報提供と協力を行うことが重要であることを述べた．さらに，これまでの静的

な移動土砂量の把握による土砂収支だけでなく，リアルタイムでの土砂移動量を把握し，

水系一貫して各領域の管理者が情報共有してリアルタイムで対応することも重要で災害防

止効果があることも述べた．砂防施設やダムの計画立案や管理運用，維持管理を行うにあ

たっても，これら上流での土砂に関する情報やリアルタイムでの移動土砂量に関する情報

は有益な知見を与えてくれる．例えば，ダムの計画堆砂量の算定や，土砂ＢＰの計画，運

用，必要性，効果の算定にも重要な情報を与えてくれる．さらには，河川領域では，河道掘

削の位置，掘削量，掘削位置，治水効果だけでなく，環境への影響として土砂の補給，特に

どのような粒径階の土砂が，どれだけの土砂量が上流から流れ、あるいは施設のゲート等

から補給され河川の河床に堆積したのかは，河川生態系にとって重要な情報であり，それ

を考慮して河川掘削や改修，堰等のゲート施設の最適な運用が決まることを示した．また，

上流でのリアルタイムでの土砂動態の情報は，土石流などの発生と流下を下流の自治体，

住民に知らせて，効果的な避難を行う上で重要な情報となる．筆者はスイスの現地におい

て土石流の発生をジオフォンで察知し下流の警報サイレンに直結している事例を見学した

ことがある．我が国においてもワイヤーセンサーなどでのそのような仕組みは作られて来

ているが，地域の防災避難システムの定着には至っていない． 

これらを実現するには，高度な流砂観測技術が必要であり，それらの情報をリアルタイ

ムで上下流の関係者に伝えるためのネットワークの構築が必要であることを述べた．流砂

観測技術には，第 2 章に述べたように様々な方法があるが，高度な流砂観測技術として期

待されているものに，筆者はハイドロフォンなどの機器が上手く使われて精度が今後とも

向上し，他の観測技術の情報と併せて情報がリアルタイムで総合化され，水系一貫で情報

ネットワークが構築されることが期待されることを述べた． 

今後，ますます技術が発展し，水系一貫で総合的な土砂管理がすべての関係者で協力し

て進められ，安全，安心で豊かな国土の構築と繁栄に寄与されることが期待される． 
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